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「市政改革プラン2.0」の取組と成果（令和元年度末時点）
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大阪市では、ムダを徹底的に排除した効果的・効率的な行財政運営をめざして進めてきたこれまでの改革を継続し、ＩＣＴの徹底活用や職員の能力を最大限引き出すことで質の向上を図る改革を積極的に進めていくため、平成28年８月に「市政改革プラン2.0－新たな価値を生み出す改革－」（以下「行革編」という。）を策定しました。この行革編では、平成28年度から令和元年度までを取組期間とし、「質の高い行財政運営の推進」、「官民連携の推進」、「改革推進体制の強化」の３つの柱のもと改革に取り組んできました。平成30年７月には中間評価に基づいて「市政改革プラン2.0【中間見直し版】」を取りまとめ、64件の目標とそれを達成するための104件の取組を設定し、改革を推進しました。
また、区政関連では、平成29年１月に取りまとめた「区政の検証」で明らかとなった課題などを踏まえて、コミュニティ豊かで住民主体の自律的な地域運営が行われる地域社会の実現と、区長の権限・責任のもとで区行政の運営が行われるシステムのさらなる充実をめざすため、平成29年８月に策定した「市政改革プラン2.0（区政編）－ニア・イズ・ベターのさらなる徹底－」（以下「区政編」という。）に基づき、取組を進めました。この区政編では、平成29年度から令和元年度までを取組期間とし、「地域社会における住民自治の拡充」、「区長の権限・責任の拡充と区民参画のさらなる推進」の２つの柱のもとに、32件の目標とそれを達成するため40件の取組を設定し、改革を推進しました。

プランに掲げた取組については、定期的に進捗状況を点検し改善を図るなど、ＰＤＣＡサイクルを推進していくこととしており、この度、取組期間の最終年度である令和元年度末時点の状況について、各所属での自己点検を行い、さらに、大阪市改革プロジェクトチームにおける所属横断的観点による点検・評価を経て取りまとめました。

令和元年度において、行革編における「質の高い行財政運営の推進」では、「大阪市ＩＣＴ戦略アクションプラン（2018年度～2020年度）」に基づき、行政手続きのオンライン化にかかるシステム開発など「さらなる全庁的なＩＣＴの徹底活用に向けた取組」を進めました。また、「官民連携の推進」では、水道事業におけるＰＦＩ管路更新事業について実施方針に関する条例案が市会で可決されるなど、経営システムの見直しに向けた取組を進めました。さらに、「改革推進体制の強化」では、男性職員の育児休業等の取得推進を図るなどワーク・ライフ・バランスの推進に向けた取組を進めました。その結果、評価可能な令和元年度目標40件のうち、約６割となる22件が「達成」となった一方、残る18件は「未達成」となりました。
一方、区政編における「地域社会における住民自治の拡充」では、つながりづくりの基盤となる住民に最も身近な自治会・町内会単位（第一層）の活動への支援策を取りまとめ、各区でその実態と課題に応じた取組を進めたほか、地域活動協議会の活動の活性化に向けて、ＳＮＳなど様々な媒体を活用して認知度向上を図るなど、地域の実情に即した支援の取組を進めました。また、「区長の権限・責任の拡充と区民参画のさらなる推進」では、複数区による区ＣＭ事業の実施のためのルール策定や運用等の取組を進めたほか、市民に対する区長会議の見える化を促進するため、各区ホームページに議事概要の掲載ページのリンクを設けました。
各区が主体となって取り組む項目の評価基準については、全区が達成した場合に「達成」の評価としており、評価可能な令和元年度目標32件のうち、約２割となる７件が「達成」となったものの、残る25件は「未達成」となりました※１。なお、区政編の令和元年度目標については、多くの項目で平成30年度を上回る目標を設定しており、平成30年度と令和元年度の実績が比較できる項目でみると、令和元年度の実績が平成30年度以上となっている割合は６割を超えています※２。



※１　（参考１）全項目における目標達成状況（ｐ120）
※２　（参考２）平成30年度目標を上回る設定をしている目標における平成30年度・令和元年度の実績比較（ｐ122）
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行革編で掲げた64件の目標及び区政編で掲げた32件の目標について、23ページ以降に取組と成果を明らかにするとともに、令和２年８月末現在で評価可能な行革編40件及び区政編32件の令和元年度の目標について達成状況を評価しました。また、全ての項目について令和元年度の主な取組実績や取組期間の成果、今後の方向性も併せて記載しています。

○改革の柱ごとの主な状況
令和元年度の行革編及び区政編における主な状況は次のとおりです。

〔新たな価値を生み出す改革（行革編）〕
　　[評価結果一覧]　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和２年８月末現在）
	評価結果の区分
改革の柱
	評価可能な令和元年度目標

	
	
	達成
	未達成

	１
	質の高い行財政運営の推進
	20
	13
	７

	２
	官民連携の推進
	12
	７
	５

	３
	改革推進体制の強化
	８
	２
	６

	計
	40
	22
	18




【改革の柱１】質の高い行財政運営の推進
「多様な納税環境の整備」（ｐ25～26）については、クレジット収納は固定資産税及び市・府民税の納税通知書に加え、督促状等に勧奨チラシを同封するなどの取組により、目標の82,000件に対し、110,745件となり大幅に利用件数を伸ばしました。また、Web口座振替受付サービスの利用件数は目標の5,000件に対し、5,266件となりました。
「諸収入確保の推進」（ｐ33）については、ネーミングライツパートナー一斉募集事業の認知度向上に向け、ポスター掲出場所を拡充するとともに、募集施設等を集約し、一斉募集を実施するなど、媒体別の取組方針に基づく広告主獲得の取組の推進等により、広告事業効果額が目標額5.3億円に対し、6.3億円（決算見込）となりました。
「さらなる全庁的なＩＣＴの徹底活用」（ｐ40）については、行政手続きのオンライン化に係るシステム開発や音声認識・多言語翻訳アプリを活用した外国人等とのコミュニケーション支援など、「大阪市ＩＣＴ戦略アクションプラン（2018年度～2020年度）」に掲げる取組のうち、目標どおり14件（累積）について取組を完了しました。
その他、「市民利用施設におけるサービス向上」（ｐ24）などを含め、計13件の目標が「達成」との評価結果になりました。 

一方、「未利用地の有効活用等」（ｐ29～30）については、目標額の90億円に対し売却収入が67億円（決算見込）となり「未達成」となったものの、平成28年度からの累計では473億円の目標に対し499億円（決算見込）となりました。今後は、市政改革プラン3.0において、未利用地の有効活用に向けた進捗管理と情報共有の推進、各所属に対する積極的なサポートの実施や、商品化に時間を要する未利用地の暫定的な有償貸付の推進を行っていきます。
「未収金対策の強化」（ｐ31～32）については、未収金残高が目標の393億円以下に対し、積極的な未収金対策により目標達成に向けて順調に進捗していましたが、新型コロナウイルス感染症対策に伴い例年実施の出納整理期間中の収納対策強化の取組の停止を余儀なくされるなどにより、実績が397億円（決算見込）となり「未達成」となりました。今後は、市政改革プラン3.0において、未収金残高の圧縮に向け、「新たな未収金を極力発生させない」「既存未収金の解消」の２本柱で全市的な未収金対策の取組を継続していきます。
「人事・給与制度の見直し」（ｐ36～37）については、部長級以上の職員の給与カットによる年間削減効果額は1.2億円となり目標を達成したものの、市長部局の職員数の削減は平成27年10月と比較して835人と、目標の1,000人に至らなかったことから「未達成」となりました。技能労務職員の給与の見直しについても、実態調査に時間を要したため、年度内の見直しには至らず「未達成」となりました。今後は、技能職員について、給与の見直しの取組を進めるとともに、市政改革プラン3.0において、技能労務職員の削減について、具体的な目標値を設定し、当面の間、退職者不補充を前提に引き続き委託化、効率化の徹底を図っていきます。
「業務改革の推進」（ｐ39）については、業務改革の取組による業務効率化が平成29年度と比較して年31,600時間と、目標の年45,000時間に至らなかったことから「未達成」となりました。今後は、庁内事務の業務プロセスにおけるムダの削減に取り組むことで業務を効率化し、生産性を向上させることにより、市民サービスの向上や職員の負担軽減を図るため、市政改革プラン3.0において、取組を推進していきます。
「迅速な災害対応ができるリスク管理」（ｐ43）については、所属ごとの業務実施方法を示したマニュアルを策定した所属の割合が87％、訓練等により所属業務詳細一覧等の検証をした所属の割合が93％となり、それぞれ目標の100％に至らなかったことから「未達成」となりました。今後は、業務詳細一覧とマニュアルの見直しを進め、ブラッシュアップを図るとともに、ＢＣＰの実働訓練を行い、全所属が実施したうえで得られた課題の反映が行われるよう訓練手法についても検討してまいります。

【改革の柱２】官民連携の推進
「水道」（ｐ47）については、ＰＦＩ管路更新事業に係る「実施方針（案）」及び「要求水準書（案）」等を作成し、公表するとともに、大阪市水道管路更新事業に係る実施方針に関する条例案を市会に提出し、可決されました。
「一般廃棄物（収集輸送）」（ｐ53）については、平成29年６月に策定した「家庭系ごみ収集輸送事業改革プラン」に掲げる効率化により目標とする「平成28年度比で150名の職員定数削減」に対し、152名（平成29年度からの累積）となりました。
その他、「福祉施設」（ｐ51）、「博物館」（ｐ52）、「市場」（ｐ55）、「指定管理者制度の活用」（ｐ57）などを含め計７件の目標が「達成」との評価結果になりました。

一方、「下水道」（ｐ48）については、民間事業者との対話を実施し、民間活用効果の早期発現できる事業領域として必要な条件を確認しましたが、事業スキーム案の策定に至らず、「未達成」となりました。今後は、市政改革プラン3.0において、民間活用手法の導入拡大に向け詳細検討を進めていきます。
「幼稚園」（ｐ49）については、民営化に向けて具体化が可能な個々の園の進め方の方針を策定するため、所管局と関係区との間で協議を実施しましたが、方針策定に至らなかったことから「未達成」となりました。今後は、個々の園や地域の状況を十分考慮しながら関係区・関係先との間で調整を進め、具体化が可能となった園から順次、個々の園の進め方の方針を策定し、市政改革プラン3.0において取組を進めていきます。
「保育所」（ｐ50）については、目標とする「各年度の公立保育所数（平成31年４月１日現在91か所）の１割程度を民間移管にかかる公募実施」に対し公募件数が７か所となり「未達成」となりました。今後は、市政改革プラン3.0において、区長において施設や地域の状況を精査したうえで、休廃止も視野に入れながら、セーフティネットとしての直営の必要性を考慮しつつ、施設の状況に応じて、原則として民間移管をめざし、民間移管が困難な場合は、補完的に委託化を推進していきます。
「弘済院」（ｐ54）については、新病院等の基本設計に着手しましたが、新病院等の運営に係る関係機関との協議に時間を要したため、令和元年度中の完了には至らなかったことから「未達成」となりました。今後は、関係所属において新病院等の開設に向けて、関係機関との協議・調整を進めていきます。
「ＰＰＰ／ＰＦＩの活用促進」（ｐ56）については、「事業の企画を担当している職員のうち、事業手法としてＰＰＰ／ＰＦＩ手法を理解し積極的に検討しようとする職員の割合」が56.9％となり、目標とする80％に至らなかったことから「未達成」となりました。今後は、市政改革プラン3.0において、ＰＰＰ／ＰＦＩなどの民間活力の活用手法について、職員に行動を促すことで、全庁的に積極的な検討・導入の機運を高め、官民対話も促進しながら、最適な民間活力の活用手法の導入につなげていきます。

【改革の柱３】改革推進体制の強化
「コンプライアンスの確保」（ｐ64～65）については、各階層・各職場実態に応じた効果的な研修などにより、直属の上司が日々の業務においてコンプライアンスを意識していると評価する職員の割合が目標の97.1％に対し、97.2％となりました。
「内部統制体制の確立」（ｐ68）については、総務省の「地方公共団体における内部統制の導入・実施ガイドライン（平成31年３月）」を踏まえ作成した工程表に基づき、内部統制の再構築に係る準備を完了しました。

一方、「改革を推進する職員づくり」（ｐ58～59）については、「「常に行政のプロとしての意識を持ち業務に取り組んでいる」かつ「仕事には常に創意工夫をこらしている」と自己評価している職員の割合（課長級以下）」が73.4％と、目標の74％に至らなかったことから「未達成」となりました。今後は、市政改革プラン3.0において、自主的・主体的にリーダーシップを発揮できる職員の育成や幹部（候補）の育成を進めるため、若年層職員の育成及び管理監督者層のマネジメント力向上に取り組んでいきます。
「市政改革の取組の理解と実践」（ｐ60）については、「組織として、「市政改革プラン2.0」の基本的な考え方が理解され、自身の職場に関連するプランに基づく取組が実践できていると評価している職員の割合」が70.3％と、目標の73％に至らなかったことから「未達成」となりました。今後は、市政改革プラン3.0において、自主的・主体的にリーダーシップを発揮できる職員の育成を進めていきます。
「働きやすい職場環境づくり」（ｐ61）については、男性職員の育児休業等取得率が10.1％と、目標の11.0％に至らなかったことから「未達成」となりました。今後は、市政改革プラン3.0において、多様化する職員のニーズを把握しながら、柔軟な働き方の実現や職場実態に応じた働きやすい環境整備によるワーク・ライフ・バランスの推進に努めていきます。
「女性の活躍推進」（ｐ62）については、管理職に占める女性職員の割合が課長級以上については、目標が16.0％のところ、15.2％となり、係長級以上については、目標27.0％のところ、26.4％となったことから「未達成」となりました。今後は、市政改革プラン3.0において、多様化する職員のニーズを把握しながら、柔軟な働き方の実現や職場実態に応じた働きやすい環境整備によるワーク・ライフ・バランスの推進に努めていきます。
「５Ｓ、標準化、改善、問題解決力向上の推進」（ｐ63）については、「自身の職場において、５Ｓ・標準化の活動が自発的な改善につながっていると評価している職員の割合」が79.1％と、目標の85％に至らなかったことから「未達成」となりました。
また、「施策・事業のＰＤＣＡサイクルの徹底」（ｐ66～67）については、「自ら担当する業務について、ＰＤＣＡサイクルを回して５割以上の業務を改善できたと評価している職員の割合」が60.4％と、目標の65％に至らなかったことから「未達成」となりました。これらの項目について、今後は、あらゆる職場で５Ｓ、標準化、改善、問題解決の手法を用いたＰＤＣＡサイクルの徹底や新たなチャレンジに取り組み、組織の生産性を向上させ、市民サービスの向上を図るため、市政改革プラン3.0において、取組を推進していきます。


〔ニア・イズ・ベターのさらなる徹底（区政編）〕
　　[評価結果一覧〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （令和２年８月末現在）
	評価結果の区分
改革の柱
	評価可能な令和元年度目標

	
	
	達成
	未達成

	１
	地域社会における住民自治の拡充
	15
	１
	14

	２
	区長の権限・責任の拡充と区民参画のさらなる推進
	17
	６
	11

	計
	32
	７
	25




【改革の柱１】地域社会における住民自治の拡充
「地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体）」（ｐ72～80）については、「自治会・町内会単位の活動に参加している区民のうち、自治会・町内会単位の活動に対する市からの支援が役に立っていると感じている区民の割合」、「地縁型団体が行う活動に参加している区民の割合」、「各団体により地域の特性や課題に応じた活動が進められていると感じている区民の割合」について、いずれも「未達成」となりました。今後は、令和元年度に取りまとめた自治会・町内会単位（第一層）への支援策に基づいた転入者に対する不動産事業者との連携、地域ＳＮＳを活用した情報発信、地縁型団体における担い手不足の解消や活動の充実につながるような支援に取り組みます。
「地域活動協議会への支援」の「①活動の活性化に向けた支援」（ｐ83～87）については、「地域活動協議会の構成団体が、自分の地域に即した支援を受けることができていると感じた割合」、「地域活動協議会を知っている区民の割合」、「地域活動協議会の構成団体が、地域活動協議会に求められている準行政的機能を認識している割合」について、「未達成」となりました。今後は、より多くの住民参加による自律的な地域運営の実現に向け、地域カルテを活用するなど、地域の実情に即したきめ細やかな支援に取り組みます。また、「②総意形成機能の充実」（ｐ88～90）については、「総意形成機能を認識している地域活動協議会の構成団体の割合」について、「未達成」となりました。今後も、地域活動協議会が総意形成機能を期待されていることについて、構成団体はもとより、地域住民の理解が深まるよう、各区において、様々な機会をとらまえ、様々な手法で、積極的な発信に取り組みます。
「市民活動に役立つ情報の収集・提供」（ｐ93～94）の２つの目標のうち「支援メニューを今後の活動に役立てられたと感じた利用者の割合」について、職員が市民に対して支援メニューをさらにＰＲできるよう、その概要や活用のメリットについて職員を対象に情報提供を行う等の取組により、実績は96.3％となり、目標（95％）を達成したものの、「市民活動総合ポータルサイトに利用登録する団体が掲載情報を活用した割合」は40.5％となり目標の50％を下回りました。今後は、支援メニューや市民活動総合ポータルサイトの機能等の充実を図るとともに、各所属において支援メニューを活用することで取組を推進していきます。
「地域の実態に応じたきめ細かな支援」（ｐ95～97）については、「まちづくりセンター等の支援を受けた団体が、支援に満足している割合」、「各区において派遣型の地域公共人材が活用された件数」について、いずれも「未達成」となりました。今後は、各区において決定した中間支援組織（まちづくりセンター等）による地域活動協議会への支援内容に基づき、全地域一律ではなく、地域の実情に即した最適な支援に取り組むとともに、地域公共人材については、各区において、派遣事例の共有等により活用を促進していきます。
その他、「人と人とのつながりづくり」（ｐ69～71）、「地域を限定しない活動の活性化（テーマ型団体）」（ｐ81～82）、「多様な主体のネットワーク拡充への支援」（ｐ91～92）、「市民活動の持続的な実施に向けたＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化の支援」（ｐ98～99）についても全区での達成には至らず、目標が「未達成」となりましたが、今後は、支援内容を工夫しながら継続的に取り組んでいきます。

【改革の柱２】区長の権限・責任の拡充と区民参画のさらなる推進
「区ＣＭ制度の趣旨に即した運用の徹底」（ｐ100～101）については、「区ＣＭ制度について適切に理解している関係職員の割合（ｅラーニングのテストに全問正解した関係職員の割合）」、「区内の基礎自治行政について区ＣＭの意向を反映した事業が実施できていると考える区長（区ＣＭ）の割合」について、過年度に誤りの多かった内容等について制度の再周知を図ったうえでｅラーニングを実施するなど職員の理解を促進するとともに、eラーニングの実施結果の分析・検証内容をフィードバックするなど、制度の趣旨・内容のより一層の徹底などにより、「区長の割合（目標：100％）」については100％となるなど、いずれも目標を達成しました。
その他、「複数区による区ＣＭ事業の実施のためのルール化」（ｐ105）など、計６件の目標が「達成」との評価結果になりました。

一方、「「ニア・イズ・ベター」に基づく分権型教育行政の効果的な推進」（ｐ102～104）については、「委員を務める学校において、学校の実情に応じた教育が行われ教育内容がより充実したと感じる小・中学校の学校協議会委員の割合」、「区内において、学校、地域の実情に応じた教育が行われたと感じる「保護者・区民等の参画のための会議」の委員の割合」について、いずれも「未達成」となりました。今後は、分権型教育行政にかかる新たな項目について、区長会議や区担当教育次長会議において合意形成を図りながら、分権型教育行政を効果的に推進していきます。
「区長会議の運営についてのさらなる改善」（ｐ107）については、２つの目標のうち「区長会議の議事内容が適切に発信されていると感じる区長（区ＣＭ）の割合」については、各区ホームページに区長会議議事概要の掲載ページのリンクを設ける等の取組により、目標（100％）を達成しましたが、「区長会議の決定事項が順調に進捗していると感じる区長（区ＣＭ）の割合（目標：100％）」については、95.8％となり「未達成」となりました。今後は、これまでの改革の取組を維持しつつ、引き続き、区長会議の決定事項が順調に進捗するよう、必要な改善を図ります。
「さらなる区民サービスの向上」（ｐ113～117）については、「区役所が、相談や問い合わせ内容について適切に対応したと思う区民の割合」、「「区役所来庁者等に対するサービスの格付け結果」において、☆☆（民間の窓口サービスの平均的なレベルを上回るレベル）以上を獲得した区役所の数」、「区の様々な取組（施策・事業・イベントなど）に関する情報が、区役所から届いていると感じる区民の割合」について、いずれも「未達成」となりました。今後は、区長マネジメントにより、インターフェイス機能・総合拠点機能の充実や、区の特性・実情に応じたきめ細やかな広報の充実を図るとともに、各区において、格付け調査の結果や実情に応じた窓口サービスの改善を図ります。
「効率的な区行政の運営の推進」（ｐ118～119）については、「不適切な事務処理事案の件数（公表ベース）（目標：173件）」については194件、「自ら担当する業務について、ＰＤＣＡサイクルを回して５割以上の業務を改善できたと評価している職員の割合（目標：60.2％）」については60.1％となり「未達成」となりました。今後は、市政改革プラン3.0において、区役所業務の改善に向け、各区のベストプラクティスを取り入れ、さらなる24区の標準化及び継続した改善を行うための新たな仕組みを構築し、不適切な事務処理の減少に向けて取り組んでいきます。
その他、「区における住民主体の自治の実現」（ｐ108～110）の目標３件のうち２件及び「多様な区民の意見やニーズの的確な把握」（ｐ111～112）についても全区での達成に至らず、目標が「未達成」となりましたが、今後は、各区の実情に応じて、区長マネジメントにより取り組んでいきます。


[bookmark: _Toc44684513][bookmark: _Toc45114828]Ⅲ　　取組期間の成果
各取組項目について、計画期間（４年または３年）の目標の達成状況や取組の実施状況を踏まえた主な成果は以下のとおりです。

〔新たな価値を生み出す改革（行革編）〕
[bookmark: _Toc515042846](1) 改革の柱１「質の高い行財政運営の推進」
市民利用施設におけるサービス向上
	・市民利用施設における開館日や開館時間の拡充、トイレの洋式化や案内表示の整備などの改善・充実等を進め、利用者のサービス向上を行った。
・全ての施設において、利用者の意見を積極的に把握するとともに、利用者意見に適切に対応し、施設のサービス向上のＰＤＣＡサイクルを回せるよう、「利用者意見対応手順書」を作成し、マネジメントシステムを構築した。
・「利用者意見対応手順書」の導入に向けた工程表を作成した。



多様な納税環境の整備
	・28年12月に導入したクレジット収納については、本市ホームページや広報紙で周知を行うとともに、固定資産税及び市・府民税の納税通知書や督促状等に勧奨チラシを同封し、また、民間企業の情報発信力を活用するなど、多様な勧奨を行ったことによって、毎年度利用件数が増加となり、毎年度目標を達することによって、一定の成果を上げることができた。
・28年４月に導入したWeb口座振替受付サービスについては、本市ホームページや広報紙で周知を行うとともに、固定資産税及び市・府民税の納税通知書や督促状等に勧奨チラシを同封し、また、固定資産税の新規課税となる対象者に利用勧奨を行ったことによって、元年度で目標を達成することができ、一定の成果を上げることができた。



施策･事業の見直し
	・予算編成においてシーリングを設定し、各所属による選択と集中や行財政改革の推進による自律的な改革を促すとともに、「施策・事業の自律的な見直しに向けての点検・精査の視点」を策定し、点検・精査の実施により課題があった事業について課題解決に向けて提言を実施する等、施策・事業の見直しに資する取組を行った。
・「市政改革プラン（24～26年度）」、「平成27年度市政改革の基本方針」において見直すこととした施策・事業について、引き続き見直しを実施し、今後の方向性を定めた。
（引き続き見直すこととされていた施策・事業）
●大阪マラソンの開催（経済戦略局）
・ランナー１人当たりの行政負担額を東京マラソン並みに軽減【見直し完了（元年度）】
●男女共同参画センター管理運営（市民局）
・北部館と子育ていろいろ相談センターの機能統合及び西部館とこども文化センターの複合化
を実施
●社会医療センター運営（福祉局）
・病院機能（入院部門の維持）並びに補助金の適正化に向けた方向性について検討を実施
●管路輸送事業（環境局）
・管路輸送業務（森之宮地区及び南港地区）を廃止【見直し完了（30年度）】
●住まい情報センター他（都市整備局）
・住まいのミュージアムについて、業務代行料の減等、効果的・効率的な運営に向けた取組を実　　
　施
●新婚世帯向け家賃補助（都市整備局）
・新規募集の停止（支給終了）及び現役世代の定住をより促進させる観点から、分譲住宅を購入する新婚世帯等を対象に、新婚・子育て世帯向け分譲住宅購入融資利子補給制度を創設【見直し完了（30年度）】
●キッズプラザ運営補助（教育委員会事務局）
・運営補助を廃止【見直し完了（29年度）】
●スポーツセンター管理運営・プール管理運営（経済戦略局）、老人福祉センター・民生委員連盟交付金（福祉局）、子育て活動支援事業（こども青少年局）、屋内プール管理運営事業（環境局）
・今後の方向性を決定



未利用地の有効活用等
	・未利用地の有効活用や売却を促進する各種の体制、支援制度、仕組み等を構築することなどにより、取組期間における累計売却収入目標額473億円に対し、実績額は499億円（見込）となり、取組期間における目標を上回ったほか、有効活用を進めることができた。
（参考：未利用地の特例的な活用方針決定の実績）
Ｈ28：もと馬淵生活館、浪速区恵美須西３用地、もと皮革産業会館用地
Ｈ29：もと水道局扇町庁舎用地、もと城北住宅用地
Ｈ30：東住吉区矢田南部地区未利用地、中之島４丁目未来医療国際拠点、もと淀川区役所用地
　　Ｒ元：淀川連絡線跡地、もと城東区役所用地



未収金対策の強化
	・未収金残高については、19年度決算時に796億円あったものが、未収金対策により本取組期間開始前の27年度決算時には511億円まで圧縮していたところであり、引き続き取り組むとした本取組期間においても30年度決算では403億円と着実に圧縮している。これは、未収金対策について、副市長をトップとする大阪市債権回収対策会議等によるＰＤＣＡサイクルの観点に立った進捗管理や総括的指導のもと各債権所管において未収金対策の取組が強化されたこと、市債権回収対策室が実施する各所属で対応困難な高額事案や重複滞納事案の滞納整理が進んだこと及び各所属の徴収ノウハウ向上のための取組が各債権所管に浸透してきたことによるものである。
・元年度においても、当初目標（413億円）を１年前倒しで達成したことにより、未収金残高目標を393億円と改めたうえ、積極的な未収金対策により目標達成に向けて順調に進捗していたが、新型コロナウイルス感染症対策に伴い例年実施の出納整理期間中の収納対策強化の取組の停止を余儀なくされるなどにより、実績が397億円（決算見込）となり、その改めた目標については「未達成」となった。



諸収入の確保の推進
	・28年度よりネーミングライツパートナー一斉募集を開始し、各種施設等においてネーミングライツパートナーを獲得した。
・29年度より協力広告代理店の募集を開始し、広告代理店の参入を促進した。
・毎年度、媒体別の目標効果額を設定し、全庁的な進捗管理と情報共有を行い、取組を強化した。
・「市政改革プラン2.0」の取組期間を通じて、広告事業効果額の目標５億円程度を確保した。



市債残高の削減
	・市債発行について、事業に優先順位をつけるなど選択と集中を図ったことなどにより、市債残高は着実に減少しており、実質市債残高倍率は２年度末に目標の1.79倍を下回る見込みとなった。
（参考）実質市債残高倍率
28年度決算：2.43倍
29年度決算：2.14倍
30年度決算：1.91倍
元年度末見込（予算編成時）：1.86倍
２年度末見込（予算編成時）：1.70倍



	・市民にとって分かりやすい公表資料の作成・公表について、市政モニターアンケートによると、公表資料が分かりやすいと考える市民の割合は29年度に61.1％となり、目標値（30％）を上回る結果を得た。その後も多様な市民ニーズに応えられるよう、公表資料の改善を行った。
・事業マネジメント等への活用の推進について、汎用的な財務諸表等の活用例の周知により、事業マネジメント等への活用ができると考えている職員の割合は29年度に72.4％となり、目標値（60％）を上回る結果を得た。また、「財務諸表等活用の手引き」を作成し、各所属が自律的に事業マネジメント等に活用できる環境を整えた。


財務諸表の公表と活用推進

人事・給与制度の見直し
	●スリムで効果的な業務執行体制の構築と職員数の削減
・技能労務職員の退職者数の減少等により、市長部局の職員数の削減目標は未達成となったが、技能労務職員以外の事務・技術・福祉・専門職等では目標を達成することができた。
・区長会議での検討を踏まえ、31年度、２年度に向けた区役所職員の配置を実施することができた。
●技能労務職員の給与の見直し
・人事委員会に要請した公民較差との実態調査が28年度に実施、29年度に報告され、29年度に技能労務職給与検討有識者会議を開催し、意見の取りまとめが行われた。
・30年度に労使交渉を開始し、元年度に再調査が実施された。
●給与カットの継続実施
・市長部局及び水道局
給料月額のカット▲1.5%～▲6.5%、管理職手当のカット▲５％
（29年度末まで）
28年度年間削減効果額　▲29.4億円
29年度年間削減効果額　▲30.7億円
・市長部局及び水道局（部長級以上の職員）
給料月額のカット▲4.5%～▲6.5%、管理職手当のカット▲５％
（30～元年度末まで）
30年度年間削減効果額　▲1.2億円
元年度年間削減効果額　▲1.2億円
　・（旧）交通局
　　　給料月額のカット▲３％～▲20％、管理職手当のカット▲５％
　　　（29年度末まで）
28年度年間削減効果額　▲23.2億円
　　　29年度年間削減効果額　▲23.2億円


外郭団体の必要性の精査
	・29年３月に「外郭団体の方向性」を策定し、これに沿って本市の関与の見直し（自立化、他の法人との統合、地方独立行政法人への業務移管）を進め、30年度末までに外郭団体を５団体削減し22団体とした。
・元年度には、取組期間終了後の２年度以降の取組に向けて、行政目的･施策の達成のための実効性のある監理を目指して、外郭団体評価委員会からの提言に基づき新たな外郭団体等の監理の仕組みを構築し、外郭団体の必要性の更なる精査をした結果、元年度末の外郭団体数は14団体となった。



業務改革の推進
	・30年７月の「市政改革プラン2.0」の中間見直しにおいて「業務改革の推進」を取組項目に新設し、庁内の業務改革を推進するため、庁内会議のあり方の見直しや決裁事務の効率化、物品購入や契約の見直しなどの取組を関係所属が連携して進めるとともに、全職員が業務改革の意義を理解し自発的に取り組むよう意識の醸成を進め、生産性の向上を図った。



さらなる全庁的なＩＣＴの徹底活用
	・最先端ＩＣＴ都市の実現をめざし、「大阪市ＩＣＴ戦略」とＩＣＴ戦略の着実な推進を図るため具体性・実効性のある取組計画として「大阪市ＩＣＴ戦略アクションプラン」を28年３月に策定して以降、本市における全庁的なＩＣＴの徹底活用に取り組むなど、ＩＣＴ戦略を着実に推進してきた。
・とりわけ、「市政改革プラン2.0」の取組との関係性においては「『保育所・幼稚園マップ、保育施設の空き情報』等の市民向け情報のモバイル対応」、「粗大ごみのインターネット申込み」や「Web会議システムの導入をはじめとしたテレワーク機能の実装」などの取組を推進するとともに、行政手続きのオンライン化に向けた取組を新たに開始するなど、市民サービスの向上、行政運営の効率化を積極的に推進した。



環境に配慮した率先的な取組
	・28年度に「大阪市地球温暖化対策推進本部」を設置し、「大阪市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」に沿って省エネルギー・創エネルギーの取組を全庁的に推進した結果、大阪市事務事業におけるCO２排出量の削減については、元年度には実績値が17.4%減となり、一定の成果を上げることができた。



迅速な災害対応ができるリスク管理
	・全所属において業務詳細一覧を作成し、87%の所属で必要な業務マニュアルの確認・作成を行った。
・元年度大阪市震災総合訓練において、職員参集の図上訓練及び業務マニュアルに基づく業務実施訓練からなるＢＣＰ実働訓練を93%の所属で実施し、ＢＣＰの課題等の検討を行った。
・全ての所属でオフィス家具や事務機器類転倒防止など庁舎内の耐震対策に取り組んだ。



公共施設の総合的かつ計画的な管理
	・28年度から30年度にかけて整備対象の一般施設（635施設）について施設カルテを整備した。
・一般施設にかかる個別施設計画（全91計画）の検討・作成を行い、元年度までに策定を完了した。
・学校施設・市営住宅・インフラ施設は施設区分ごとに策定された個別施設計画に基づき、効率的な維持管理や更新を実施した。
・一般施設については29年度末に「一般施設の将来ビジョン」を策定し、施設利用者の安全・安心を確保しつつ、持続可能な施設マネジメントを推進するための体制を２年度から設けることとした。



市民利用施設の受益と負担の適正化
	・29年10月より受益者負担率の算定基礎をこれまでの官庁会計の数値から財務諸表の数値に変更し、フルコストによる受益者負担率をあわせて公表することにより、市民利用施設の運営に投入されている経費のより一層の「見える化」を図った。
・受益者負担率が基準を下回っている施設に対するヒアリング等を通じて、受益者負担率の適正化に向けた点検・精査を行った結果、各施設における経費節減や利用促進、料金改定等につながった。




（２）改革の柱２「官民連携の推進」
地下鉄
	・デューデリジェンスの実施と準備会社の設立に必要な手続きを実施し、地下鉄事業の受け皿となる準備会社として、大阪市高速電気軌道株式会社（Osaka Metro）を設立のうえ、30年４月に、同社へ地下鉄事業を引き継いだ。



バス
	・大阪シティバス（株）への事業譲渡に向けた検討と必要な手続きを実施し、30年４月に同社へバス事業を一括譲渡した。



	・公共施設等運営権制度を活用した経営形態の見直しを進めてきたが、29年３月に市会において、賛否の態度がいずれも過半数に達せず、審議未了により廃案になった。
・しかしながら、水需要の減少傾向が続くなか、水道事業の直面する諸課題の解決を図るためには、官民連携手法の導入が必要であることから、29年度から30年度までの間、老朽化が進む管路の更新・耐震化を大幅に促進し、安心安全の強化を図ることなどを目的とした官民連携手法の導入の検討を重ね、31年2月に、「改正水道法の適用によるＰＦＩ管路更新事業と水道基盤強化方策について（素案）」を公表した。
・元年度は、同事業のスキームについて、大阪市ＰＦＩ事業検討会議での意見聴取を経たうえで、同事業の「実施方針（案）」、「要求水準書（案）」等を２年２月に公表するとともに、「大阪市水道管路更新事業に係る実施方針に関する条例案」を市会へ提出し、３月に可決された。


水道
	・28年7月に新会社（クリアウォーターOSAKA株式会社）を設立し、29年４月から下水道施設の運転維持管理業務の包括委託を開始し、事業の効率化など、一定の民間活用効果を得た。
・下水道事業全体への公共施設等運営権制度の導入については、30年度から民間事業者との対話を実施する中で、リスク分担や財源確保など本市だけでは解決できない課題もあり、課題解決には相当な時間を要することなどから、現時点において、下水道事業全体の運営を民間事業者だけで実施することはできないことが判明した。そのため、民間活用の拡大に適した事業領域から進めることとし、民間事業者との対話をさらに深め、民間活用効果の早期発現できる事業領域として必要な条件を確認した。


下水道

幼稚園
	・市立幼稚園の２園（泉尾・堀江）について、民間移管を実施した。



保育所
	・28年度以降も引き続き公立保育所の民営化等に取り組み、４年間で、のべ30か所の公募等（法人の決定に至らなかった場合の再公募を含む）を実施した。
・27年度以前に公表・公募した保育所も含め、４年間で17か所の民間移管等、２か所の廃止を行った。



福祉施設
	・福祉施設の10施設について、民間移管を実施した。
（参考）
28年度
・入舟寮（児童養護施設）、北さくら園、南さくら園（母子生活支援施設）、都島こども園、淡路こども園（児童発達支援センター）、大畑山苑（特別養護老人ホーム）について、28年４月に民間移管を実施。
30年度
・淀川寮、第２港晴寮（保護施設）、中央授産場（障がい者就労支援施設）について、30年４月に民間移管を実施。
元年度
・東さくら園（母子生活支援施設）について、元年９月に民間移管を実施。



博物館
	・28年度に「大阪市ミュージアムビジョン」（12月）及び「博物館施設の地方独立行政法人化に向けた基本プラン」（３月）を策定。
・29年度に定款を策定し、その後地独法化の関連議案の可決を経て、総務省に設立認可申請を行い、30年度末に認可され、31年４月に地方独立行政法人大阪市博物館機構を設立。




一般廃棄物（収集輸送）
	・ＰＤＣＡサイクルを徹底し、進捗管理を厳格に行った結果、効率化による職員定数削減のほか、公務上交通事故件数の削減など、｢家庭系ごみ収集輸送事業改革プラン」に掲げた全ての目標について「目標どおり」もしくは「目標を大きく上回る」成果を得た。



弘済院
	・31年４月の戦略会議において、当初計画していた弘済院附属病院の現地建替えを中止し、弘済院が担ってきた認知症医療・介護機能を継承する新病院等を住吉市民病院跡地で整備し、大阪市立大学が運営することで、機能面の充実をめざすこととした。



市場
	【本場・東部市場】
・指定管理者制度の導入については、先行事例調査や企業ヒアリング等、民間事業者が担い手となる手法について検討や調整を行った結果、受託しうる事業者を見出しがたく、公募によっても市場競争性が生じない状況であったため、委託範囲の拡大等による管理運営経費の削減を行った。
・上記状況や卸売市場法の改正を踏まえて、民間活力を最大限活用しながら最適な市場運営のあり方の検討取り組んだ。
【南港市場】
・効率的な運営手法の確立に向け、南港市場将来戦略プランに基づく施設整備事業に取り組み、基本計画・基本設計・実施設計を完了し、令和元年度中に工事にかかる入札公告を行った。



ＰＰＰ／ＰＦＩの活用促進
	・大阪市ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討規程を策定（28年度）し、検討にあたっての必要なプロセスを確立した。また、各種研修の実施等の普及啓発の取組によりＰＰＰ／ＰＦＩ手法に対する職員の意識向上や組織全体の検討意識の醸成を図ることで、職員の理解度や検討意識が一定向上した。
・また、ＰＰＰ／ＰＦＩの活用事例としては、海老江下水処理場改築更新事業及び天保山客船ターミナル整備等事業の２件について、ＰＦＩ事業契約の締結に至った。



指定管理者制度の活用
	・28年度に新設された土地活用等評価委員会における外部有識者からの意見を踏まえ、PDCAサイクルを確立させながら、各年度の課題に応じて、より適切な制度設計・運用が可能となるようガイドライン等の改正を進めた。
・指定管理者制度導入適否の確認にかかる他都市状況調査を実施するとともに、大阪市における公の施設の調査結果を取りまとめ、指定管理者制度の導入の適否及び障壁等の確認を行った結果、特段の障壁等はなく、施設の特性や特有の事情などから各所属が指定管理者制度導入を判断していることが確認できた。



（３）改革の柱３「改革推進体制の強化」
改革を推進する職員づくり
	・若年層の育成強化のため、採用2年目研修を、業務遂行能力、主体性及び後輩指導力の向上をめざしたグローアップ研修（採用３年次）に改めた（30年度）。
・管理者層のマネジメント力強化のため、課長マネジメント研修（28年度。希望者のみ）、現任課長研修（29年度～。昇任６～７年目全員を対象）を実施した。
・若年層、管理者層ともに、研修受講者評価シートにおける評価値が３年連続で上昇（※）しており、一定の成果を上げることができた。
　（※）若年層：「組織から求められる役割を認識し、能力の向上に取り組むことの重要性が理解で
きた」と回答した職員の割合　29年度84.4％、30年度92.0％、元年度 92.4％
　     管理者層：「マネジメント力を発揮し、人材育成を推進することの重要性について理解でき
た」と回答した職員の割合　29年度86.6％、30年度92.1％、元年度 92.4％



市政改革の取組の理解と実践
	・「市政改革プラン2.0」の進捗が遅れている（課題がある）所属との意見交換や区長会議でのベストプラクティスを共有することで、所属長の改革についての率先垂範を促した。
・階層別研修や庁内ポータルを活用した改革の必要性や考え方についての周知により、29年度末時点で最終年度目標（65％）を達成しており、目標を上方修正するなど、職員の理解が進み、各職場において自律的に市政改革の取組を実践できる環境が一定整えられた。



働きやすい職場環境づくり
	・特定事業主行動計画に基づき、仕事と生活の両立支援の取組を進める中で、28年５月に市長、副市長及び全所属長が一丸となり、「イクボス宣言」を実施し、「ワーク・ライフ・バランス推進プラン」を策定。
・階層別研修やイクボス研修の実施や、ワーク・ライフ・バランス推進期間の設定等により、職場実態に応じた取組や働きやすい環境の整備、職員の意識啓発の向上に努めた。
・また、30年９月に「ワーク・ライフ・バランス推進プラン2.0」を策定し、多様化するニーズに対する柔軟な働き方への対応等の取組を進めた。
・これらの取組により、男性の育児休業等取得率も向上し、一定の成果を上げることができた。



女性の活躍推進
	・特定事業主行動計画に基づき、女性職員がキャリア形成について考えるきっかけを作るセミナーや、部下のキャリア支援等に関する管理職向け階層別研修の実施等を通じ、女性職員が能力を十分に発揮し、活躍できるよう環境整備を推進してきた。
・また、人事異動方針においても、女性職員の活躍推進に向けた取組について規定した。
・これらの取組により、管理職に占める女性職員の割合も向上し、一定の成果を上げることができた。





５Ｓ、標準化、改善、問題解決力向上の推進
	・製造業などの民間企業を中心に安全や品質の向上を目的として取り組まれてきた５Ｓ・標準化等の視点を行政に取り入れ、職員啓発を進めた結果、「自身の職場において、５Ｓ・標準化の活動が自発的な改善につながっていると評価している職員の割合」は、30年度、元年度において80%程度と高い水準の実績となり、一定の成果を上げることができた。



コンプライアンスの確保
	・各階層に応じたコンプライアンス研修の実施、各所属実態に応じた効果的なコンプライアンス研修実施のための支援等の取組の結果、直属の上司が日々の業務においてコンプライアンスを意識していると評価する職員の割合が30年度、元年度とも97％を超えることとなっており、一定の成果を上げることができた。
・服務規律刷新ＰＴ会議を毎年開催し、不祥事根絶に向けて任命権者ごとに不祥事案の傾向を分析し、具体的な方策の検討や各所属における自律的な取組内容の把握を行い、全市横断的に情報共有できた。また、服務研修や職場服務研修も毎年実施することで、服務規律の確保等についての基本的な考え方や取組について説明し、周知を行うことができた。



施策・事業のＰＤＣＡサイクルの徹底
	・ＰＤＣＡの認知・意識は90％近くに達しており、自ら担当する業務でＰＤＣＡサイクルを回して５割以上の業務を改善できたと評価している職員の割合については、この指標を導入した29年度（46％）と比較して元年度の実績は、30年度と同程度の60.4％となり、一定の成果を上げることができた。



内部統制体制の確立
	・各所属における自律的なリスク管理体制の構築に向け、研修や情報発信を通じて、リスク識別等のノウハウや内部統制に関する情報等を共有し、全職員の意識の浸透を図るとともに、内部統制の意義や重要性等の理解の底上げを図った。
・また、各所属によるリスク対応策の自己点検や、関係共通業務所管所属によるモニタリングを実施することにより、定期的な内部統制のＰＤＣＡサイクルの検証を行った。
・職員アンケートにおいて「日々の業務を執行するにあたって、適切に業務が⾏われているか日常的にチェックを⾏っていると考えている」と回答した職員の割合は、28年度75.1％、29年度79.3％、30年度96.6％、元年度96.4％と増加しており、職員の内部統制に係る意識は一定定着してきたと考えられる。
・改正地方自治法に基づく内部統制の再構築については、30年度に工程表を作成し、これに基づき段階的に整備を行った。元年度には、内部統制の試行実施を行い、これを踏まえて基本方針等の規定整備を行い、内部統制の再構築に係る準備を完了した。








〔ニア・イズ・ベターのさらなる徹底（区政編）〕
（１）改革の柱１「地域社会における住民自治の拡充」
人と人とのつながりづくり
	・全区において、ホームページやFacebook、Twitter等のＳＮＳを活用した情報発信を強化するだけでなく、広報板への掲示・各地域の活動の場でのチラシ配布や配架など、区の状況に応じて様々な広報媒体と多様な手法で、これまで地域活動への関わりが薄かった人たちなどにも情報を届けることができた。
・また、地域活動への参加参画や住民のつながりづくりに向けて、各区でマンション住民や転入世帯など地域とのつながりが薄い層に対して、地域住民が気軽に参加でき、地域活動に参加するきっかけとなる機会を充実させた。
・目標指標に対する実績値については、29年度は全区において達成し、30年度は３区達成、元年度は全区未達成となったものの、取組期間中に実績値が上がった区が８区あるなど、各区においてそれぞれの区の特徴に応じた取組を着実に進めており、実績も上げてきている。



地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体）
	・自治会、町内会単位（第一層）の活動への支援については、区長会議安全・環境・防災部会において、各区で取り組んでいる自治会、町内会単位（第一層）に対する支援の取組等を収集し全区で共有することで、各区での支援の取組が促進された。また、自治会・町内会単位（第一層）の活動実態等の調査を行ったうえで、全区で取り組む自治会・町内会単位（第一層）への支援について取りまとめた。
・目標指標①に対する実績値としては、29年度は全区達成、30年度は23区達成、元年度は10区の達成となったものの、取組期間中に実績値が上がった区が22区となっているなど、自治会・町内会単位（第一層）の活動への支援を促進することができた。
・全区において誰もが気軽に参加できる場や活動等のきっかけとなるような情報の収集・発信を行うとともに、ＩＣＴを活用し活動への参加の呼びかけを行うなど、これまで地縁型団体の活動への参加が少ない層への情報発信の取組の充実を図った。また、地域リーダーの活躍促進については、29年度に活動の担い手になることを期待して養成してきた地域リーダーなどの人材を改めて把握し、既存のリーダー養成の仕組みで形骸化しているものの見直しを行った。・目標指標②に対する実績値としては、29年度は全区達成、30年度は８区達成、元年度は全区未達成となったものの、取組期間中に実績値が上がった区が10区あるなど、各区においてそれぞれの区の特徴に応じた取組を着実に進めており、実績も上げてきている。
・地域特性や課題に応じた活動の促進については、各地域活動協議会の補助金説明会や、活動の趣旨・目的等を説明し再確認する機会を設けたことで、理解の促進や地域課題に応じた活動促進を図った。また、全区において、様々な機会を捉え積極的に市民活動総合ポータルサイトの紹介や団体登録と呼びかけることで、新たな団体登録や積極的な活用を推進することができた。さらに、誰もが気軽に参加できる活動情報等を、各種広報媒体を活用して紹介することで、地域活動への参加を促し、新たな地域の担い手の発掘につなげるとともに、一部の方への負担軽減につなげた。
・目標指標③に対する実績値としては、29年度は21区達成、30年度は14区達成、元年度は６区達成となったものの、取組期間中に実績値が上がった区が20区となっているなど、地域特性や課題に応じた活動を促進することができた。







	・全区において、テーマ型団体への支援窓口を設置し、市民活動総合ポータルサイトを活用した支援メニューなど情報の提供を行い、活動の活性化を図ることができた。
・ＩＣＴを活用し、区主催のイベント等の情報や、地域活動・地域団体等の情報を発信することで活動への参加を呼びかけるなど、情報発信の取組の充実を図った。
・一部の区では、まちづくりセンター主催の交流の場の活用により、企業等と地域活動協議会の連携が生まれた。
・一部の区では、区ホームページやFacebookでCivicTech活動の情報発信を行った。
・目標指標に対する実績値については、29年度は全区達成、30年度は20区達成、元年度は17区達成となったものの、取組期間中に実績値が上がった区が21区となっているなど、テーマ型団体も対象とした支援情報の提供を着実に進めることができた。


地域を限定しない活動の活性化（テーマ型団体）

地域活動協議会への支援　①活動の活性化に向けた支援
	・各地域活動協議会が作成した地域カルテを活用して各地域の課題等を共有し、地域実情に応じたきめ細やかな支援を行うことができた。
・地域活動協議会に対する区民の認知度の低い原因を分析し、課題を地域カルテに記録するとともに、ＳＮＳ等や区広報紙への記事掲載を行い、さらに、地域広報紙の発行により、認知度向上を図ることができた。
・地域を担当する職員全員がｅラーニングを受講し、準行政的機能について理解を深めるとともに、各地域の会議の場などで、チラシやガイドブック等を活用した説明を行い、理解を促進することができた。
・目標指標①に対する実績値については、29年度は16区達成、30年度は12区達成、元年度は12区達成となったものの、取組期間中に実績値が上がった区が17区となった。目標指標②に対する実績値については、29年度は全区未達成、30年度は19区達成、元年度は１区達成となったものの、取組期間中に全ての区において実績値が向上している。目標指標③に対する実績値については、29年度は３区達成、30年度は６区達成、元年度は４区達成となったものの、取組期間中に実績値が上がった区が17区となっている。以上のことから、取組を通じて地域活動協議会の活動の活性化を図ることができた。



地域活動協議会への支援　②総意形成機能の充実
	・地域活動協議会に対する区民の認知度の低い原因を分析し、課題を地域カルテに記録するとともに、ＳＮＳ等や区広報紙への記事掲載を行い、さらに、地域広報紙の発行により、認知度向上を図ることができた。
・地域を担当する職員全員がｅラーニングを受講し、総意形成機能について理解を深めるとともに、各地域の会議の場などで、チラシやガイドブック等を活用した説明を行い、理解を促進することができ、各地域活動協議会に対して要件の確認を行った。
・目標指標に対する実績値については、29年度は全区達成、30年度は11区達成、元年度は12区達成となったものの、取組期間中に実績値が上がった区が20区となっており、地域活動協議会に対する住民の理解を深めることができた。








多様な主体のネットワーク拡充への支援
	・市民活動団体や社会貢献に関心のある企業等に関する様々な情報や、連携協働の事例を市民活動総合ポータルサイトに掲載するとともに、市民活動に関する適切な支援メニューの共有などを行った。
・包括連携協定締結企業等がもつ強みや連携取組事例を庁内ポータルで共有することなどにより、職員の企業連携のメリット等の認識を高め、新たな連携につなげることができた。
・目標指標に対する実績値について、29年度は21区達成、30年度は全区達成、元年度は21区達成となったものの、取組期間中に連携取組の累積件数が160件から644件になるなど、多様な活動主体間の連携協働を促進することができた。



市民活動に役立つ情報の収集・提供
	・交流の場を市内で分散させて開催することで、新たな連携協働に向けたきっかけづくりとなった。その他、市民活動総合ポータルサイトがより活用されるよう、様々な機能追加を行ったほか、掲載情報を充実させることで、市民活動に役立つ地域資源情報や支援メニューなどの情報の一元化を進めるなど、大阪市が提供している多様な市民活動への支援メニューの充実を図ることができた。
・目標指標①に対する実績値については、29年度から元年度の３年とも達成できた。
・目標指標②に対する実績値については、29年度は達成し、30年度及び元年度は未達成となったものの、職員アンケートにおいて、区役所等職員のうち90％以上の職員が市民活動総合ポータルサイトの有用性や利便性をＰＲできると回答しているなど、市民活動総合ポータルサイトの活用促進を図ることができた。



地域の実態に応じたきめ細かな支援
	・まちづくりセンター等による地域活動協議会への支援については、区長会議安全・環境・防災部会において、支援の効果検証と今後の支援のあり方の報告書を作成し、各区において報告書に基づき、今後の支援手法を決定することができた。
・目標指標①に対する実績値としては、29年度は16区達成、30年度は11区達成、元年度は10区達成となったものの、取組期間中に実績値が上がった区が17区となっているなど、より地域の実情に即した支援を進めることができた。
・地域公共人材の活用促進については、地域公共人材の活用事例の周知を図ることで、広報や防災など様々な課題をもつ団体への派遣につなげることができた。
・目標指標②に対する実績値としては、29年度は15区達成、30年度は23区達成、元年度は17区達成となったものの、取組期間中に地域公共人材の累積の派遣総件数が21件から91件となるなど、各区において課題に対応した活用の促進を図ることができた。



市民活動の持続的な実施に向けたＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化の支援
	・職員を対象とする研修を実施し、ＣＢ等に関する職員の理解を深めるとともに、地域向けの説明会等を開催し、各地域におけるＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化の様々な事例を創出することができた。
・目標指標に対する実績値については、３年間で目標の６件を達成した区が12区あり、取組期間中に事業創出累積件数が30件から146件になるなど、各区において地域向けの説明会等を開催すること等によって、ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化の促進を図ることができた。



（２）改革の柱２「区長の権限・責任の拡充と区民参画のさらなる推進」
区ＣＭ制度の趣旨に即した運用の徹底
	・eラーニングの活用に加えて、「区ＣＭ事業におけるＰＤＣＡサイクルに関する運用ガイドライン」の策定により区ＣＭ事業のマネジメントに関係局による事業報告の仕組みを組み込んだことでこれに携わる職員を中心に区ＣＭ制度にかかる意識啓発が促進され、取組期間の最終年度である令和元年度に目標①-１・①-２ともに目標を達成し、区ＣＭ制度の趣旨に即した運用の徹底を図ることができた。



「ニア・イズ・ベター」に基づく分権型教育行政の効果的な推進
	・学校協議会への支援や、区教育行政連絡会、「保護者・区民等の参画のための会議」等の充実にかかる取組などを実施するとともに、保護者・区民等の意見やニーズを反映した校長経営戦略支援予算（区担当教育次長執行枠）などを活用する取組を実施したことで、「ニア・イズ・ベター」に基づく分権型教育行政を効果的に推進することができた。
・小委員会での議論を経て、区長会議における大枠の方向性の合意形成を図り、31年４月に区担当教育次長会議を設置した。また、２年４月からの４ブロック化に向けて、小委員会で議論を行い、教育ブロック会議設置に向けた整理を行うことができた。



複数区による区ＣＭ事業の実施のためのルール化
	・目標①について各年度とも達成しており、複数区による区ＣＭ事業の実施のためのルールが適切に策定され、有効に機能している状態を実現することができた。



共通して取り組むことでより効果の上がる取組の全市展開
	・目標①について各年度とも達成しており、共通して取り組むことでより効果の上がる事業を選定するためのルールが適切に策定され、有効に機能している状態を実現することができた。



区長会議の運営についてのさらなる改善
	・区長会議等の議事要旨を各区長へ随時共有する等により、区長会議の決定事項は概ね順調に進捗している。
・庁内ポータルプロジェクトグループウェア（現チームサイト）を活用した「区長会議、部会・ＰＴの案件一覧の掲載」及び「部会決議状況一覧の掲載」（29年度以降）や、大阪市ホームページを活用した「案件概要の記載」及び「関連するホームページアドレスを記載」（30年度以降）により、庁内外への情報発信を強化することにより、目標①－２について、全ての年度において目標を達成することができた。






区における住民主体の自治の実現
	・目標①については取組期間中における全区での達成には至らなかったが、各区において、区政会議運営の改善に取り組むなかで区政会議委員に対して会議運営上の課題に関するアンケート調査を実施し、区ごとに今後取り組むべき課題を明らかにすることができた。
・目標②については各年度ともに全区で達成することができており、各区において、区政会議と地域の総意形成機能を担う地域活動協議会との連携を促進することができた。



多様な区民の意見やニーズの的確な把握
	・目標①について取組期間中における全区での達成には至らなかったが、各区において、区民アンケートの実施、ＳＮＳの活用、ご意見箱の設置、区長と区民との意見交換会の実施等、広く区民総体としての意見・ニーズを的確に把握するための取組の拡充を図ることができた。



さらなる区民サービスの向上
	・区民に身近な総合行政の窓口としての機能の充実について、総合行政の窓口の取組事例、課題等を関係部署や区役所の職員間等で情報共有や検証を行い、また、区民ニーズに適切に対応するためのマニュアル（対応ガイドブックやＦＡＱ等）を整理するなど、インターフェイス機能の充実を図ることができた。
・区庁舎案内や窓口サービスにおけるサービス向上について、プロジェクトチーム等により、格付け調査で評価の低かった項目、来庁者アンケートや職員による接遇チェックシートの結果等を踏まえ、改善点や改善策等について意見交換を行うなど、窓口サービスの向上に向けた検討を行い、接遇研修や庁舎の環境整備等、ソフト面・ハード面の両面において、サービスの向上を図ることができた。
・区政情報の発信について、広報紙・ホームページの構成やデザインなどの工夫により、区政情報を分かりやすく発信するとともに、ホームページやＳＮＳ、イベントや区民が集まる会合等の場などを活用してタイムリーに区政情報を発信するなど、きめ細かな情報発信を行うことができた。



効率的な区行政の運営の推進
	・区役所業務の標準化・ＢＰＲの計画的推進について、５Ｓや標準化を促進する会議等にて、年間の取組やアクションプラン等を整理するなどして計画的に取組を実施し、不適切事務処理事案の改善策の整理や、業務マニュアル等の作成・改善を図ることができた。
・各区による自主的・自律的なＰＤＣＡサイクル徹底の促進について、職員研修等による意識啓発を図り、運営方針の振り返りや策定時、また予算編成の際に、ＰＤＣＡサイクルを徹底するとともに、事業・イベントごとにＰＤＣＡシート等を作成して進捗管理や振り返りを実施するなど、ＰＤＣＡサイクルを意識して業務に取り組むことができた。


[bookmark: _Toc12372634]

[bookmark: _Toc44684514][bookmark: _Toc45114829]Ⅳ　項目ごとの進捗状況






　令和元年度目標の達成状況については、次の考え方により評価しました。
「元年度目標の評価」欄において、「達成」・「未達成」の２つの区分で評価
・目標が数値化されているもの
　　　　　→　目標値と実績値を比較し、目標を達成しているかどうかを評価
　　　・目標が数値化されていないもの
　　　　　→　「目標」欄に掲げられた事項を実現できているかどうかを評価
　　※令和元年度の目標設定がないもの又は令和２年８月末現在において
実績値が未確定のものは「―」と記載しています。

年月及び年度の表示については、和暦（元号）によるものとしますが、元号表記は省いております。
　　・年月 
　　　　例：平成30年、平成31年４月　⇒　30年、31年４月
　　　　　  令和元年５月、令和２年　　⇒　元年５月、２年
・年度 
例：平成29年度、平成30年度　⇒　29年度、30年度
　　　　　　令和元年度、令和２年度　　⇒　元年度、２年度
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柱1-1-(1)-ア　市民利用施設におけるサービス向上

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	30年度　自律的かつ継続的なサービス向上に向けたマネジメントシステムの構築
元年度　マネジメントシステムの導入に関する工程表の作成
	マネジメントシステムの導入に関する工程表を作成した。
	達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	④サービス向上に向けたマネジメントシステムの構築及び導入に向けた準備
・各施設で一層のサービス向上が行われるよう、所管所属に対してマネジメントシステムを提供し、必要に応じて導入に向けた支援を行う。
・マネジメントシステムの導入に向けた工程表を作成する。
	・30年度に作成したマネジメントシステム（利用者意見対応手順書）の導入適否をすべての所管所属・施設に対して意見聴取を行うとともに、うち32施設については現場視察と施設職員へのヒアリングなど、導入に向けた支援を行った。
・所管所属・施設の意見を踏まえ、「利用者意見対応手順書（改訂版）」及び「利用者意見対応における必須項目」を作成し、すべての施設に対して実施状況の照会を行った。
・「利用者意見対応手順書」の導入に向けた工程表を作成した。

	⑤施設の改善・充実等のサービス向上
・北区民センターにおけるホールへのプロジェクター設置等
・西区民センターのトイレの洋式化等
・浪速区民センターのトイレ（２Ｆ）の洋式化等
	・北区民センターにおけるホールへのプロジェクター設置等を実施した。
・西区民センターのトイレの洋式化等を実施した。
・浪速区民センターのトイレ（２Ｆ）の洋式化等を実施した。





取組期間の成果
	・市民利用施設における開館日や開館時間の拡充、トイレの洋式化や案内表示の整備などの改善・充実等を進め、利用者のサービス向上を行った。
・全ての施設において、利用者の意見を積極的に把握するとともに、利用者意見に適切に対応し、施設のサービス向上のＰＤＣＡサイクルを回せるよう、「利用者意見対応手順書」を作成し、マネジメントシステムを構築した。
・「利用者意見対応手順書」の導入に向けた工程表を作成した。



今後の方向性
	・引き続き各施設において、改善・充実等に取り組むとともに、施設が自律的かつ継続的にサービス向上のＰＤＣＡサイクルを回せるよう取組を行う。





[bookmark: _Toc22312261][bookmark: _Toc43466659][bookmark: _Toc44684518][bookmark: _Toc45114833]柱1-1-(1)-イ　多様な納税環境の整備

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	利用件数
①クレジット収納
	28年度
	15,000件

	29年度
	60,000件

	30年度
	75,000件

	元年度
	82,000件


②Web口座振替受付サービス
	28年度
	6,000件

	29年度
	5,000件

	30年度
	5,000件

	元年度
	5,000件



	利用件数
①　110,745件
②　　5,266件

	
①　達成
②　達成





元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	➀クレジット収納
・本市のホームページや広報紙での周知をはじめとした様々な取組を行うとともに、固定資産税及び市・府民税の納税通知書や督促状等に勧奨チラシを同封する。
・本市が関連するイベントに参加し勧奨チラシの配布を行うほか、オンライン納付書の余白部分を活用し、利用勧奨文言を印刷する等、多様な周知方法の検討・実施をする。
	・本市ホームページや広報紙（４月号など）で周知を行うとともに、固定資産税及び市・府民税の納税通知書に加え、督促状等に勧奨チラシの同封を実施した。
・本市が関連するイベント（「税を考える週間」啓発イベント）に参加し、勧奨チラシの配布を行うとともに、オンライン納付書の余白部分に利用勧奨文言を印刷するなど多様な周知方法を実施した。

	②Web口座振替受付サービス
・本市のホームページや広報紙での周知をはじめとした様々な取組を行うとともに、固定資産税及び市・府民税の納税通知書や督促状等に勧奨チラシを同封する。
・本市が関連するイベントに参加し勧奨チラシの配布を行うほか、オンライン納付書の余白部分を活用し、利用勧奨文言を印刷する等、多様な周知方法の検討・実施をする。また、固定資産税の新規課税となる対象者にも利用勧奨を行う。
	・本市ホームページや広報紙（４月号など）で周知を行うとともに、固定資産税及び市・府民税の納税通知書に加え、督促状等に勧奨チラシの同封を実施した。また、固定資産税の新規課税となる対象者に対しても、勧奨チラシの同封を実施した。
・本市が関連するイベント（「税を考える週間」啓発イベント）に参加し、勧奨チラシの配布を行うとともに、オンライン納付書の余白部分に利用勧奨文言を印刷するなど多様な周知方法を実施した。





取組期間の成果
	・28年12月に導入したクレジット収納については、本市ホームページや広報紙で周知を行うとともに、固定資産税及び市・府民税の納税通知書や督促状等に勧奨チラシを同封し、また、民間企業の情報発信力を活用するなど、多様な勧奨を行ったことによって、毎年度利用件数が増加となり、毎年度目標を達することによって、一定の成果を上げることができた。
・28年４月に導入したWeb口座振替受付サービスについては、本市ホームページや広報紙で周知を行うとともに、固定資産税及び市・府民税の納税通知書や督促状等に勧奨チラシを同封し、また、固定資産税の新規課税となる対象者に利用勧奨を行ったことによって、元年度で目標を達成することができ、一定の成果を上げることができた。




今後の方向性
	・取組の結果、所期の目的である「多様な納税環境の整備」は一定達成できているものと認識し、元年度をもって取組としては終了するが、多様な納税環境の整備による利便性向上によって、納期内納付率の向上及び市税収入の確保にもつながることから、ライフスタイルにあった納付方法・納付場所を知っていただくよう、効果的な周知方法について検討・実施していく。





[bookmark: _Toc12372639][bookmark: _Toc22312262][bookmark: _Toc43466660][bookmark: _Toc44684519][bookmark: _Toc45114834]柱1-1-(2)-ア-①　施策・事業の見直し

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	毎年度予算編成時に調整
（元年度予算　マイナスシーリングの設定　▲17億円）
	―
	―



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	➀各所属における自律的な見直し
・予算編成時のマイナスシーリングの設定等による選択と集中を促進するとともに、各所属による効果的な取組の他所属への横展開を促進する。
・「施策・事業の自律的な見直しに向けての点検・精査の視点」に基づき、複数所属にまたがる事業及び類似又は重複する事業を含め、全市的な観点から対応策を検討する等、より実効性のある施策・事業の見直しに取り組む。
	・２年度予算編成においてシーリングを設定し、各所属による選択と集中や行財政改革の推進による自律的な改革を促すとともに、各所属における見直しのうち主なものを集約・公表した。
・「施策・事業の自律的な見直しに向けての点検・精査の視点」に基づき課題を指摘した施策・事業のうち、30年度の「点検・精査」において引き続き進捗管理が必要なものなど課題が見受けられる施策・事業について、対象所属から意見聴取のうえ改善を促すなど、見直しに向けた更なる取組を実施した。

	②市政改革プラン等に基づく見直し
・見直しが完了していない施策・事業について、市政改革プラン等に基づく見直しが着実に実施されるよう、関係所属と十分な調整を行いながら進捗管理を行う。
	・「市政改革プラン（24～26年度）」、「平成27年度市政改革の基本方針」において見直すこととした施策・事業について、各所属と調整を行いながら、引き続き見直しを進めるとともに、２年度以降の個々の方針を整理した。



取組期間の成果
	・予算編成においてシーリングを設定し、各所属による選択と集中や行財政改革の推進による自律的な改革を促すとともに、「施策・事業の自律的な見直しに向けての点検・精査の視点」を策定し、点検・精査の実施により課題があった事業について課題解決に向け、施策・事業の見直しに資する取組を行った。
・「市政改革プラン（24～26年度）」、「平成27年度市政改革の基本方針」において見直すこととした施策・事業について、引き続き見直しを実施し、今後の方向性を定めた。
（引き続き見直すこととされていた施策・事業）
●大阪マラソンの開催（経済戦略局）
・ランナー１人当たりの行政負担額を東京マラソン並みに軽減【見直し完了（元年度）】
●男女共同参画センター管理運営（市民局）
・北部館と子育ていろいろ相談センターの機能統合及び西部館とこども文化センターの複合化を実施
●社会医療センター運営（福祉局）
・病院機能（入院部門の維持）並びに補助金の適正化に向けた方向性について検討を実施
●管路輸送事業（環境局）
・管路輸送業務（森之宮地区及び南港地区）を廃止【見直し完了（30年度）】
●住まい情報センター他（都市整備局）
・住まいのミュージアムについて、業務代行料の減等、効果的・効率的な運営に向けた取組を実施
●新婚世帯向け家賃補助（都市整備局）
・新規募集の停止（支給終了）及び現役世代の定住をより促進させる観点から、分譲住宅を購入する新婚世帯等を対象に、新婚・子育て世帯向け分譲住宅購入融資利子補給制度を創設【見直し完了（30年度）】
●キッズプラザ運営補助（教育委員会事務局）
・運営補助を廃止【見直し完了（29年度）】
●スポーツセンター管理運営・プール管理運営（経済戦略局）、老人福祉センター・民生委員連盟交付金（福祉局）、子育て活動支援事業（こども青少年局）、屋内プール管理運営事業（環境局）
・今後の方向性を決定



今後の方向性
	・市政改革プラン等において、引き続き見直すこととされていた施策・事業については、下記の方針に基づき、各所属長のマネジメントのもと取り組んでいく。
●男女共同参画センター管理運営（市民局）
・引き続き、東部館・南部館の多機能化・複合化に向けた取組について継続するとともに、現有施設の管理・運営について効率的・効果的に実施
●社会医療センター運営（福祉局）
・補助金など、過度な市費負担が生じないよう、効率的・効果的に実施
●民生委員連盟交付金（福祉局）
・新たな大都市制度が確定次第、適正な執行体制を検討
●住まい情報センター他（都市整備局）
・住まいのミュージアムの管理・運営については、施設の目的や必要性を踏まえ、過度な市費負担が生じないよう、効率的・効果的に実施
●スポーツセンター管理運営・プール管理運営（経済戦略局）、老人福祉センター（福祉局）、子育て活動支援事業（こども青少年局）、屋内プール管理運営事業（環境局）
・現有施設を含めた一般施設のあり方については、「市政改革プラン3.0」の取組項目である「持続可能な施設マネジメントの取組の推進」に位置づけ取り組んでいく。
・全市的な効果の検証や費用対効果等に課題が生じている施策・事業があれば、有効性や効率性、財務諸表等によるフルコストの把握など多様な視点で点検・精査し、必要に応じて見直しを行うなど、「市政改革プラン3.0」の取組項目「施策・事業の見直し」において取組を推進する。





[bookmark: _Toc12372640][bookmark: _Toc22312263][bookmark: _Toc43466661][bookmark: _Toc44684520][bookmark: _Toc45114835]柱1-1-(2)-イ-①　未利用地の有効活用等

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	売却収入目標額
	28年度
	153億円

	29年度
	140億円（293億円）

	30年度
	90億円（383億円）

	元年度
	90億円（473億円）


（ ）内は28年度からの累計
	67億円
（499億円）
　　　（決算見込）
（　）内は28年度からの累計
	未達成
※28年度からの累計では473億円の目標に対し、499億円の実績になっている



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	➀進捗管理と売却の促進
・全未利用地を対象に活用区分及び処分年度の再精査を実施する。
・区などが進める未利用地を活用したまちづくりに関して、積極的なサポートを実施する。
・売却促進に向け、越境物の存する市有地の売却基準（以下「基準」という。）を策定するなど新たな制度の施行により、商品化が困難となっている案件について積極的に売却の促進を図る。
	・商品化作業の進捗状況などについて、用地チームによるヒアリングを実施した。（４月、10月、１月）
・全未利用地を対象に活用区分及び処分年度の再精査について、進捗状況ヒアリングの時期に合わせて実施した。（10月、１月）
・区役所が進める未利用地を活用したまちづくりに関して、都島区における「淀川連絡線跡地」及び城東区における「もと城東区役所用地」について、用地チームによる事前審査（フィルタリング）を実施し、活用方針を策定した。（12月、３月）
・商品化作業の障壁となっていた市有地への越境についての売却に係る基準を施行した。（４月）
・基準の策定に伴い、当該基準によって売却に至った案件の調査を実施して効果を検証した。（３月）
・売却の促進を図るため、全庁的な説明会並びに研修を実施し、未利用地活用や基準の周知を行った。（６月、12月）

	②専門的な知識やノウハウの情報共有
・用地チームプロジェクトメンバー会議による情報提供・共有を図る。
・売却に向けた商品化促進を図るための外部発注業務の設計書作成や検査等に対する技術的支援を実施する。
・専門家（土地家屋調査士）への相談を実施する。
	・用地チームプロジェクトメンバー会議を実施し、情報の共有を図った。（４～３月）
・土壌汚染調査及び地下埋設物調査など商品化促進を図るための外部発注業務の設計書作成や検査等に対する技術的サポートを実施した。（２所属５件）
・各所属の商品化作業において、専門的知識を要する課題の解決に向け、土地家屋調査士に加え不動産鑑定士や弁護士への随時相談を実施した。
（土地家屋調査士：５所属６件）
（不動産鑑定士：９所属16件）
（弁護士：４所属６件）

	③貸付検討地の有効活用
・貸付収入を未利用地の商品化財源に充当する予算制度の円滑な運用に向け、貸付検討地の抽出を行い、未利用地活用一覧に反映・更新を実施する。
・用地チームプロジェクトメンバー会議において、貸付検討地の精査を実施し、情報共有を図る。
・30年度末に改正した「定期借地制度等運用指針」の適切な運用により、未利用地売却までの期間において利用可能建物の有効活用を図る。
	・30年度末時点における貸付検討地を抽出し、未利用地活用一覧に反映・更新を実施した。（８月）
・２年度予算編成の調整において、貸付収入を商品化経費の財源に充当する予算制度（29年度予算編成より導入）の定着を図るため、貸付を検討する未利用地の抽出を行い、用地チームによるヒアリングを実施して精査した。（８月、10月）
・未利用地上に存する建物の有効利用に向け、未利用地売却又は活用までの期間において、暫定的な貸付による有効活用を図るためのヒアリング実施に向け全庁的に照会を実施した。（８月）


取組期間の成果
	・未利用地の有効活用や売却を促進する各種の体制、支援制度、仕組み等を構築することなどにより、取組期間における累計売却収入目標額473億円に対し、実績額は499億円（見込）となり、取組期間における目標を上回ったほか、有効活用を進めることができた。

（参考：未利用地の特例的な活用方針決定の実績）
Ｈ28：もと馬淵生活館、浪速区恵美須西３用地、もと皮革産業会館用地
Ｈ29：もと水道局扇町庁舎用地、もと城北住宅用地
Ｈ30：東住吉区矢田南部地区未利用地、中之島４丁目未来医療国際拠点、もと淀川区役所用地
　　Ｒ元：淀川連絡線跡地、もと城東区役所用地



今後の方向性
	・これまで売却を中心に取組を進めてきたことにより、未活用のものについては、商品化に時間を要するものが多くを占める状況となっている。今後の本市財政状況も楽観できない中、引き続き計画的に未利用地の売却を進め、歳入確保に努める必要があるため、「市政改革プラン3.0」においても、未利用地の有効活用に向けた進捗管理と情報共有の推進、各所属に対する積極的なサポートの実施や、商品化に時間を要する未利用地の暫定的な有償貸付の推進を行っていく。
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元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	・未収金残高
	28年度
	465億円以下

	29年度
	435億円以下

	30年度
	428億円以下

	元年度
	393億円以下



	・未収金残高　
397億円（決算見込）
	未達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	➀債権別の行動計画に基づく取組
・31年１月末の未収金残高の状況をもとに出納整理期間の取組を徹底するため、４月に大阪市債権回収対策推進会議を開催する。
・６月～７月頃に各債権所管に対し、30年度の取組実績及び元年度の目標と具体処理策に係るヒアリングを実施し、対応に係る指導を行う等、年間を通じて進捗管理を行う。
・８月に大阪市債権回収対策会議を開催し、元年度の目標及び具体的取組を確認する。
・年度後半の取組強化及び進捗管理のため、10月末の未収金残高状況に基づき、大阪市債権回収対策推進会議を２月頃に開催するほか、大阪市債権回収対策会議を必要に応じて開催する。
・７月末、10月末、１月末の未収金の削減状況を取りまとめ、ホームページで公表する。
・消滅時効期間を経過する債権に対する適切な事務処理を今後、より一層徹底させるべく、取組を実施する。
・債権別行動計画に基づく取組を推進する。
	・４月に大阪市債権回収対策推進会議を開催し、出納整理期間の取組強化など、未収金対策の取組の徹底を図った。
・６月～７月に各債権所管に対し、30年度の取組実績、元年度の目標と具体処理策及び２年度の目標に係るヒアリングを実施する等、進捗管理を行った。
・８月に大阪市債権回収対策会議を開催し、元年度の目標修正（当初413億円以下→393億円以下）及び具体的取組を確認し、債権管理の取組の徹底を図った。また、２年度の目標（386億円以下）を設定した。
・10 月末の未収金残高の状況に基づき、２年１月に大阪市債権回収対策推進会議を開催し、年度後半の取組強化など、未収金対策の取組の徹底を図った。
・７月末、10月末、１月末の未収金の削減状況を取りまとめ、ホームページで公表（９月、１月、３月）した。
・元年度中に消滅時効期間を経過する予定の債権で、滞納者一人あたりの滞納金額が10万円以上の債権について、滞納者数・金額の把握及び対応状況の追跡調査を実施し、対応状況が思わしくない債権所属に対する指導を徹底（８月、11月、２月）するとともに、取組の進捗管理、取組内容の認識共有を図った。
・法的措置の徹底等、債権別行動計画に基づく取組を推進した。


	②「ＯＪＴによる徴収事務担当者の育成」等
・徴収及び滞納整理のノウハウを市債権回収対策室と各所属が共有できるよう、「ＯＪＴによる徴収事務担当者の育成」を実施する。
・債権管理・回収業務支援弁護士を活用した研修会等を実施する。
	・各所属の徴収ノウハウ向上のための取組として、下記の研修を実施した。
・ＯＪＴ研修
徴収事務担当者の育成のため、より多くの所属が参加できるよう配慮のうえ実施。
前期（７月～10月）４所属４人
後期（11月～３月）４所属４人
・債権管理・回収研修会
債権管理・回収業務支援弁護士を活用して実施。（５月～２月）
基礎編（４回連続講座×２クール）
　　　発展編（６回）




取組期間の成果
	・未収金残高については、19年度決算時に796億円あったものが、未収金対策により本取組期間開始前の27年度決算時には511億円まで圧縮していたところであり、引き続き取り組むとした本取組期間においても30年度決算では403億円と着実に圧縮している。これは、未収金対策について、副市長をトップとする大阪市債権回収対策会議等によるＰＤＣＡサイクルの観点に立った進捗管理や総括的指導のもと各債権所管において未収金対策の取組が強化されたこと、市債権回収対策室が実施する各所属で対応困難な高額事案や重複滞納事案の滞納整理が進んだこと及び各所属の徴収ノウハウ向上のための取組が各債権所管に浸透してきたことによるものである。
・元年度においても、当初目標（413億円）を１年前倒しで達成したことにより、未収金残高目標を393億円と改めたうえ、積極的な未収金対策により目標達成に向けて順調に進捗していたが、新型コロナウイルス感染症対策に伴い例年実施の出納整理期間中の収納対策強化の取組の停止を余儀なくされるなどにより、実績が397億円（決算見込）となり、その改めた目標については「未達成」となった。




今後の方向性
	・約400億円の未収金が存在することから、引き続き「市政改革プラン3.0」においても未収金残高の圧縮に向け、未収金対策を推進する必要がある。
・未収金対策は、歳入の確保はもとより、市民負担の公平性・公正性の確保からも不断に進めていくべきものであり、今後とも継続的なモニタリングの必要もあることから、これまで通り「新たな未収金を極力発生させない」「既存未収金の解消」の２本柱で全市的な未収金対策の取組を継続する。
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元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	広告事業効果額
広告料収入の大幅な減少が見込まれる状況においても、「市政改革プラン2.0」の取組期間中、５億円程度を確保する。
	 28年度
	5.1億円

	 29年度
	5.6億円

	 30年度
	5.9億円

	 元年度
	5.3億円



	元年度広告事業効果額
6.3億円（決算見込）
	達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	➀媒体別の取組方針に基づく広告主獲得の取組の推進 
・ネーミングライツパートナー一斉募集事業のさらなる認知度向上に向けた手法を検討したうえで、一斉募集を行う。
・国の動向等に留意しつつ、必要に応じ規制緩和に向けた検討を行う。
	・認知度向上に向け、ポスター掲出場所を拡充するとともに、募集施設等を集約し、一斉募集を実施した。
・国の動向など情報収集を行うとともに、規制緩和の実施に向けた検討を行った。　



	②広告代理店の参入を促進する制度の構築
・協力広告代理店の募集を実施する。
・２年度に同制度の対象とする媒体の集約・公表を行う。
	・協力広告代理店の募集を実施した。
・２年度に同制度の対象とする媒体の集約・公表を行った。


	③媒体別の目標効果額の設定による全庁的な進捗管理と他団体事例等の共有による取組の強化
・元年度実施状況調査を実施する。
・広告事業推進プロジェクトチーム幹事会で各所属の取組状況等を情報共有する。
・２年度以降の媒体別取組方針について検討する。
	・元年度実施状況調査を実施した。（５月末、７月末、10月末、１月末、３月末）
・広告事業推進プロジェクトチーム幹事会で各所属の取組状況等を情報共有した。（７月、10月）
・広告事業推進プロジェクトチームにおいて、２年度以降の媒体別取組方針を含めた次期行動指針を策定した。（10月）



取組期間の成果
	・28年度よりネーミングライツパートナー一斉募集を開始し、各種施設等においてネーミングライツパートナーを獲得した。
・29年度より協力広告代理店の募集を開始し、広告代理店の参入を促進した。
・毎年度、媒体別の目標効果額を設定し、全庁的な進捗管理と情報共有を行い、取組を強化した。
・「市政改革プラン2.0」の取組期間を通じて、広告事業効果額の目標５億円程度を確保した。



今後の方向性
	・広告事業効果額は、これまでの市政改革の取組により５億円を超え、指定都市の中でもトップクラスの水準となり、市政改革プランの目標は達成した。
・今後は、「大阪市広告事業行動指針（２～５年度）」の取組期間を通じて、広告主の獲得に向けた全庁的な取組は継続し、５億円程度の効果額の維持に努める。
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元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	実質市債残高倍率
２年度予算編成時　1.79倍以内
	２年度予算編成時　1.70倍
	達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①事業の選択と集中による市債残高の削減
・市改革プロジェクトチーム等で全市的な議論を行い、事業の選択と集中を図る。
	・市改革プロジェクトチーム会議において、30年度の取組実績等について報告を行った。
・２年度予算編成において、シーリングを設定することなどによって、市債発行額を精査し、市債残高を抑制した。



取組期間の成果
	・市債発行について、事業に優先順位をつけるなど選択と集中を図ったことなどにより、市債残高は着実に減少しており、実質市債残高倍率は２年度末に目標の1.79倍を下回る見込みとなった。

（参考）実質市債残高倍率
28年度決算：2.43倍
29年度決算：2.14倍
30年度決算：1.91倍
元年度末見込（予算編成時）：1.86倍
２年度末見込（予算編成時）：1.70倍



今後の方向性
	・近年の財政悪化の原因となった公債費の抑制が引き続き必要であると認識しており、市債残高が大きくなると公債費の負担も重くなることから、将来世代の負担を十分に勘案して、市債残高を管理する必要がある。
・また、公債費は減少傾向にあるものの、未だ高水準で推移すると見込まれており、「今後の財政収支概算（粗い試算）2020（令和２）年３月版」では、大規模な投資的事業や公共施設の老朽化への対応などにより、今後、公債費が増加に転じる期間も見込まれている。
・よって、将来世代に負担を先送りしないため、今後においても引き続き実質市債残高倍率が５大市平均を下回るよう取り組んでいく。
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元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	施策・事業の見直し等に向けた財務諸表の活用

30年度　財務諸表を活用した事業費の把握、分析に向けた制度設計
元年度　財務諸表を活用した事業分析の取組体制の整備
	「市政改革プラン3.0」の取組項目「施策・事業の見直し」の推進にあたり、「施策・事業の見直しチーム」において、財務諸表等を活用するなど、施策・事業の検証（事業分析）と見直しに取組むこととした。
	達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①市民にとって分かりやすい公表資料の作成・公表
・市政モニターアンケート結果を踏まえ、財務諸表の概要版などの公表資料をより平易にするなど、多様な市民ニーズに応えられるようより分かりやすく改善し、ホームページへ掲載する。
	・元年10月に公表した30年度決算財務諸表について、市政モニターアンケートで得られた改善等意見を反映した財務諸表の概要版などの公表資料を作成し、ホームページへ掲載した。
・30年度決算財務諸表の公表資料に関する民間ネット調査を実施し、回答内容を分析・検証のうえ、改善の必要性について検討した。

	②事業マネジメント等への活用の推進
・新たな汎用的な財務諸表等の活用例を検討・作成するとともに、全市的な活用に向けた取組を行い、順次、全所属へ周知する。
・庁内ポータルで複式簿記に関する資料や財務諸表等の活用例を定期的に発信するとともに、簿記基礎研修や財務諸表等活用研修を実施する。
・制度設計に基づき、活用に向けた課題解決に取り組むとともに、財務諸表を活用した事業分析の仕組み作りを行う。
	・施設の建替え等の検討に当たっての汎用的な財務諸表等の活用例を新たに作成するとともに、各所属が自律的に活用できる「財務諸表等活用の手引き」を作成し、全所属へ周知した。
・庁内ポータルで複式簿記に関する資料や財務諸表等の活用例を定期的に発信するとともに、簿記基礎研修（元年６月）や財務諸表等活用研修（元年９月）を実施した。
・全市的な効果の検証や費用対効果等に課題が生じている施策・事業があれば、「市政改革プラン3.0」の取組項目「施策・事業の見直し」において、有効性や効率性、財務諸表等によるフルコストの把握など多様な視点で点検・精査を行うための体制を構築した。



取組期間の成果
	・市民にとって分かりやすい公表資料の作成・公表について、市政モニターアンケートによると、公表資料が分かりやすいと考える市民の割合は29年度に61.1％となり、目標値（30％）を上回る結果を得た。その後も多様な市民ニーズに応えられるよう、公表資料の改善を行った。
・事業マネジメント等への活用の推進について、汎用的な財務諸表等の活用例の周知により、事業マネジメント等への活用ができると考えている職員の割合は29年度に72.4％となり、目標値（60％）を上回る結果を得た。また、「財務諸表等活用の手引き」を作成し、各所属が自律的に事業マネジメント等に活用できる環境を整えた。



今後の方向性
	・今後は、各所属における事業マネジメント等への活用を具体化させるため、「市政改革プラン3.0」の「施策・事業の見直し」の取組において、財務諸表等によるフルコストの把握など、施策・事業の検証と見直しを推進していく。





[bookmark: _Toc12372645][bookmark: _Toc22312268][bookmark: _Toc43466666][bookmark: _Toc44684525][bookmark: _Toc45114840]柱1-1-(2)-オ　人事・給与制度の見直し

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	●市長部局の職員数
　経営システムの見直し等や、万博、Ｇ20等の期間を限定した臨時的な増員を除き、27年10月と比較して1,000人削減
	28年10月
	▲310人

	29年10月
	▲510人

	30年10月
	▲750人

	元年 10月
	▲1,000人


また、経営システムの見直し等を推進（水道、幼稚園、保育所、博物館、一般廃棄物（収集輸送）、弘済院、市場）。
あわせて、区役所における職員の適正配置を進める。
	元年10月時点　
▲835人

	未達成

	●技能労務職員の給与について、人事委員会による公民較差等の実態調査結果や、技能労務職員給与検討有識者会議での意見を踏まえた見直しを行う。
	・実態調査に係る関係所属との調整を行い、人事委員会による公民較差等の実態調査が実施された。

	未達成

	●給与カットを継続して実施。
・市長部局及び水道局（部長級以上の職員）
給料月額のカット▲4.5%～▲6.5%、管理職手当のカット▲５%
（２年度末まで）
30年度年間削減効果額　▲1.2億円
	・市長部局及び水道局（部長級以上の職員）
給料月額のカット▲4.5%～▲6.5%、管理職手当のカット▲５%
元年度年間削減効果額▲1.2億円
	達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①スリムで効果的な業務執行体制の構築と職員数の削減
・２年度に向けた要員・組織管理の方向性を決定し、適切に人員・組織マネジメントを行う。
・24区全体の業務量や人員状況も考慮したうえで、実施方法等について検討を行い、適正配置につなげる。
	・２年度に向けた要員・組織管理の方向性を決定し、人員・組織マネジメントを行った。
・28年度に作成した「指標に基づく各区職員配置数算定資料」にかかるこれまでの検討を踏まえたうえで、改めて各区の意見や状況等を検討し、課題や取組の方向性を取りまとめ、配置を実施した。



	②技能労務職員の給与の見直し
・人事委員会が元年度に実施する実態調査の結果を踏まえて労使交渉に取り組み、見直しを行う。
	・人事委員会からの報告を踏まえた見直しに向け、想定される課題の分析や、実態調査に係る関係所属との調整を行い、30年度に人事委員会に要請した実態調査が実施された。
・実態調査に時間を要したため、年度内に見直しには至らなかった。

	③給与カットの継続実施
・部長級以上の幹部職員について、継続実施する。
	・部長級以上の幹部職員について、給与カットを継続実施した。




取組期間の成果
	●スリムで効果的な業務執行体制の構築と職員数の削減
・技能労務職員の退職者数の減少等により、市長部局の職員数の削減目標は未達成となったが、技能労務職員以外の事務・技術・福祉・専門職等では目標を達成することができた。
・区長会議での検討を踏まえ、31年度、２年度に向けた区役所職員の配置を実施することができた。

●技能労務職員の給与の見直し
・人事委員会に要請した公民較差との実態調査が28年度に実施、29年度に報告され、29年度に技能労務職給与検討有識者会議を開催し、意見の取りまとめが行われた。
・30年度に労使交渉を開始し、元年度に再調査が実施された。

●給与カットの継続実施
・市長部局及び水道局
給料月額のカット▲1.5%～▲6.5%、管理職手当のカット▲５％
（29年度末まで）
28年度年間削減効果額　▲29.4億円
29年度年間削減効果額　▲30.7億円

・市長部局及び水道局（部長級以上の職員）
給料月額のカット▲4.5%～▲6.5%、管理職手当のカット▲５％
（30～元年度末まで）
30年度年間削減効果額　▲1.2億円
元年度年間削減効果額　▲1.2億円
　・（旧）交通局
　　　給料月額のカット▲３％～▲20％、管理職手当のカット▲５％
　　　（29年度末まで）
28年度年間削減効果額　▲23.2億円
29年度年間削減効果額　▲23.2億円




今後の方向性
	・技能労務職員については、人口当たりの職員数が依然として他都市より多い状況にあることから、「市政改革プラン3.0」の「人員マネジメントの推進」において、具体的な目標値を設定し、当面の間、退職不補充を前提に引き続き委託化、効率化の徹底を図っていく。
・技能労務職員の給与の見直しについては、組合との合意が必要であり、慎重に進める必要があることから、人事委員会からの報告を踏まえ、検討・協議のうえ見直しの取組を推進していくこととする。
・給与カットの継続実施については、期限を定めて行う特例措置であるが、既に長期間に渡って実施され、人事委員会からも早期の解消が求められていることなどから、今後とも状況に応じ、総合的に実施の判断を行っていく。










[bookmark: _Toc22312269][bookmark: _Toc43466667][bookmark: _Toc44684526][bookmark: _Toc45114841]柱1-1-(2)-カ　外郭団体の必要性の精査

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	・28年度 　「外郭団体見直しの方向性」を検証し、新たな計画を策定。
・元年度　外郭団体数を、元年度末までに17団体とする。（29年３月末時点27団体）
	・2年度からの新たな外郭団体の監理の仕組みを構築した。
・団体数については、元年度末で14団体となった。
（実績：28年度末27団体、29度末25団体、30年度末22団体）
	達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	④29年３月に策定した「外郭団体の方向性」に沿った大阪市関与の見直し
・本市の関与の見直しについて、関係局と調整を行う。
・元年度は、29年３月に策定した「外郭団体の方向性」に基づく計画の最終年度であるため、外郭団体評価委員会の意見も踏まえ、２年度以降の「外郭団体の方向性」を新たに定める。
	・本市所有株式売却については、引き続きその実現に向けて関係局と調整を行った。
・外郭団体評価委員会からの提言に基づき、「大阪市外郭団体等への関与及び監理事項等に関する条例施行要綱」「大阪市外郭団体の指定に関する基準を定める規程」「大阪市外郭団体の事業経営の評価等に関する指針を定める規程」を制定し（2年4月1日施行）、所管所属及び各団体に周知するとともに、ホームページにおいて公表した。
・上記要綱の施行前の準備行為として、上記要綱等の規定に基づき、外郭団体評価委員会に諮問のうえ、改めて外郭団体の指定等を行うとともに、指定された14団体については、所管所属による中期目標の制定に着手した。
・外郭団体評価委員会からの提言に基づき、外郭団体に加え本市が影響力を有する出資法人（監理対象出資法人）にも対象を広げた「大阪市の監理対象団体における大阪市退職者の採用等に関する指針を定める規程」を制定し（２年４月1日施行）、所管所属及び各団体に周知するとともに、ホームページにおいて公表した。



取組期間の成果
	・29年３月に「外郭団体の方向性」を策定し、これに沿って本市の関与の見直し（自立化、他の法人との統合、地方独立行政法人への業務移管）を進め、30年度末までに外郭団体を５団体削減し22団体とした。
・元年度には、取組期間終了後の２年度以降の取組に向けて、行政目的･施策の達成のための実効性のある監理を目指して、外郭団体評価委員会からの提言に基づき新たな外郭団体等の監理の仕組みを構築し、外郭団体の必要性の更なる精査をした結果、元年度末の外郭団体数は14団体となった。



今後の方向性
	・新たな監理の仕組みによるPDCAを回していく中で、所管所属の実施する監理が外郭団体に求める行政目的の達成の観点から実効性のあるのものとなっているかという観点から常にチェックするとともに、新たな監理の仕組みに基づき所管所属が的確に監理を行うための支援を行うことにより、所管所属の自律的で実効的な監理を進めていく。





[bookmark: _Toc12372647][bookmark: _Toc22312270][bookmark: _Toc43466668][bookmark: _Toc44684527][bookmark: _Toc45114842]柱1-1-(2)-キ　業務改革の推進

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	・30年度　業務プロセスの改革にかかる取組内容・工程表の策定
・元年度　29年度比で業務改革の取組による業務効率化　45,000時間／年
	31,600時間

	未達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①29年度に着手した取組
・全庁的にWeb会議等の活用促進を図るなど、庁内会議のあり方の見直しを進める。
・文書主任による主管課長前審査を省略できる範囲を明確化するなど、決裁事務の効率化を進める。
・少額特名随意契約にかかる取扱変更後の運用状況についての検証を踏まえ、今後の方針を検討する。
	・全庁的な会議においてWeb会議を導入し、職員の移動時間を削減するなどの効率化を進めた。
・庁内会議の効率化に向けた観点を示した「庁内会議における４ミニマム化の徹底」（※1）を作成し、全所属に周知し、実践を促した。
※１「開催数」・「参加者数」・「所要時間」・「資料」の４つを必要最小限とすることでムダを削り、会議を有意義なものとする考え。
・文書主任による主管課長前審査の省略可能な範囲を整理のうえ、庁内ポータルに標準化事例を掲載し、全庁的に決裁事務の効率化を進めた。
・全所属における特定少額契約（※2）にかかる運用状況や検証を踏まえ、元年12月に大阪市契約事務審査会運用指針の改正を行い、特定少額契約を適用できる予定価格の範囲を従前の２万円以下から５万円以下に拡大し、所属において運用ルールを策定した場合については、２年４月から運用を可能とした。
※2　各所属の契約事務審査会であらかじめ定めた手続により契約相手方の選定を行う、予定価格が一定の額以下の少額特名随意契約
・上記取組について、庁内ポータルに掲載し、メールマガジンの発行により実践事例を発信するなど、ベストプラクティスの横展開に向けた職員への意識啓発を行った。

	②30年度の新たな取組
・次期電子申請システムの構築に合わせ、業務フローの見直しや運用変更等、業務改革に取り組む。
・業務において、削減（簡素化、効率化）が可能な中間処理等について、関係所属が連携し、見直しに向けた検討を行う。
	・現行の電子申請システムにおける利用を拡充するため、標準化対象手続きの選定を行い、フロー整理に向けた関係所属間での調整等を進めたが、利用拡充には至らなかった。
・庁内における申請書や報告書の様式の簡素化・効率化について、関係所属間で見直しに向けた検討を行い、「市政改革プラン3.0」においても「中間処理レス」の取組として位置づけ、推進することとした。



取組期間の成果
	・30年７月の「市政改革プラン2.0」の中間見直しにおいて「業務改革の推進」を取組項目に新設し、庁内の業務改革を推進するため、庁内会議のあり方の見直しや決裁事務の効率化、物品購入や契約の見直しなどの取組を関係所属が連携して進めるとともに、全職員が業務改革の意義を理解し自発的に取り組むよう意識の醸成を進め、生産性の向上を図った。



今後の方向性
	・業務改革にかかる取組事例や手法について、啓発対象を絞った効果的な情報発信により職員の意識啓発を進めるとともに、庁内事務の業務プロセスにおけるムダの削減に取り組むことで業務を効率化し、生産性を向上させることにより、市民サービスの向上や職員の負担軽減を推進する必要があることから、「市政改革プラン3.0」においても業務改革の推進に取り組む。


[bookmark: _Toc22312271][bookmark: _Toc43466669][bookmark: _Toc44684528][bookmark: _Toc45114843]柱1-1-(3)-ウ　さらなる全庁的なＩＣＴの徹底活用

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	「大阪市ＩＣＴ戦略アクションプラン（2018年度~2020年度）」に掲げる20件の取組のうち、取組完了件数
　30年度　11件
　元年度　14件（累積）
	14件（累積）
	達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①大阪市ＩＣＴ戦略アクションプランに掲げる取組を推進
・行政手続きのオンライン化の推進をはじめ、職員の連絡・情報共有のデジタルツール活用による場所に制約されない働き方等の実現（働き方改革）などの各取組の進捗やＫＰＩの状況を把握する等、取組を着実に推進していくとともに状況に応じて適宜取組の見直し・追加検討を行い、必要に応じてアクションプランに反映する。
・各所属のＩＣＴ徹底活用にかかる取組への支援を行う。


	・各取組のスケジュールやＫＰＩの把握に努めるなど進捗管理を定期的に実施した。（元年８月、11月、２年２月）
・２年２月に新たな取組を追加するとともに、各取組に「企画中」や「検証中」といった進捗状況を追記することにより、市民の方にも取組状況がより分かりやすくなるよう、ＩＣＴ戦略アクションプランの改訂を実施した。
・アクションプランに掲げる取組完了件数：14件（累積）
【30年度の取組実績】
①児童手当にかかる電子申請
②「粗大ごみ」のインターネット申込み
③戸籍事務における業務支援ＡＩの検証
④庁外からのメール・スケジュール等の確認
⑤テレワーク機能の実装
⑥ｅラーニングシステムの導入
⑦ごみ収集車両にＧＰＳ車載器を搭載
⑧オープンデータ・ビッグデータ
⑨ＥＢＰＭを推進するための人材育成方針の策定
⑩災害時におけるＩＣＴを活用した情報収集
⑪災害時におけるＩＣＴを活用した情報共有
【元年度の取組実績】
⑫行政手続きのオンライン化に係るシステム開発
⑬ＩＣＴ管理機能再編成計画の策定
⑭音声認識・多言語翻訳アプリを活用した外国人等との
コミュニケーション支援
・各所属へのヒアリングやＩＣＴ関連予算要求にかかる事前協議、相談対応を行うなど、各所属のＩＣＴ徹底活用にかかる取組への支援を実施した。



取組期間の成果
	・最先端ＩＣＴ都市の実現をめざし、「大阪市ＩＣＴ戦略」とＩＣＴ戦略の着実な推進を図るため具体性・実効性のある取組計画として「大阪市ＩＣＴ戦略アクションプラン」を28年３月に策定して以降、本市における全庁的なＩＣＴの徹底活用に取り組むなど、ＩＣＴ戦略を着実に推進してきた。
・とりわけ、「市政改革プラン2.0」の取組との関係性においては「『保育所・幼稚園マップ、保育施設の空き情報』等の市民向け情報のモバイル対応」、「粗大ごみのインターネット申込み」や「Web会議システムの導入をはじめとしたテレワーク機能の実装」などの取組を推進するとともに、行政手続きのオンライン化に向けた取組を新たに開始するなど、市民サービスの向上、行政運営の効率化を積極的に推進した。



今後の方向性
	・構築した行政オンラインシステムを活用し、「市政改革プラン3.0」における「中間処理レス」の取組と連携のうえ行政手続きの段階的なオンライン化や申請手続きを含めた一連の業務プロセス全体の見直し等のＢＰＲを進めるなど、全庁的なデジタル化の推進に取り組んでいく。


[bookmark: _Toc12372649][bookmark: _Toc22312272][bookmark: _Toc43466670][bookmark: _Toc44684529][bookmark: _Toc45114844]柱1-1-(4)-ア　環境に配慮した率先的な取組

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	大阪市事務事業の低炭素化
CO２排出量削減（いずれも25年度比）
28年度　3.2％減（4.0万トン-CO２に相当）
29年度
28年度のCO２排出量削減8.1％（10.3万トン-CO２に相当）以上
30年度
民営化に伴い交通局分を除外して算定した29年度のCO２排出量削減10.3％（10.3万トン-CO２に相当）を超える削減。
元年度
16.8％減（16.8万トン-CO２に相当）
	17.4％減
（17.4万トン-CO２に相当）
	達成




元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	➀公共施設における低炭素化の推進
・ＬＥＤ照明の導入拡大
　市有39施設の工事完了。
・ＥＳＣＯ事業の実施拡大
　中央卸売市場東部市場のサービス開始。
　おとしよりすこやかセンター西部館の事業者と契約。
中央図書館外16施設の事業者を募集する。
・太陽光発電の導入拡大
　市内小中学校60校の工事完了。
新たに市内小中学校140校を対象に、太陽光パネルの設置の可能性を検討し、実施可能な施設について、工事に着手。
	・ＬＥＤ照明の導入拡大
市有39施設の工事を完了した。（７月）
・ＥＳＣＯ事業の実施拡大
　中央卸売市場東部市場のサービスを開始した。（４月）
　おとしよりすこやかセンター西部館の工事を完了した。
（３月）
中央図書館外16施設の最優秀提案者を決定した。（１２月）
・太陽光発電の導入拡大
市内小中学校60校の工事を完了した。（8月）
新たに市内小中学校140校を対象に、太陽光パネルの設置の可能性を検討し、実施可能な施設について、工事に着手した。うち62校については工事を完了し、31校について設置工事に着手した。（３月）

	②ごみの減量・リサイクル推進
・「一般廃棄物処理基本計画」の中間見直しを実施。
	・廃棄物減量等推進審議会を開催し、ごみ減量施策の方向性について審議のうえ、「一般廃棄物処理基本計画」の改定を行った。（３月）

	③車両対策の推進
・「大阪市エコカー普及促進に関する取組方針」に基づき公用車へのエコカー導入を促進。
	・「大阪市エコカー普及促進に関する取組方針」に基づき公用車へのエコカー導入を促進し、166台導入した。（通年）



	④職員による環境マネジメントの強化
・「大阪市庁内環境管理計画」に基づく実績・取組状況調査、研修、内部監査、外部評価等の取組を実施。
	・「大阪市庁内環境管理計画」に基づく実績・取組状況調査、研修、内部監査、外部評価等の取組を実施した。（通年）



	⑤未利用エネルギーの有効活用の推進
・地下水の熱利用
アミティ舞洲において、空調設備に帯水層蓄熱利用システムを導入、技術開発・実証事業を実施。
	・地下水の熱利用
　アミティ舞洲において、空調設備への帯水層蓄熱利用システムの導入に向け、実証設備を構築した。（３月）





取組期間の成果
	・28年度に「大阪市地球温暖化対策推進本部」を設置し、「大阪市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」に沿って省エネルギー・創エネルギーの取組を全庁的に推進した結果、大阪市事務事業におけるCO２排出量の削減については、元年度には実績値が17.4%減となり、一定の成果を上げることができた。




今後の方向性
	・大阪市事務事業におけるCO２排出量の削減について、31年3月に計画目標の上積み改定（2年度までにCO２排出量削減25年度比8.4%→20.1%）を行い、これを達成すべく公共施設における低炭素化の推進、ごみの減量・リサイクル推進、車両対策の推進、職員による環境マネジメントの強化、未利用エネルギーの有効活用の推進に取り組んでいく。





[bookmark: _Toc22312273][bookmark: _Toc43466671][bookmark: _Toc44684530][bookmark: _Toc45114845]柱1-1-(4)-イ　迅速な災害対応ができるリスク管理

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	①所属ごとの業務実施方法を示したマニュアルを策定した所属の割合
30年度 100％（局は29年度 100％）
元年度 100％
	87%
	未達成

	②訓練等により所属業務詳細一覧等の検証をした所属の割合
元年度 100％（局は30年度 100％）
	93%
	未達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	1 所属業務詳細一覧等の策定及び適切な運用
・30年度に整理した本市の考え方を基に、代替施設の検討を各所属に指示する。特に区内全域が浸水対象となる区については、区外の代替施設確保を検討するよう指示する。
・30年度に整理した本市の考え方を基に、全所属に対してマニュアルの作成・更新作業を指示し、整備する。
	・各所属に代替施設の検討を指示する予定であったが、浸水区域が広く各所属の全機能の代替施設を確保することが困難であること、また各区の代替施設確保の検討にあたり、住民情報システム等の法的な面とシステム面の課題があることから、元年度は市・区災害対策本部機能のみの代替施設として本庁舎及び阿倍野防災拠点を選定するにとどまった。
・ＢＣＰに基づく業務詳細一覧及び元年度人事異動を反映した職員参集見込みの更新を行い、業務マニュアルの策定について、作業手順を整理し、６月に全所属に作成を指示したが、87％の整備にとどまった。

	②所属業務詳細一覧等の検証
・更新したＢＣＰを踏まえ、訓練手法の検討を進め、各所属が訓練を実施できるようにする。
	・ＢＣＰ第1.3版に基づく、職員参集状況確認の図上訓練及び災害時対応班でのマニュアルに則った業務実施訓練手法の検討を行い、元年度大阪市震災総合訓練において大阪市業務継続計画（ＢＣＰ）実働訓練を93%の所属で実施した。



取組期間の成果
	・全所属において業務詳細一覧を作成し、87%の所属で必要な業務マニュアルの確認・作成を行った。
・元年度大阪市震災総合訓練において、職員参集の図上訓練及び業務マニュアルに基づく業務実施訓練からなるＢＣＰ実働訓練を93%の所属で実施し、ＢＣＰの課題等の検討を行った。
・全ての所属でオフィス家具や事務機器類転倒防止など庁舎内の耐震対策に取り組んだ。



今後の方向性
	・代替施設について、災害対策本部機能を除く業務機能の継続については各所属において確保することを検討し、特に区役所で稼働する各種システムの所管局においては、庁舎が長期間使用できないことを前提に業務の継続方法を整理していく。
・業務詳細一覧に定める業務のマニュアル確認・策定について、元年度目標は未達成であったが、87%の所属で完了しており、２年度の早期に未対応の所属における策定と、毎年行う職員参集予測の更新と合わせて業務詳細一覧と業務マニュアルの見直しを進め、ブラッシュアップを図っていく。
・訓練等による所属業務詳細一覧等の検証について、元年度目標は未達成であったが、元年度大阪市震災総合訓練での実働訓練は93%の所属が実施していることから、今後もＢＣＰの実働訓練を行い、全所属で実施及び得られた課題の反映が行われるよう、訓練手法についても検討していく。


[bookmark: _Toc43466672][bookmark: _Toc44684531][bookmark: _Toc45114846]柱1-2-(1)　公共施設の総合的かつ計画的な管理

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	30年度～　施設カルテを活用した個別施設計画の策定及びそれに基づく維持管理等（計画策定分より順次実施）
	一般施設にかかる個別施設計画の策定完了（全91計画）及び各個別施設計画に基づく維持管理等の実施（計画策定分より順次実施）
	達成

	30年度～　個別施設計画に基づいた将来コストの全体像の把握や財源確保の手法等の検討を進め、今後取り組む規模の最適化に向けた仕組みづくりを推進
	将来コストの全体像を把握するための調査を実施し、持続可能な施設マネジメントを推進するための体制を設けることとした。
	達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	③一般施設にかかる個別施設計画の検討・策定
・一般施設の将来ビジョンを踏まえ、施設所管所属が検討・策定する個別施設計画について、元年中の策定に向けた進捗を把握するとともに、計画作成等に係る技術的な支援を実施。
	・各施設所管所属における個別施設計画の策定状況を全所属に共有するとともに、所属別の意見交換会を開催して助言するなど計画作成の支援を行った。
・「個別施設計画作成ガイドライン」に基づき所管所属が作成した計画素案に対して技術的な指導・助言を実施し、個別施設計画（全91計画）の策定を完了した。


	④学校施設・市営住宅・インフラ施設の維持管理
・学校施設・市営住宅・インフラ施設について個別施設計画に基づき、点検、維持管理、更新を実施。
	・学校施設・市営住宅・インフラ施設について個別施設計画に基づき、点検、維持管理、更新を引き続き実施した。



	⑤持続可能な施設マネジメントに向けた取組の推進
・将来コストの全体像を取りまとめる。
・持続可能な施設マネジメントの実施に向けた仕組みや体制を構築する。
	・将来コストの全体像を取りまとめるため、一般施設所管所
属に対し、個別施設計画策定にあわせて調査を実施した。
・持続可能な施設マネジメントを推進するため、２年度から市政改革室内に担当部署を新たに設けることとした。　　　　　　　　　　　　　




取組期間の成果
	・28年度から30年度にかけて整備対象の一般施設（635施設）について施設カルテを整備した。
・一般施設にかかる個別施設計画（全91計画）の検討・作成を行い、元年度までに策定を完了した。
・学校施設・市営住宅・インフラ施設は施設区分ごとに策定された個別施設計画に基づき、効率的な維持管理や更新を実施した。
・一般施設については29年度末に「一般施設の将来ビジョン」を策定し、施設利用者の安全・安心を確保
しつつ、持続可能な施設マネジメントを推進するための体制を２年度から設けることとした。



今後の方向性
	・本市が所有する公共施設の現状を踏まえ、地域特性に応じた利用者目線で施設の最適な設置・維持を行うための施策横断的な視点を持った持続可能な施設マネジメントを推進するための体制のもと、「市政改革プラン3.0」においても引き続き取組を実施する。




[bookmark: _Toc22312275][bookmark: _Toc43466673][bookmark: _Toc44684532][bookmark: _Toc45114847]柱1-2-(2)　市民利用施設の受益と負担の適正化

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	施設の指定管理者の更新時期にあわせて使用料を点検・精査し、受益者負担を適正化。
（参考）28～２年度に現行の指定管理期間が終了する施設　計126施設
	28年度
	２施設

	29年度
	０施設

	30年度
	58施設

	元年度
	24施設

	２年度
	42施設



	２年度に現行の指定管理期間が終了する施設42施設で点検・精査を実施し、結果を公表
	達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	➀「市民利用施設に係る受益者負担のあり方（案）」に基づく点検・精査
・25年度に策定した基本的な考え方に基づき、２年度末で指定管理期間が終了する施設の使用料の点検・精査を行う。
・点検・精査の結果、受益者負担率が基準を下回っている施設の受益と負担の適正化に向けた今後の取組方針を整理し、ホームページでの公表を行う。
	・25年度に策定した基本的な考え方に基づき、２年度末で指定管理期間が終了する施設の使用料の点検・精査を行い、受益者負担率が基準を下回っている施設の受益と負担の適正化に向けた今後の取組方針を整理し、ホームページでの公表を行った。




	②「見える化」による受益と負担の適正化
・25年度に策定した基本的な考え方に基づき、30年度決算に基づく受益者負担率の現状把握を行う。
・各施設の受益と負担の状況等を一覧にまとめ、ホームページでの公表を行う。
	・30年度決算に基づく受益者負担率の現状把握を行うとともに、経費削減や利用の向上に向けた取組を促した。
・各施設の受益と負担の状況等を一覧にまとめ、ホームページでの公表を行った。




取組期間の成果
	・29年10月より受益者負担率の算定基礎をこれまでの官庁会計の数値から財務諸表の数値に変更し、フルコストによる受益者負担率をあわせて公表することにより、市民利用施設の運営に投入されている経費のより一層の「見える化」を図った。
・受益者負担率が基準を下回っている施設に対するヒアリング等を通じて、受益者負担率の適正化に向けた点検・精査を行った結果、各施設における経費節減や利用促進、料金改定等につながった。



今後の方向性
	・これまでの取組により、一定の成果が見られるため、今後は、それぞれの施設を所管する所属のマネジメントのもと、引き続き受益と負担の適正化に向けた取組を継続していく。




[bookmark: _Toc12370785][bookmark: _Toc12372653][bookmark: _Toc43466674]
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[bookmark: _Toc43466676][bookmark: _Toc44684535][bookmark: _Toc45114850]柱2-1-(1)-ア-①　地下鉄

取組期間の成果
	・デューデリジェンスの実施と準備会社の設立に必要な手続きを実施し、地下鉄事業の受け皿となる準備会社として、大阪市高速電気軌道株式会社（Osaka Metro）を設立のうえ、30年４月に、同社へ地下鉄事業を引き継いだ。




今後の方向性
	・本市は、Osaka Metroと連携して市内交通施策を推進する。
・市内交通サービスの維持・発展をはかるため、所管所属において、Osaka Metroを適切に監理していく。
・これらにより、大阪における生活の利便性、活発な都市活動を支える市内地下鉄ネットワークの維持・発展をめざす。





[bookmark: _Toc43466677][bookmark: _Toc44684536][bookmark: _Toc45114851]柱2-1-(1)-ア-②　バス

取組期間の成果
	・大阪シティバス（株）への事業譲渡に向けた検討と必要な手続きを実施し、30年４月に同社へバス事業を一括譲渡した。




今後の方向性
	・本市は、大阪シティバス（株）と連携して市内交通施策を推進する。
・市内交通サービスの維持・発展をはかるため、所管所属において、大阪シティバス（株）を適切に監理していく。
・これらにより、市内交通施策を推進し、市内バスネットワークの維持とサービス向上を図る。


[bookmark: _Toc43466678]








[bookmark: _Toc44684537][bookmark: _Toc45114852]柱2-1-(1)-ア-③　水道

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	ＰＦＩ管路更新事業にかかる「実施方針案」を作成・公表。
	・ＰＦＩ管路更新事業に係る「実施方針（案）」及び「要求水準書（案）」等を作成し、２年２月にホームページ上に公表した。
	達成




元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	⑤新たな運営権制度の活用も含めた経営形態の見直し検討
・改正水道法の適用によるＰＦＩ管路更新事業について、事業スキームの詳細検討を行う。
・ＰＦＩアドバイザーからの支援を受けながら、事業スキームの詳細検討を行い、元年度中にＰＦＩ管路更新事業にかかる「実施方針案」を作成・公表するとともに、関連議案を市会に提出する。
	・31年２月に公表した「改正水道法の適用によるＰＦＩ管路更新事業と水道基盤強化方策について（素案）」に関して、市民向けＱ＆Ａを公表した。（４月）
・ＰＦＩアドバイザーと業務委託契約を締結した。（７月）
・ＰＦＩ管路更新事業に係る「実施方針（案）」、「要求水準書（案）」等をホームページ上に公表した。（２月）
・「大阪市水道管路更新事業に係る実施方針に関する条例案」を市会に提出し、可決された。（３月）





取組期間の成果
	・公共施設等運営権制度を活用した経営形態の見直しを進めてきたが、29年３月に市会において、賛否の態度がいずれも過半数に達せず、審議未了により廃案になった。
・しかしながら、水需要の減少傾向が続くなか、水道事業の直面する諸課題の解決を図るためには、官民連携手法の導入が必要であることから、29年度から30年度までの間、老朽化が進む管路の更新・耐震化を大幅に促進し、安心安全の強化を図ることなどを目的とした官民連携手法の導入の検討を重ね、31年2月に、「改正水道法の適用によるＰＦＩ管路更新事業と水道基盤強化方策について（素案）」を公表した。
・元年度は、同事業のスキームについて、大阪市ＰＦＩ事業検討会議での意見聴取を経たうえで、同事業の「実施方針（案）」、「要求水準書（案）」等を２年２月に公表するとともに、「大阪市水道管路更新事業に係る実施方針に関する条例案」を市会へ提出し、３月に可決された。




今後の方向性
	・老朽管路の更新・耐震化を大幅に促進し、安心・安全の強化を図るための体制整備に取り組む必要があることから、引き続き「市政改革プラン3.0」において、ＰＦＩ管路更新事業の４年度実施に向け、募集要項等の公表資料の作成、事業者選定手続き等を進めていく。






[bookmark: _Toc43466679]
[bookmark: _Toc44684538][bookmark: _Toc45114853]柱2-1-(1)-ア-④　下水道

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	早期の事業効果発現に向け、民間事業者との対話を深め、多様な民間活用手法を幅広く検討し、元年度中に事業スキーム案を策定する。
	・多様な民間活用手法について民間事業者との対話を実施し、民間活用効果の早期発現できる事業領域として必要な条件を確認した。
	未達成




元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	②公共施設等運営権制度の導入にかかる課題の整理・手続
・包括委託による業務の実施状況の点検を実施。
・民間事業者との対話をより深め、リスク分担等得られた意見を分析したうえで、早期に民間活用効果を発現できる事業スキーム案を検討・策定する。
	・「クリアウォーターOSAKA株式会社」への包括委託による業務の実施状況の点検を実施した。
・多様な民間活用手法について民間事業者との対話を実施し、民間活用効果の早期発現できる事業領域として必要な条件を確認した。
・民間事業者との対話を深めることに時間を用いたため、事業スキーム案の検討までにとどまった。





取組期間の成果
	・28年７月に新会社（クリアウォーターOSAKA株式会社）を設立し、29年４月から下水道施設の運転維持管理業務の包括委託を開始し、事業の効率化など、一定の民間活用効果を得た。
・下水道事業全体への公共施設等運営権制度の導入については、30年度から民間事業者との対話を実施する中で、リスク分担や財源確保など本市だけでは解決できない課題もあり、課題解決には相当な時間を要することなどから、現時点において、下水道事業全体の運営を民間事業者だけで実施することはできないことが判明した。そのため、民間活用の拡大に適した事業領域から進めることとし、民間事業者との対話をさらに深め、民間活用効果の早期発現できる事業領域として必要な条件を確認した。




今後の方向性
	・元年度目標は未達成であったが、民間活用効果の早期発現できる事業領域として必要な条件に該当する施設を「実現可能性の高い事業領域」とし、引き続き「市政改革プラン3.0」において、民間活用手法の導入拡大に向け詳細検討を進めていく。











[bookmark: _Toc527651571][bookmark: _Toc43466680][bookmark: _Toc44684539][bookmark: _Toc45114854]柱2-1-(1)-ア-⑤　幼稚園 

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	具体化が可能な園について、個々の園の進め方の方針をそれぞれ策定し、取組を進める。
	・個々の園の進め方の方針を策定するため、所管局と関係区との間で協議を実施。
	未達成




元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①個々の園の状況や地域ニーズ等から進め方を検討
・具体化が可能な園について、個々の園の進め方の方針をそれぞれ策定し、取組を進める。
	・個々の園の進め方の方針を策定するため、所管局と関係区との間で協議の実施に向けて準備を進めたが実施には至らなかった。






取組期間の成果
	・市立幼稚園の２園（泉尾・堀江）について、民間移管を実施した。




今後の方向性
	・市立幼稚園は、それぞれの園の成り立ちの経緯や地域におけるニーズが異なり、地域の十分な理解を得て進めていくには、個々の園や地域の状況が異なるため、全市一律の進め方ではなく、個々の園や地域の状況を十分考慮して進める必要がある。
・関係区・関係先との間で調整を進めた結果、具体化が可能となった園から、順次、個々の進め方の方針を策定し、引き続き、「市政改革プラン3.0」において、民営化の取組を進める。





[bookmark: _Toc43466681][bookmark: _Toc44684540][bookmark: _Toc45114855]柱2-1-(1)-ア-⑥　保育所

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	各年度の公立保育所数の１割程度を民間移管にかかる公募実施
31年４月１日現在
公立91箇所
（民間365箇所）
	７か所
・うち、１か所は民間移管
　６か所は民間委託
	未達成




元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①条件を満たす公立保育所の民間移管等
・民間移管・民間委託の円滑な推進に向け、選定、保護者対応、引継ぎ共同保育等を実施する。
・法人が応募しやすい条件を検討する。

	・４年度に民間移管、３年度に民間委託予定の７か所の公募を５月に実施した。
・２年度公募予定の民間移管予定の１か所の公表を８月に実施した。
・応募条件におけるエリア拡大を検討し公募に反映した。
・民間移管・民間委託の円滑な推進に向け、選定、保護者対応、引継ぎ・共同保育等を実施した。

	②民間移管に加え、補完的な手法として運営委託を実施
・民間委託の公募実施に向けた準備・調整を行う。
・法人が応募しやすい条件を検討する。
	・３年度から民間委託予定の６か所の公募を５月に実施した。
・応募条件におけるエリア拡大を検討し公募に反映した。



	③新たな手法による民営化の推進
・再編推進における課題解決の手法を検討する。
	・再編推進における課題解決の手法を検討するため、民間事業者への聞き取り等を実施した。
・意見を踏まえ、必要な公募条件の見直しについて検討を進めた。




取組期間の成果
	・28年度以降も引き続き公立保育所の民営化等に取り組み、４年間で、のべ30か所の公募等（法人の決定に至らなかった場合の再公募を含む）を実施した。
・27年度以前に公表・公募した保育所も含め、４年間で17か所の民間移管等、２か所の廃止を行った。




今後の方向性
	・「市政改革プラン3.0」においても、区長において施設や地域の状況を精査したうえで、休廃止も視野に入れながら、セーフティネットとしての直営の必要性を考慮しつつ、施設の状況に応じて、原則民間移管、民間移管が困難な場合は、補完的に委託化を推進する。また、「公立保育所新再編整備計画」を精査しつつ、民間事業者が応募しやすい条件など新たな民営化手法を検討・実施する。


[bookmark: _Toc43466682][bookmark: _Toc44684541][bookmark: _Toc45114856]柱2-1-(1)-ア-⑦　福祉施設

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	安定的で継続した運営が可能となるよう民間移管を進め、利用者サービスの向上を図る。
	28年度
	６か所

	30年度
	３か所

	元年度
	１か所



	元年度民間移管施設１か所
	達成




元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	③元年度民間移管予定施設
・移管先法人による新築施設の建築工事施工
・民間移管の実施
	・移管先法人による新築施設の建築工事施工を実施した。
・東さくら園について、民間移管を実施した。（９月）





取組期間の成果
	・福祉施設の10施設について、民間移管を実施した。
（参考）
28年度
・入舟寮（児童養護施設）、北さくら園、南さくら園（母子生活支援施設）、都島こども園、淡路こども園（児童発達支援センター）、大畑山苑（特別養護老人ホーム）について、28年４月に民間移管を実施。
30年度
・淀川寮、第２港晴寮（保護施設）、中央授産場（障がい者就労支援施設）について、30年４月に民間移管を実施。
元年度
・東さくら園（母子生活支援施設）について、元年９月に民間移管を実施。




今後の方向性
	・指定管理者制度を導入している福祉施設のうち、支援を受ける方が特定できる施設で運営主体が社会福祉法人であるものについては、残る施設が減少し、かつ、個別性が高いため、所管所属において福祉施設の個々の実情を踏まえつつ民間移管を行っていく。





[bookmark: _Toc12372662][bookmark: _Toc45114857]柱2-1-(1)-イ-①　博物館

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	・30年度　総務省へ法人設立認可申請
・元年度　地方独立行政法人設立
	・31年4月に法人設立
	達成




取組期間の成果
	・28年度に「大阪市ミュージアムビジョン」（12月）及び「博物館施設の地方独立行政法人化に向けた基本プラン」（３月）を策定。
・29年度に定款を策定し、その後地独法化の関連議案の可決を経て、総務省に設立認可申請を行い、30年度末に認可され、31年４月に地方独立行政法人大阪市博物館機構を設立。




今後の方向性
	・経営と施設運営の一元化をめざして設立した地方独立行政法人大阪市博物館機構に対し、「大阪市ミュージアムビジョン」に掲げる「大阪の知を拓く」「大阪を元気に」「学びと活動の拠点へ」の３つの目標を含む中期目標の達成に向けて、財源措置や業務実績評価等を通じたPDCAサイクルの推進による法人業務の活性化等、設立団体としての支援を行う。
・これらにより、法人による「都市のコアとしてのミュージアム」実現を通じた都市大阪の発展や市民力向上への貢献をめざす。


[bookmark: _Toc43466684]


[bookmark: _Toc12372663][bookmark: _Toc45114858]柱2-1-(1)-ウ-①　一般廃棄物（収集輸送）

	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	28年度比で職員定数の約10%（150名）の削減
30年度　 93名
元年度　150名（累積）
※なお、元年度目標以上の減員が見込まれる場合は、さらなる民間委託の拡大を図る。
	・職員定数の削減
　　元年度　152名
（29年度からの累積）
	達成


元年度目標の達成状況

元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	➀民間委託化の拡大・推進
・｢家庭系ごみ収集輸送事業改革プラン（以下「改革プラン」という。）｣に掲げる効率化による定数削減と今後の早期退職の動向などを踏まえて、民間委託化の拡大を検討する。
	・「改革プラン」に掲げる効率化による定数削減数以上に在籍職員の減員がなかったことから、元年度の民間委託化の拡大は実施していない。


	②さらなる改革の推進
・「改革プラン」に基づき、「経費の削減」と「市民サービスの向上」を改革の２つの柱として、徹底した効率化を図る。
・運行管理システムを活用し、日常的なＰＤＣＡサイクルを徹底していくことで、さらなる効率化に繋げていく。
・環境・廃棄物行政の地域におけるコントロールタワーとして、市民の理解・協力を得ることで、地域から必要とされる「環境事業センター」に向け、地域との連携を強化する。
	・ＰＤＣＡサイクルを徹底した結果、効率化により職員定数を61名（累積152名）削減したほか、公務上交通事故の発生件数が20件と昨年度の30件を下回った。（最終目標：45件以内）
・地域・区役所との連携強化を図るため、合同防災訓練を拡大実施（39回）したほか、古紙・衣類のコミュニティ回収実施団体数の拡大推進（101団体）に取り組んだ。





取組期間の成果
	・ＰＤＣＡサイクルを徹底し、進捗管理を厳格に行った結果、効率化による職員定数削減のほか、公務上交通事故件数の削減など、「改革プラン」に掲げた全ての目標について「目標どおり」もしくは「目標を大きく上回る」成果を得た。



今後の方向性
	・２年度からの３か年を対象として新たに策定した「家庭系ごみ収集輸送事業改革プラン2.0」に基づき、「改革プラン」の考え方を踏襲し、更なる｢経費の削減｣と「市民サービスの質的向上」に向けて、継続的に取り組んでいくとともに、経営形態の検討も進めるなど、引き続き「市政改革プラン3.0」においても改革を推進していく。





[bookmark: _Toc43466685][bookmark: _Toc44684544][bookmark: _Toc45114859]柱2-1-(1)-ウ-②　弘済院

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	新病院等の整備、弘済院の機能継承に向けて着実に検討を進め、方向性を決定する。
・住吉市民病院跡地に整備する新病院等に係る基本構想の策定（30年度）
・新病院等の整備に係る基本計画の策定（30年度）
・新病院等の整備に係る基本設計の実施（元年度）
	・新病院等の整備に係る基本設計に係る取組を進めた。
	未達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①弘済院の全体のあり方を検討
・元年度当初に基本構想を策定する。


	・31年４月の戦略会議を経て基本構想を策定のうえ、次のとおり、弘済院の今後の方向性を変更した。
【附属病院・第２特養】
・それぞれの機能を継承する新病院等の開設に伴い廃止
【第１特養】
・早期の民間移管


	②附属病院
・元年度中に基本設計を実施する。
・基本構想を踏まえ、取組を進める。
	・新病院等の基本設計に着手したが、新病院等の運営に係る関係機関との協議に時間を要したため、元年度中の完了には至らなかった。（２年度完了予定）
・弘済院の今後の方向性に沿って取組を進めた。

	③第１特別養護老人ホーム
・指定管理による運営を継続する。
・基本構想を踏まえ、取組を進める。
	・指定管理による運営を継続した。
・弘済院の今後の方向性に沿って取組を進めた。


	④第２特別養護老人ホーム
・基本構想を踏まえ、取組を進める。
	・弘済院の今後の方向性に沿って取組を進めた。




取組期間の成果
	・31年４月の戦略会議において、当初計画していた弘済院附属病院の現地建替えを中止し、弘済院が担ってきた認知症医療・介護機能を継承する新病院等を住吉市民病院跡地で整備し、大阪市立大学が運営することで、機能面の充実をめざすこととした。



	・基本構想に沿って新病院等の開設を進める段階であり、今後は、関係所属において新病院等の開設に向けて、関係機関との協議・調整を進めていく。


今後の方向性
[bookmark: _Toc12372665]

[bookmark: _Toc45114860]柱2-1-(1)-ウ-③　市場

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	【本場・東部市場】
管理運営経費の削減に資するため指定管理者制度の導入
（卸売市場法の抜本的改正が予定されているため、改正状況を踏まえつつ、制度導入について、検討を継続する）
※当面は委託範囲拡大等による業務の効率化にも取り組む。
	・卸売市場法の改正後の状況を見据えて、民間活力を最大限活用しながら、指定管理者制度など最適な市場運営のあり方を検討した。
・業務の見直しによる効率化に取り組んだ。
	達成


	【南港市場】
効率的な運営手法の確立
（「南港市場将来戦略プラン」に基づく施設整備をはじめとする市場機能の向上も含む）
元年度に分離発注方式による実施設計を完了させるとともに、工事にかかる入札公告を行う。
	・実施設計の完了
・工事にかかる入札公告を実施
	達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	➀本場・東部市場への指定管理者制度の導入
・指定管理者制度の導入検討については、民間活力を最大限活用しながら最適な市場運営のあり方を検討する中で取り組む。
	・法改正の状況について、国や他市場との意見交換を実施した。
・法改正への対応について、市場内事業者との意見交換を実施した。
・民間活力を最大限活用しながら、指定管理者制度など最適な市場運営のあり方を検討するとともに、業務の見直しによる効率化に取り組んだ。

	②南港市場将来戦略プランに基づく市場機能の向上と市場運営の効率化
・実施設計については、市場内事業者との意見交換会を早期に行いながら設計に反映させるなど円滑に進めるとともに、完了後速やかに工事にかかる入札公告を行う。
	・実施設計については、市場内事業者との意見交換を実施し、設計に反映させるなど円滑に進めるとともに、完了後速やかに工事にかかる入札公告を実施した。





取組期間の成果
	【本場・東部市場】
・指定管理者制度の導入については、先行事例調査や企業ヒアリング等、民間事業者が担い手となる手法について検討や調整を行った結果、受託しうる事業者を見出しがたく、公募によっても市場競争性が生じない状況であったため、委託範囲の拡大等による管理運営経費の削減を行った。
・上記状況や卸売市場法の改正を踏まえて、民間活力を最大限活用しながら最適な市場運営のあり方の検討に取り組んだ。
【南港市場】
・効率的な運営手法の確立に向け、南港市場将来戦略プランに基づく施設整備事業に取り組み、基本計画・基本設計・実施設計を完了し、令和元年度中に工事にかかる入札公告を行った。



今後の方向性
	【本場・東部市場】
・引き続き経営の健全性の確保に取り組む必要があるため、「市政改革プラン3.0」において、改正卸売市場法施行後の状況を踏まえ、市場内事業者と連携し、民間活力を最大限活用しながら最適な市場運営のあり方について検討を継続する。
【南港市場】
・効率的な運営手法の確立に向け、施設整備事業に取り組む。


[bookmark: _Toc43466687][bookmark: _Toc44684546][bookmark: _Toc45114861]柱2-1-(2)-ア　ＰＰＰ／ＰＦＩの活用促進

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	事業の企画を担当している職員のうち、事業手法としてＰＰＰ／ＰＦＩ手法を理解し積極的に検討しようとする職員の割合
	28年度
	30％

	29年度
	45％

	30年度
	60％

	元年度
	80％



	56.9％
	未達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①各所属におけるＰＦＩの検討導入の促進及びガイドライン等に基づく円滑な導入実施の支援
・「基礎研修（６月）」、「ＰＰＰ／ＰＦＩ普及啓発研修（８月頃）」、「実践研修（９月頃）」、「ｅラーニング研修（12月）」において、これまでの企画担当者向け職員アンケート結果の分析を踏まえ、職員の理解度等に応じて手法や内容を変えてアプローチするなど工夫した取組を実施する。
・ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討規程、ガイドライン等に基づく検討支援を実施する。
	・「基礎研修（６月）」、「ＰＰＰ／ＰＦＩ普及啓発研修（８月）」、「実践研修（９月）」、「ｅラーニング研修（12月）」を実施した。
・研修内容のポイントを取りまとめ、庁内ポータルで発信することにより、研修未受講者への理解促進を図った。
・職員の理解度等（経験やレベル）に応じた、eラーニング研修資料（初級編及び中級編）を用意し、幅広い層への理解促進を図った。
・ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討規程に関する協議、各種相談など活用促進に向けて各所属における検討を支援した。
・各所属での検討支援の一環として、「マーケットサウンディング「官民対話」のポイント」を作成し、庁内ポータルで発信した。
・ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討規程、ガイドライン等に基づく検討支援を実施した。
主な支援対象事業：天保山客船ターミナル整備等事業、水道ＰＦＩ管路更新事業、工業用水道特定運営事業



取組期間の成果
	・大阪市ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討規程を策定（28年度）し、検討にあたっての必要なプロセスを確立した。また、各種研修の実施等の普及啓発の取組によりＰＰＰ／ＰＦＩ手法に対する職員の意識向上や組織全体の検討意識の醸成を図ることで、職員の理解度や検討意識が一定向上した。
・また、ＰＰＰ／ＰＦＩの活用事例としては、海老江下水処理場改築更新事業及び天保山客船ターミナル整備等事業の２件について、ＰＦＩ事業契約の締結に至った。



今後の方向性
	・元年度目標は未達成であったが、取組期間において民間活力の活用を積極的に検討する職員は増えつつあり、活用事例も生じている。今後は、より積極的に検討・導入に取り組む職員を増やすことで事業分野も広げていく必要がある。
・引き続き「市政改革プラン3.0」において、ＰＰＰ／ＰＦＩなどの民間活力の活用手法について、職員に行動を促すことで、全庁的に積極的な検討・導入の機運を高め、官民対話も促進しながら、最適な民間活力の活用手法の導入につなげる。





[bookmark: _Toc22312287][bookmark: _Toc43466688][bookmark: _Toc44684547][bookmark: _Toc45114862]柱2-1-(2)-イ　指定管理者制度の活用

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	30年度　土地活用等評価委員会での意見を踏まえ、サービス向上の視点から、評価方法等に関わる内容について検討結果を取りまとめる。
元年度　30年度に取りまとめた検討結果について、評価方法等が有効に機能するか検証等を行ったうえで、ガイドラインの改正を行う。
	評価方法等の改善について、土地活用等評価委員会の審議を経て、より適切な制度設計・運用が可能となるようガイドライン等を改正。
	達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	➀土地活用等評価委員会を活用したマネジメントサイクルの確立
・評価方法等の改善に向けて、土地活用等評価委員会の審議における意見も踏まえながら、より適切な制度設計・運用が可能となるように検討を行い、評価方法等が有効に機能するか検証等を行ったうえで、ガイドラインの改正を行う。
	・評価方法等の改善に向けて、関係所属に評価内容の調査を行った。
・関係所属への調査の取りまとめ結果を基に、より適切な制度設計・運用が可能となるよう検証等を行い、土地活用等評価委員会の審議における意見も踏まえたうえで、ガイドライン等の改正を行った。





取組期間の成果
	・28年度に新設された土地活用等評価委員会における外部有識者からの意見を踏まえ、PDCAサイクルを確立させながら、各年度の課題に応じて、より適切な制度設計・運用が可能となるようガイドライン等の改正を進めた。
・指定管理者制度導入適否の確認にかかる他都市状況調査を実施するとともに、大阪市における公の施設の調査結果を取りまとめ、指定管理者制度の導入の適否及び障壁等の確認を行った結果、特段の障壁等はなく、施設の特性や特有の事情などから各所属が指定管理者制度導入を判断していることが確認できた。



今後の方向性
	・ガイドラインに沿って土地活用等評価委員会を活用したＰＤＣＡサイクルのもと、適正に指定管理者制度の運用を図っていく。












[bookmark: _Toc12370800][bookmark: _Toc12372668][bookmark: _Toc43466689][bookmark: _Toc44062448][bookmark: _Toc44662740][bookmark: _Toc44681225][bookmark: _Toc44684548][bookmark: _Toc44685022][bookmark: _Toc45114863]－新たな価値を生み出す改革－（行革編）
[bookmark: _Toc527651580][bookmark: _Toc12372669][bookmark: _Toc22310223][bookmark: _Toc22312288][bookmark: _Toc43466690][bookmark: _Toc44062449][bookmark: _Toc44662741][bookmark: _Toc44681226][bookmark: _Toc44684549][bookmark: _Toc44685023][bookmark: _Toc45114864]【改革の柱３】改革推進体制の強化

[bookmark: _Toc12372670][bookmark: _Toc22312289][bookmark: _Toc43466691][bookmark: _Toc44684550][bookmark: _Toc45114865]柱3-1-(1)-ア　改革を推進する職員づくり

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	「常に行政のプロとしての意識を持ち業務に取り組んでいる」かつ「仕事には常に創意工夫をこらしている」と自己評価している職員の割合（課長級以下）
30年度　73％
元年度　74％
	73.4％
	未達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①若年層職員の育成
問題意識・プロ意識を持ち、解決できる能力を備えた人材育成をめざし、階層別研修やキャリア形成支援を実施。
・新採用者研修
・新採用者消防実技研修
・新採用者フォローアップ研修
・グローアップ研修（採用３年目）
・中堅職員研修
・新任主務研修
・キャリアデザイン研修Ⅰ（30歳）
・メンター・メンティ研修（振り返り）
・キャリア相談
	次の研修等を実施した。
・新採用者研修
・新採用者消防実技研修
・新採用者フォローアップ研修
・グローアップ研修（採用３年目）
・中堅職員研修
・新任主務研修
・キャリアデザイン研修Ⅰ（30歳）
・メンター・メンティ研修（振り返り）
・キャリア相談


	②管理監督者のマネジメント力の向上
マネジメント能力の向上や部下のキャリア支援等、人材育成機能の強化に向けて、階層別研修を実施。
・新任部長研修
・新任課長研修
・現任課長研修
・課長昇任前アセスメント研修
・課長昇任前アセスメントフォローアップ研修
・新任課長代理研修
・新任係長研修
	次の研修を実施した。
・新任部長研修
・新任課長研修
・現任課長研修
・課長昇任前アセスメント研修
・課長昇任前アセスメントフォローアップ研修
・新任課長代理研修
・新任係長研修









取組期間の成果
	・若年層の育成強化のため、採用２年目研修を、業務遂行能力、主体性及び後輩指導力の向上をめざした
グローアップ研修（採用３年次）に改めた（30年度）。
・管理者層のマネジメント力強化のため、課長マネジメント研修（28年度。希望者のみ）、現任課長研修（29年度～。昇任６～７年目全員を対象）を実施した。
・若年層、管理者層ともに、研修受講者評価シートにおける評価値が３年連続で上昇（※）しており、
一定の成果を上げることができた。
　（※）若年層：「組織から求められる役割を認識し、能力の向上に取り組むことの重要性が理解できた」
と回答した職員の割合　29年度84.4％、30年度92.0％、元年度 92.4％
　　　　管理者層：「マネジメント力を発揮し、人材育成を推進することの重要性について理解できた」
と回答した職員の割合　29年度86.6％、30年度92.1％、元年度 92.4％



今後の方向性
	・引き続き「市政改革プラン3.0」の取組項目「次代を担う職員の育成」において自主的・主体的にリーダーシップを発揮できる職員の育成や幹部（候補）の育成を進めるため、若年層職員の育成及び管理監督者層のマネジメント力向上に取り組む。





[bookmark: _Toc22312290][bookmark: _Toc43466692][bookmark: _Toc44684551][bookmark: _Toc45114866]柱3-1-(1)-イ　市政改革の取組の理解と実践

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	組織として、「市政改革プラン2.0」の基本的な考え方が理解され、自身の職場に関連するプランに基づく取組が実践できていると評価している職員の割合
30年度　　 60％
元年度　　 73％
	70.3％

	未達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	➀所属長に対する啓発
・「市政改革プラン2.0」の具体的な取組項目について、最終年度の目標達成に向け、進捗が遅れている所属に対し、個別訪問を行い、市政改革室長が所属長と意見交換等を実施のうえ、プランの進捗状況や課題等の把握を行う事により所属長の改革についての率先垂範を促す。
	・30年度末振り返り結果で目標達成率及び実績の向上率が高かった２区（住之江・東成）について、区長マネジメントのベストプラクティスとして、区長会議で共有を図った。
・特に重点的な取組や課題を有する取組等について意見交換すべき所属として、ＰＴリーダー・サブリーダー・12の区長及び１の室長による意見交換等を実施した。
・意見交換等で把握した課題等を区長会議関係部会等で情報共有するなど、必要に応じてフォローを行った。

	②庁内ポータルや研修による啓発
・職員が改革の目標を意識し、各職場で改革の取組を実践するよう、改革の必要性や考え方について分かりやすい啓発資料や研修資料等を作成し、庁内ポータルや、階層別研修の場を活用して周知する。
	・新規採用者、新任係長、新任課長・課長代理、新任主務研修、中堅職員研修等の機会に市政改革の基本的な考え方や取組について説明し、周知した。
・「市政改革プラン2.0」の30年度末時点及び元年８月末時点の進捗状況について、庁内ポータル及び大阪市ホームページを活用して周知した。




取組期間の成果
	・「市政改革プラン2.0」の進捗が遅れている（課題がある）所属との意見交換や区長会議でのベストプラクティスを共有することで、所属長の改革についての率先垂範を促した。
・階層別研修や庁内ポータルを活用した改革の必要性や考え方についての周知により、29年度末時点で最終年度目標（65％）を達成しており、目標を上方修正するなど、職員の理解が進み、各職場において自律的に市政改革の取組を実践できる環境が一定整えられた。



今後の方向性
	・「市政改革プラン3.0」の取組項目「次代を担う職員の育成」において、自主的・主体的にリーダーシップを発揮できる職員の育成を進めていく。





[bookmark: _Toc12372672][bookmark: _Toc22312291][bookmark: _Toc43466693][bookmark: _Toc44684552][bookmark: _Toc45114867]柱3-1-(2)-ア-①　働きやすい職場環境づくり

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	男性職員の育児休業等取得率
	28年度
	7.0％
	

	29年度
	8.0％
	

	30年度
	9.5％
	

	元年度
	11.0％
	

	２年度
	13.0％
	（※）


※「特定事業主行動計画（仕事と生活の両立支援プラン）（28年３月〔改訂〕）」より
	10.1%

	未達成




元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	➀ワーク・ライフ・バランスを推進する取組
・以下の取組を進めるとともに、各所属の協力を得ながら職員が働きやすい職場環境づくりを推進していく。

・ワーク・ライフ・バランス推進期間の設定
・管理職研修の実施
	・７月に階層別研修（新任課長代理、係長研修）を実施。
・７月にイクボス研修を実施。（６回）
・７月、８月をワーク・ライフ・バランス推進期間、11月をワーク・ライフ・バランス推進月間として設定し、定時退庁を促す庁内放送を実施。
・11月に「女性職員の多様な働き方を考えるセミナー」を実施。
　

	②安心して出産・子育てをすることができる職場環境づくり
・以下の取組を進めるとともに、各所属の協力を得ながら職員が働きやすい職場環境づくりを推進していく。

・休暇、休業制度の周知徹底
・管理職研修の実施

・元年度に男性職員の育児参加休暇の完全取得率50%を達成するため、人事担当課長会などあらゆる機会を通じて、男性職員の育児休業等の取得推進、特に育児参加休暇について、５日連続取得や５日間の完全取得の周知を図る。
	・７月に階層別研修（新任課長代理、係長研修）を実施。
・７月にイクボス研修を実施。（６回）
・７月、８月をワーク・ライフ・バランス推進期間、11月をワーク・ライフ・バランス推進月間として設定し、定時退庁を促す庁内放送を実施。
・人事担当課長会において、男性職員の育児休業等の取得推進、特に育児参加休暇について、５日連続取得や５日間の完全取得の周知を実施。
・９月、２月に育児参加休暇取得の対象となる男性職員に個別勧奨を実施。





取組期間の成果
	・特定事業主行動計画に基づき、仕事と生活の両立支援の取組を進める中で、28年５月に市長、副市長及び全所属長が一丸となり、「イクボス宣言」を実施し、「ワーク・ライフ・バランス推進プラン」を策定。
・階層別研修やイクボス研修の実施や、ワーク・ライフ・バランス推進期間の設定等により、職場実態に応じた取組や働きやすい環境の整備、職員の意識啓発の向上に努めた。
・また、30年９月に「ワーク・ライフ・バランス推進プラン2.0」を策定し、多様化するニーズに対する柔軟な働き方への対応等の取組を進めた。
・これらの取組により、男性の育児休業等取得率も向上し、一定の成果を上げることができた。



今後の方向性
	・今後も、職場実態に応じた取組や働きやすい環境の整備、職員の意識啓発が必要であることから、引き続き、情報発信等の取組を進め、「市政改革プラン3.0」において、多様化する職員のニーズを把握しながら、テレワークのさらなる利便性の向上を図る等、柔軟な働き方の実現や職場実態に応じた働きやすい環境整備によるワーク・ライフ・バランスの推進に努めていく。


[bookmark: _Toc22312292][bookmark: _Toc43466694][bookmark: _Toc44684553][bookmark: _Toc45114868]柱3-1-(2)-ア-②　女性の活躍推進

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	管理職に占める女性職員の割合（事務系） ［市長部局（各委員会事務局・市会事務局含む）］
28年度  
課長級以上 13.0％  
係長級以上 25.0％ 
29年度  
課長級以上 14.5％  
係長級以上 26.0％ 
30年度  
課長級以上 15.0％  
係長級以上 26.0％ 
元年度  
課長級以上 16.0％  
係長級以上 27.0％ 
２年度（※）  
課長級以上 20.0％  
係長級以上 30.0％ 
※「特定事業主行動計画（仕事と生活の両立支援プラン）（28年３月〔改訂〕）」より
	課長級以上
　　15.2％
係長級以上
　　26.4％
	未達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	➀女性の活躍推進に向けた取組
・以下の取組を進め、女性職員が能力を十分に発揮し、活躍できるよう環境整備を推進していく。
・女性職員自身のキャリア形成を考えるセミナー等の実施
・管理職研修の実施　など
	・７月に階層別研修（新任課長代理、係長研修）を実施。
・11月に「女性職員の多様な働き方を考えるセミナー」を実施。





取組期間の成果
	・特定事業主行動計画に基づき、女性職員がキャリア形成について考えるきっかけを作るセミナーや、部下のキャリア支援等に関する管理職向け階層別研修の実施等を通じ、女性職員が能力を十分に発揮し、活躍できるよう環境整備を推進してきた。
・また、人事異動方針においても、女性職員の活躍推進に向けた取組について規定した。
・これらの取組により、管理職に占める女性職員の割合も向上し、一定の成果を上げることができた。



今後の方向性
	・元年度目標は未達成であったが、着実に割合は増加しており、引き続き、管理職研修の実施や女性セミナー等の取組を進め、「市政改革プラン3.0」において、多様化する職員のニーズを把握しながら、柔軟な働き方の実現や職場実態に応じた働きやすい環境整備によるワーク・ライフ・バランスの推進に努めていく。



[bookmark: _Toc12372674][bookmark: _Toc22312293][bookmark: _Toc43466695][bookmark: _Toc44684554][bookmark: _Toc45114869]柱3-1-(2)-イ　５Ｓ、標準化、改善、問題解決力向上の推進

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	自身の職場において、５Ｓ・標準化の活動が自発的な改善につながっていると評価している職員の割合
30年度　20％
元年度　85％
	79.1%
	未達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	➀「５Ｓ活動」・「標準化」の実践 
・管理、監督者及び係員を対象とした階層別研修や情報発信を実施するとともに、必要に応じて所属のサポートを行う。
・各所属のアクションプランに係る取組を全庁的に実践する。


	・関係所属会議を開催し、今後の活動方針やアクションプランに係る取組などについて協議した。
・管理、監督者及び係員を対象とした階層別研修や庁内情報誌による情報発信を実施した。
・各所属で実施しているアクションプランを庁内ポータルに掲載し、全庁的な情報共有を行った。
・各所属において元年度アクションプランの自己評価を行った。

	②改善活動・問題解決力向上の推進
・より実用的で使いやすいものにするために「カイゼンツール」の改訂を行う。
・はなまる活動表彰制度への推薦事例や各所属における活動事例を収集し、全庁的な共有を図る。
・所属長を対象とした研修及び管理、監督者及び係員を対象とした階層別研修や情報発信を実施する。
	・「カイゼンツール1.0」【概要版】及び「ミニ　カイゼンツール1.0」を作成するとともに、庁内ポータルへの掲載し、全庁的に共有した。
・上記について、はなまる活動表彰制度への積極的な活用を各所属に促した。
・はなまる活動表彰制度への推薦事例や各所属における活動事例を収集するとともに、庁内ポータルに掲載し、全庁的な共有を行った。
・所属長、課長級を対象とした研修及び管理、監督者及び係員を対象とした階層別研修や情報発信を実施した。



取組期間の成果
	・製造業などの民間企業を中心に安全や品質の向上を目的として取り組まれてきた５Ｓ・標準化等の視点を行政に取り入れ、職員啓発を進めた結果、「自身の職場において、５Ｓ・標準化の活動が自発的な改善につながっていると評価している職員の割合」は、30年度、元年度において80%程度と高い水準の実績となり、一定の成果を上げることができた。



今後の方向性
	・今後は各職場で５Ｓ、標準化、改善、問題解決力向上に取り組み、組織の生産性向上や市民サービスの向上を図るため、「市政改革室プラン3.0」の取組項目「次代を担う職員の育成」において取組を推進する。





[bookmark: _Toc12372675][bookmark: _Toc22312294][bookmark: _Toc43466696][bookmark: _Toc44684555][bookmark: _Toc45114870]柱3-1-(3)　コンプライアンスの確保

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	直属の上司が日々の業務においてコンプライアンスを意識していると評価する職員の割合
30年度　77％
元年度　97.1％
	97.2％
	達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①コンプライアンス研修等の実施
・各階層に応じたコンプライアンス研修の実施、各所属実態に応じた効果的なコンプライアンス研修実施のための支援を行う。
・コンプライアンス推進強化月間の取組実施、職員アンケートの結果等を踏まえた重点的・効果的な取組の支援を行う。
・コンプライアンス・ニュース等の情報発信等を行う。 


	・各階層に応じたコンプライアンス研修のうち、集合型コンプライアンス研修（全所属長とコンプライアンス担当及び新任の部長・課長・課長代理級職員を対象）を８月に実施した。
・９月のコンプライアンス推進強化月間の実施にあたり、各所属長からの職員に対するトップメッセージの発信や所属における主体的な取組等を実施した。
・本市で発生したコンプライアンス違反事例等を紹介したコンプライアンス・ニュースを８月、９月、12月、３月に発行し、組織や個人として留意すべき事項について記載し、注意喚起等を行った。
・各階層に応じたコンプライアンス研修のうち、ｅラーニング型研修（全課長・課長代理級職員を対象）を９月に実施した。
・職場コンプライアンス研修等の各所属における主体的な取組を効果的に実施するため、研修教材の提供等の支援を実施した。
・30年度及び元年度にコンプライアンス違反等の事例が発生した所属を対象に、10月に、所属の取組内容等についてヒアリングを実施し、違反事例に対する原因分析や再発防止措置等の情報収集を行った。
・コンプライアンス白書を11月に発行し、本市の状況等について、内外に発信した。

	②公益通報制度の着実な運用
・公正職務審査委員会において迅速かつ充実した審議を行い、審議結果に応じた必要な情報発信等を行う。
	・公正職務審査委員会を61回開催した。
・５月に公益通報制度の運用状況を取りまとめ、代表的な違法・不適正事例等の公表を行った。
・審議結果に応じて、必要な情報を担当者研修及びコンプライアンス・ニュースにおいて情報発信した。

	③不祥事根絶に向けた取組の推進
・服務規律刷新ＰＴ会議を開催し、不祥事 根絶に向けて任命権者ごとに不祥事案の傾向を分析し、具体的な方策の検討や各所属における自律的な取組内容の把握を行い、全市横断的に情報共有する。
・服務研修の実施
・職場服務研修の実施
	・服務規律刷新ＰＴ会議を開催し、不祥事根絶に向けて任命権者ごとに不祥事案の傾向を分析し、具体的な方策の検討や各所属における自律的な取組内容の把握を行い、全市横断的に情報共有した。
・服務研修（新任課長、課長代理、コンプライアンス事務を
担当する課長、課長代理）を８月に２回実施した。
・職場服務研修（係長級以下の全職員）を実施した。





取組期間の成果
	・各階層に応じたコンプライアンス研修の実施、各所属実態に応じた効果的なコンプライアンス研修実施のための支援等の取組の結果、直属の上司が日々の業務においてコンプライアンスを意識していると評価する職員の割合が30年度、元年度とも97％を超えることとなっており、一定の成果を上げることができた。
・服務規律刷新ＰＴ会議を毎年開催し、不祥事根絶に向けて任命権者ごとに不祥事案の傾向を分析し、具体的な方策の検討や各所属における自律的な取組内容の把握を行い、全市横断的に情報共有できた。
　また、服務研修や職場服務研修も毎年実施することで、服務規律の確保等についての基本的な考え方や取組について説明し、周知を行うことができた。



今後の方向性
	・今後も引き続き、各所属に対し、コンプライアンスに関する情報提供を積極的に行うとともに、内部統制とコンプライアンスの関係について整理したうえ、手法及び内容について新たな観点から検討を行い、より効果的な事業を展開していく。
・服務規律刷新ＰＴ会議を開催し、不祥事根絶に向けて任命権者ごとに不祥事案の傾向を分析し、具体的な方策の検討や各所属における自律的な取組内容の把握を行い、全市横断的に情報共有する。
・服務研修、職場服務研修を実施する。










[bookmark: _Toc22312295][bookmark: _Toc43466697][bookmark: _Toc44684556][bookmark: _Toc45114871]柱3-2-(1)　施策・事業のＰＤＣＡサイクルの徹底

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	自ら担当する業務について、ＰＤＣＡサイクルを回して５割以上の業務を改善できたと評価している職員の割合
30年度　48％
元年度　65％
	60.4％
	未達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	➀運営方針を活用したＰＤＣＡサイクルの徹底
・運営方針の策定や評価に関して、各所属への指導・調整を実施する。
・運営方針担当者を中心に運営方針の策定や評価に関わる職員を対象とした研修及び管理、監督者及び係員を対象とした階層別研修や情報発信を実施する。
・組織マネジメントに課題があると思われる所属を対象として、所属長マネジメントの強化に向けた支援を実施する。
	・運営方針の策定や評価に関して、各所属への指導・調整を実施した。
・運営方針担当者を中心に運営方針の策定や評価に関わる職員を対象とした研修及び管理、監督者及び係員を対象とした階層別研修や情報発信を実施した。
・所属長マネジメントの強化について、有識者会議を開催し、選定した対象所属への「有識者会議意見」を決定するとともに、対象所属は当該意見に対する「対応方針」を作成した。（５月、９月、２月）


	③効果的な情報発信
・様々な機会を捉えて効果的な情報発信を行うとともに、それらを効果検証し、その結果を踏まえた改善を行うことにより、ＰＤＣＡサイクルの定着を図る。
	・ＰＤＣＡサイクルに関する基礎的な知識の習得に向けたコンテンツを庁内ポータルにて発信するとともに、運営方針の策定・評価に係る基本的なスキルを習得するための研修を行った。


	④「５Ｓ活動」・「標準化」の実践（柱3-1-(2)-イの取組①の再掲）
・管理、監督者及び係員を対象とした階層別研修や情報発信を実施するとともに、必要に応じて所属のサポートを行う。
・各所属のアクションプランに係る取組を全庁的に実践する。
	・関係所属会議を開催し、今後の活動方針やアクションプランに係る取組などについて協議した。
・管理、監督者及び係員を対象とした階層別研修や庁内情報誌による情報発信を実施した。
・各所属で実施しているアクションプランを庁内ポータルに掲載し、全庁的な情報共有を行った。
・各所属において元年度アクションプランの自己評価を行った。

	⑤改善活動・問題解決力向上の推進（柱3-1-(2)-イの取組②の再掲）
・より実用的で使いやすいものにするために「カイゼンツール」の改訂を行う。
・はなまる活動表彰制度への推薦事例や各所属における活動事例を収集し、全庁的な共有を図る。
・所属長を対象とした研修及び管理、監督者及び係員を対象とした階層別研修や情報発信を実施する。
	・「カイゼンツール1.0」【概要版】及び「ミニ　カイゼンツール1.0」を作成するとともに、庁内ポータルへの掲載し、全庁的に共有した。
・上記について、はなまる活動表彰制度への積極的な活用を各所属に促した。
・はなまる活動表彰制度への推薦事例や各所属における活動事例を収集するとともに、庁内ポータルに掲載し、全庁的な共有を行った。
・所属長、課長級を対象とした研修及び管理、監督者及び係員を対象とした階層別研修や情報発信を実施した。





取組期間の成果
	・ＰＤＣＡの認知・意識は90％近くに達しており、自ら担当する業務でＰＤＣＡサイクルを回して５割以上の業務を改善できたと評価している職員の割合については、この指標を導入した29年度（46％）と比較して元年度の実績は、30年度と同程度の60.4％となり、一定の成果を上げることができた。



今後の方向性
	・今後はあらゆる職場で５Ｓ、標準化、改善、問題解決の手法を用いたＰＤＣＡサイクルの徹底や新たなチャレンジに取り組み、組織の生産性を向上させ、市民サービスの向上を図るため、「市政改革プラン3.0」の取組項目「次代を担う職員の育成」において取組を推進する。





[bookmark: _Toc12372677][bookmark: _Toc22312296][bookmark: _Toc43466698][bookmark: _Toc44684557][bookmark: _Toc45114872]柱3-2-(2)　内部統制体制の確立

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	30年度　内部統制制度の導入・実施に関し、30年度中に提示される見込みである総務省のガイドラインに従い、２年度の改正法施行に向けた工程表を作成
元年度　工程表に基づき、元年度中に内部統制体制の再構築に係る準備を完了する。
	総務省の「地方公共団体における内部統制の導入・実施ガイドライン（31年３月）」を踏まえ作成した工程表に基づき、改正地方自治法に基づく内部統制制度の円滑な導入・実施に向けた試行実施や、「大阪市内部統制基本方針」等の規定整備を行い、内部統制の再構築に係る準備を完了した。
	達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	➀内部統制に関する情報等の共有
・リスク識別、評価、リスク対応策の整備等を試行実施するため、各所属の内部統制に関する事務の中心となる課長級職員を対象に研修（説明会）を実施する。
	・31年３月末に公表された総務省のガイドラインを踏まえ、試行実施の取組について各所属の内部統制総括員等（95名）を対象に元年８月に研修を実施した。各所属の内部統制総括員以外の課長級職員（内部統制員）に対しては、内部統制総括員等から研修内容を伝達した。
・内部統制に関する情報等のさらなる共有に向けて、課長級職員及び課長級以下の全職員を対象とする階層別eラーニング研修や「内部統制TIMES」による情報発信を行った。

	③内部統制の再構築
・総務省のガイドライン等に基づき、指針、基本方針及び規則の改定作業を行う。
・全庁的内部統制の整備のため、現状を調査・分析し、その結果を踏まえ、改善を図る。
・各所属では、リスクの識別、評価、リスク対応策の整備及び自己評価を試行実施する。
・各所属による自己評価結果を受けて、独立的評価を試行実施する。
	・総務省のガイドライン及び試行実施の結果等に基づき、「大阪市内部統制基本方針」、「大阪市内部統制の推進に関する規則」及び「局等における内部統制の実施に関する指針を定める規程」を制定した。
・各所属では、リスクの識別、評価、リスク対応策の整備及び自己評価（整備状況）について、元年８月から試行実施を開始した。
・また、上記の自己評価結果を受け、業務レベルの内部統制（整備状況）について独立的評価の試行を行うとともに、全庁的内部統制についても、関係共通業務所管所属等に対するヒアリングを実施し、独立的評価の試行を行った。




取組期間の成果
	・各所属における自律的なリスク管理体制の構築に向け、研修や情報発信を通じて、リスク識別等のノウハウや内部統制に関する情報等を共有し、全職員の意識の浸透を図るとともに、内部統制の意義や重要性等の理解の底上げを図った。
・また、各所属によるリスク対応策の自己点検や、関係共通業務所管所属によるモニタリングを実施することにより、定期的な内部統制のＰＤＣＡサイクルの検証を行った。
・職員アンケートにおいて「日々の業務を執行するにあたって、適切に業務が⾏われているか日常的にチェックを⾏っていると考えている」と回答した職員の割合は、28年度75.1％、29年度79.3％、30年度96.6％、元年度96.4％と増加しており、職員の内部統制に係る意識は一定定着してきたと考えられる。
・改正地方自治法に基づく内部統制の再構築については、30年度に工程表を作成し、これに基づき段階的に整備を行った。元年度には、内部統制の試行実施を行い、これを踏まえて基本方針等の規定整備を行い、内部統制の再構築に係る準備を完了した。


今後の方向性
	・上記のとおり、職員の内部統制に係る意識については一定定着してきたところではあるが、依然として不適正な事務処理が発生しており、各所属の内部統制が十分に機能しているとはいえないことから、２年４月からの地方自治法に基づく内部統制制度が適正に運用されるよう、職員の内部統制に係る意識の徹底とスキル等の向上に向け、効果的な支援を実施していく。
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元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	身近な地域でのつながりに関して肯定的に感じている区民の割合
29年度　30％
30年度[image: ]
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元年度

















	全区で目標値を下回った。

上段：目標、下段：実績

	　　　未達成

　未達成：24区


元年度取組の実施状況　　　　　　　　　　　※各区状況については、〔別冊〕をご覧ください。
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①人と人とのつながりづくりのための取組への支援
・全区において、人のつながりの大切さについての啓発や、地域活動の周知等の情報発信を行う。また、若い世代やマンション住民、これまで地域活動への関わりが薄かった人たちなどにも情報が届くよう強化する。
・全区において、ホームページ やFacebook、Twitter、Instagram、LINEなどのＳＮＳや広報紙・掲示板等の多様な媒体を活用して、人のつながりの大切さについての啓発、地域活動の周知や、地域活動への参加、自治会等への加入の呼びかけ等に関する情報発信を実施あるいは強化する。
・マンション住民を対象に、防災や子育て支援などの身近な課題を通じて、地域活動への参加やコミュニティづくりなど地域とのつながりの促進に向けてさらに支援する。
・特に若い世代や転入者に地域活動への参加や自治会・町内会の情報が届き、加入が促進される取組をさらに強化する。
・一部の区では、チラシを作成し、ホームページ公表だけでなく、広報板への掲示・各地域の活動の場での配布・施設への配架も行い電子媒体以外での広報周知も実施する。



	・人のつながりの大切さについての啓発や、地域活動の周知等の情報発信を行った。また、若い世代をはじめ多くの人につながりづくりの大切さを感じ、興味を持ってもらえるよう、広報紙やＳＮＳ等において事例の共有や取組の情報発信を行った。
・ホームページやFacebook、Twitter等のＳＮＳや広報紙・掲示板等の多様な媒体を活用して、人のつながりの大切さについての啓発、地域活動の周知や、地域活動への参加、自治会等への加入の呼びかけ等に関する情報発信を行った。一部の区では、広報紙を活用して、コミュニティ育成事業の実施に向けたＰＲやボランティア募集を行うとともに、事業を実施しながらチラシやポスター、ＳＮＳ等でつながりづくりの必要性について情報発信を行った。
・マンション管理業協会等と連携を図り、行政やイベント、子育て支援の情報を提供したり、地域での取組を紹介したりするなど、地域活動への参加参画や住民のつながりづくりのきっかけとなるよう支援した。一部の区では、マンション住民を対象にした防災講座や防災の基本ルールづくりにより、住民間や地域とのつながりづくりを支援した。また、マンションごとの防災力の向上を図るとともに、自主防災組織の形成や平時からの地域とのコミュニティづくりの重要性について周知・啓発を行った。
・特に若い世代や転入者に地域活動への参加や、自治会・町内会の情報が届き、加入が促進される取組をさらに強化した。一部の区では、住民情報窓口において、地域活動協議会の趣旨や目的、町会への加入を促進する案内パンフレットを転入者全員に交付し、地縁による団体やグループへの加入促進につなげたり、住民情報待合フロアに地域活動協議会コーナーを設置し、待合呼び出しモニターにて地域活動協議会加入や町会加入を促進する広告映像を放映するなど、加入促進の取組を強化した。また、大規模の新築マンション住民に対して、転入手続き関係書類とともにチラシを配付し町会加入の促進を図った。
・一部の区では、地域活動への参加啓発チラシについて内容を見直し、区窓口においての配架のほか、区民まつりや盆踊り、防災訓練等で配布するなど啓発の機会を増やした。また、地域活動協議会の紹介と町会加入を呼びかけるチラシを、ポスティング同意の概ね築３年以内のマンションに投函した。
・一部の区では、チラシの作成が遅れ掲示・配布には至らなかった。また、新型コロナウイルス感染症対策のため、予定していた講座やイベントが開催できなかった。








取組期間の成果
	・全区において、ホームページやFacebook、Twitter等のＳＮＳを活用した情報発信を強化するだけでなく、広報板への掲示・各地域の活動の場でのチラシ配布や配架など、区の状況に応じて様々な広報媒体と多様な手法で、これまで地域活動への関わりが薄かった人たちなどにも情報を届けることができた。
・また、地域活動への参加参画や住民のつながりづくりに向けて、各区でマンション住民や転入世帯など地域とのつながりが薄い層に対して、地域住民が気軽に参加でき、地域活動に参加するきっかけとなる機会を充実させた。
・目標指標に対する実績値については、29年度は全区において達成し、30年度は３区達成、元年度は全区未達成となったものの、取組期間中に実績値が上がった区が８区あるなど、各区においてそれぞれの区の特徴に応じた取組を着実に進めており、実績も上げてきている。


　
今後の方向性
	・人と人とのつながりを短期間で醸成することは難しいため、支援内容を工夫しながら継続的に取り組む必要がある。引き続き身近な地域でのつながりづくりと地域活動の活性化を図っていく。





[bookmark: _Toc43466702][bookmark: _Toc44684561][bookmark: _Toc45114876]柱1-Ⅱ-ア　地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体）　　

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	①自治会・町内会単位（第一層）の活動　への支援
自治会・町内会単位の活動に参加している区民のうち、自治会・町内会単位の活動に対する市からの支援が役に立っていると感じている区民の割合
29年度
自治会・町内会単位の活動への支援策の策定、着手可能なものから実施
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元年度
















	24区中10区で目標値を上回った。

上段：目標、下段：実績

	　　　未達成

　未達成：14区
北区、此花区、
中央区、港区、
大正区、浪速区、
淀川区、
東淀川区、
生野区、旭区、
城東区、鶴見区、
阿倍野区、
西成区



	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	②地縁型団体が行う活動に参加している区民の割合
29年度　15％
[image: ]30年度　















[image: ]
元年度
















	全区で目標値を下回った。

上段：目標、下段：実績

	　　　未達成

未達成：24区




	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	③各団体により地域の特性や課題に応じた活動が進められていると感じている区民の割合
29年度　40％
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	24区中６区で目標値を上回った。

上段：目標、下段：実績

	　　　未達成

　未達成：18区
　北区、福島区、
　此花区、中央区、
　港区、浪速区、
　淀川区、
東淀川区、
東成区、生野区、
旭区、城東区、
鶴見区、
阿倍野区、
住之江区、
住吉区、平野区、
西成区
　





元年度取組の実施状況　　　　　　　　　　　※各区状況については、〔別冊〕をご覧ください。
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①自治会・町内会単位（第一層）の活動への支援
・各区における自治会・町内会単位（第一層）の活動実態や区からの支援内容、課題等を集約し、全区で情報共有するとともに、各区が把握している課題のうち、区長会議安全・環境・防災部会で検討を要するものがあれば、対応策を検討する。
・各区の実情に応じて、自治会・町内会単位（第一層）の活動への支援を行う。
・自治会・町内会への加入促進に向けたチラシや地域活動参加を促す案内パンフレットを作成し、転入者等に対し配付して参加を呼びかけるとともに、町内会などの活動状況等について発信、周知していく。
・一部の区では、マンション住民を対象としたコミュニティ形成支援の効果的な取組を検討するとともに、防災訓練や防災講座等をきっかけとして、自治会・町内会への加入促進やコミュニティ形成に向けた支援を行う。また、マンション内コミュニティを周辺地域のコミュニティや活動につなげていく。


	・区長会議安全・環境・防災部会において、各区における自治会・町内会単位(第一層)の活動実態や区からの支援内容、課題等について調査を行い、今後の取組内容を検討し情報共有を行った。
・各区の実情に応じて、自治会・町内会単位（第一層）の活動への支援を行った。一部の区では、町内会でつながりづくり等の行事において住みます芸人の派遣を行い、町内会活動の活性化を支援した。
・自治会・町内会への加入促進に向けたチラシや地域活動参加を促す案内パンフレットを作成し、転入者等に対し配付して参加を呼びかけるとともに、町内会などの活動状況等について発信、周知を行った。
・一部の区では、住民情報待合フロアに地域活動協議会コーナーを設置し、待合呼び出しモニターにて地域活動協議会加入や町会加入を促進する広告映像を放映するなど、加入促進の取組を強化した。また、活動支援としての情報（広報紙、Facebook、Twitter）のほか、不動産事業者を通じた地域活動チラシの配布を行った。
・一部の区では、マンションが一つの町会である地域に対し、地震発生のメカニズムの解説や、日頃の備えを意識してもらいながら、防災に関わる「クロスロードゲーム」を行うとともに、マンションの防火設備の確認等を図り、防災・減災力の向上に努め、防災を通じて地域とのつながりづくりを促進した。また、防災講座や防災の基本ルールづくりなどの防災の取組を契機にコミュニティがはぐくまれたマンションに、地域イベント等の情報を発信し、地域活動への参加参画につながるよう支援した。
・一部の区では、新型コロナウイルス感染症対策のため、予定していたフォーラムが開催できなかった。また、町会の活動内容が分かるポスターを作成できなかった。

	②地域リーダーの活躍促進
・区におけるグリーンコーディネーターの活動について、区広報紙等への記事掲載を通じて区民への周知を図る。
先進的な区の事例を参考としながら、各区が持続的な緑化普及啓発事業に取り組む。
各区と局が互いに役割分担を認識しながら相互に連携することで、グリーンコーディネーターの活躍の場の創出・拡充を図る。
・全区において、関係部局と連携し、地域リーダー本人の意向に基づき活躍の場につなげるよう取り組む。
・一部の区では、地域防災リーダーの活躍促進に向けて、情報共有会や訓練・研修会などを実施する。
	・大阪市グリーンコーディネーター制度実施要綱（以下「要綱」という。）の役割分担のとおり、局において登録、取り消した情報を各区役所へ適宜提供した。（31年４月～）
・各区（22区）において、グリーンコーディネーターの活動に関する記事を広報紙等へ掲載し、区民への周知を図った。（31年４月～）
・各区における持続的な緑化普及啓発事業の推進に向けて、８区では他区の先進的な取組事例を取り入れて事業を行った。（31年４月～）
・24区間での情報共有を図るため、局において、各区の取組の情報を収集し、取りまとめた。（２年３月）
・関係部局と連携し、地域リーダー本人の意向に基づき活躍の場につなげるよう取り組んだ。
・一部の区では、地域防災リーダーの活躍促進に向けて、会議や訓練・研修会など実施した。また、地域防災リーダー隊長・災害対策部長会議を開催し、各地域間で情報共有を行うとともに災害時に情報共有するためのメール送信名簿を充実させた。
・一部の区においては、新型コロナウイルス感染症対策のため、予定していたイベントが開催できなかった。

	③気軽に活動に参加できる機会の提供
・全区において、誰もが気軽に参加できる場や活動等のきっかけとなるような情報を収集し、発信する。
・全区において、地域活動協議会や中間支援組織等と連携し、区役所やまちづくりセンター等の広報紙、ホームページ、ＳＮＳ等の多様な広報媒体やイベント等を通じて市民活動の情報を広く発信し、参加を広く呼びかける。
・情報の発信にあたっては、参加につながるよう、ターゲットに応じた手法や発信内容の工夫を行う。
・地縁型団体の会議等で、活動目的を改めて確認する機会を設け、さらに誰もが気軽に参加できるようにする仕組みや工夫に関する情報提供を行う。
・地域課題等について参加者が自由に意見を述べることができる場を開催し、これまで地域に関わりの少なかった区民の地域活動への参加を支援する。
	・全区において、誰もが気軽に参加できる場や活動等のきっかけとなるような情報を収集し、発信した。
・全区において、地域活動協議会や中間支援組織等と連携し、区役所やまちづくりセンター等の広報紙、ホームページ、ＳＮＳ等の多様な広報媒体やイベント等を通じて市民活動の情報を広く発信し、参加を広く呼びかけた。
・情報の発信にあたっては、参加につながるよう、マンション住民を対象とする講座の案内を新聞折込で配布するなど、ターゲットに応じた手法や発信内容の工夫を行った。
・地縁型団体の会議等で、活動目的を改めて確認する機会を設け、さらに誰もが気軽に参加できるようにする仕組みや工夫に関する情報提供を行った。
・地域課題等について参加者が自由に意見を述べることができる場を開催し、これまで地域に関わりの少なかった区民の地域活動への参加を支援した。
・一部の区では、区に関わる様々な情報が集まる場として、週末サロンを開催し活動参加への新しい入口を創出した。
・一部の区では、地域活動協議会広報紙発行の働きかけを行い、地域との打ち合わせを実施したものの、予定どおりの発行地域数には至らなかった。

	④ＩＣＴを活用したきっかけづくり
・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用して、区主催のイベント等の情報や、地域活動・地域団体等の情報を発信し活動への参加を呼びかける。
・一部の区では、地域活動の担い手の、ＳＮＳの活用などＩＣＴスキルの向上に向け、ＩＣＴを活用した情報発信に関する支援を継続して行う。
・一部の区では、各地域活動協議会などへCivicTech活動の情報発信を行う。
・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、各区におけるＩＣＴを活用した地域住民への情報発信や対話を進める取組を把握し、区長会議安全・環境・防災部会において、各区の取組内容を共有する。

	・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用して、区主催のイベント等の情報や、地域活動・地域団体等の情報を発信し活動への参加を呼びかけた。
・一部の区では、中間支援組織等を通じて、地域活動協議会のホームページの作成や更新の支援を行った。
・一部の区では、ホームページやFacebookでCivicTech活動の情報発信を行った。
・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、各区におけるＩＣＴを活用した地域住民への情報発信や対話を進める取組を把握し、区長会議安全・環境・防災部会において、各区の取組内容を共有した。
・一部の区では、ブログ記事の作成が進まず、情報の発信が行えなかったため、コメントのやり取りによる区民との双方向性の実験に至らなかった。また、地域関係者間での情報交換ツールとしてのグループLINEの活用は、３月に運用要領が完成するにとどまり、地域に周知し運用していくまでには至らなかった。

	⑤委嘱制度の再検討
・地域学校協働活動推進ワーキンググループや局をまたがった地域学校協働活動推進プロジェクトチームにおいて、地域学校協働活動･社会教育に関連する事業（はぐくみネット事業、学校元気アップ地域本部事業、児童いきいき放課後事業、地域活動協議会、学校協議会、生涯学習ルーム事業など）のあり方を検討・整理するのに合わせ、はぐくみネットコーディネーター及び生涯学習推進員の委嘱制度や役割についても議論を進め、区長会議こども・教育部会で一定の方向性を示していく。
・子ども家庭支援については、区長会議こども・教育部会での議論も踏まえ、アウトリーチ型の支援の充実のため、子ども家庭支援員の活用について、各区の状況をヒアリングなどで確認し、チームリーダー会議などで情報提供を行う。
・スポーツ推進委員については、公募の試行実施の検討状況や、局が実施する各区担当者及びスポーツ推進委員へのヒアリング等による実態調査内容等を整理し、検証のうえ、29 年度に策定した見直しの方針に基づき、次期委嘱に向けて検討を行う。
・統計調査員については、区長会議まちづくり・にぎわい部会において、30年度の取組の効果検証や統計調査ワーキンググループにおける統計調査員の質と量の確保についての検討状況及び局における取組状況を確認する。
＜量の確保＞
30年度の取組の効果検証を行い、大学生及び本市退職者への働きかけについて、効果的なものは継続実施し、効果の乏しいものは改善して実施する。
30年度に取りまとめた調査員数拡大策について、区役所イベントでの募集チラシ配布など実施可能なものから実施し、新聞折込チラシへの求人広告掲載等の実施手法の具体化など検討が必要なものについては、区と局で意見交換を行いながら検討を進める。
＜質の確保＞
30年度に取りまとめたオンライン回答率向上策については、世帯を調査対象とする国勢調査を想定したものだが、元年度実施予定の事業所を対象とする調査等においても実施可能な向上策を実施する。
オンライン調査に対応した登録調査員研修について、参加者枠を拡大したうえで実施する。
・民生委員・児童委員については、元年度は一斉改選の年であることから、広報啓発の充実により一層取り組むとともに、年齢要件の見直しによる影響の検証を行う。
・委嘱する市民の方に委嘱の趣旨・目的をしっかり理解していただくための取組を進めるとともに、一人に多くの委嘱をすることがないよう配慮する。
	・地域学校協働活動推進プロジェクトチーム会議を開催し、地域学校協働本部のあり方やはぐくみネットコーディネーター等の処遇等について検討した。
・小学校管理職とはぐくみネットコーディネーターを対象にはぐくみネット事業について、アンケート調査を実施した。明らかになった課題の解消に向け、中学校区で連携会議を実施する等の対策を検討した。
・生涯学習推進員の長年の功績を称え、活動の活性化を図るため、生涯学習推進員の永年勤続表彰・感謝状贈呈制度を創設した。
・生涯学習推進員の負担軽減のため、養成講座修了に必要な５単位のうち１単位を、推進員区連絡会で企画できるようにした。
・子ども家庭支援員については、４月のチームリーダー会議等で、昨年度まとめた好事例について再度周知を行なった。
・各区の活用状況・好事例等について、３月に区長会議こども・教育部会にて報告を行うとともに、来年度からの子ども家庭支援員活用の参考としてもらうため、各区へ情報提供を実施した。
・より活発な活動が期待できる支援員への入替えに取り組み、新たな支援員の確保ができた。(元年度：８名、30年度４名)
・スポーツ推進員については、見直しの方針に基づき、公募制度の試行実施及び定数・報酬の見直しについて検討した。
・公募制度の試行実施については、実績が上がっていないうえ、各区実務者及びスポーツ推進委員へのヒアリングにおいても導入に対する意見が分かれるため、引き続き公募を希望する区について、区長マネジメントのもと、試行実施することとした。
・定数については、ヒアリング等実態調査では方向性が出なかったため、有識者を交えて検討し、２年度中を目途に方向性を出すこととした。
・報酬については、他都市の状況や他の委嘱状況を勘案した結果、報酬単価の改定が必要との結論には至らなかったものの、新たに大阪市共通の業務を依頼するため、２年４月から現行の月額 800 円を900 円に引き上げることとした。
・統計調査員について
＜量の確保＞
30年度取組の効果検証を実施した。検証結果を踏まえて、大学生及び本市退職者への働きかけを次のとおり改善して実施した。
包括連携協定締結大学への学内イントラでの調査員募集記事掲載依頼等に加えて、大学等で開催される就職セミナー等において調査員募集ポスターの掲示を行った。
職員退職者説明会での調査員募集チラシ配布を中止し、（公社）大阪市シルバー人材センター機関誌に登録調査員募集記事を掲載した。
新聞折込チラシに調査員募集の広告を掲載した。
統計調査ワーキンググループにおいて、２年度に実施の国勢調査に向けた取組の強化策について意見交換を行い、30年度に取りまとめた調査員数拡大策のいずれかを全区で実施することとした。
＜質の確保＞
30年度に取りまとめたオンライン回答率向上策の実施として、工業統計調査（調査期日６月１日）において、(公社)大阪市工業会連合会に対して会員へのオンライン回答促進を依頼するとともに、市ホームページでオンライン回答の利便性を強調した。
オンライン回答に関する説明能力向上を中心とした登録調査員等研修を30年度よりも参加者枠を拡大して実施した。（100名→200名）
研修不参加者も含めた登録調査員全員に対して上記研修内容を周知した。
登録調査員に対するオンライン回答方法についての理解度アンケートを実施した。
・民生委員・児童委員については、５月の民生委員の日を中心に、各区において広報紙へのＰＲ記事の掲載やＤＶＤの上映、区庁舎への懸垂幕の掲示、OsakaMetroの駅構内におけるポスター掲示等広報啓発に取り組んだ。
・民生委員・児童委員候補者や推薦団体委員の方に年齢要件の見直しの趣旨・目的を理解していただくための説明会等を実施した。
・民生委員・児童委員の一斉改選後には、年齢要件の見直しによる影響の検証を行った。
・委嘱者への推薦依頼の際や、委嘱状伝達式等委嘱者が集まる機会を捉えて、委嘱の趣旨・目的を説明した。
・新たな委嘱に当たっては他の委嘱業務と重複しないよう配慮を行った。

	⑥補助金についての理解促進
・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、区長会議安全・環境・防災部会において、各区の取組内容を共有する。
・30年度のｅラーニングの結果を分析し、地域活動協議会補助金に対する理解度を高めるため、引き続き、地域を担当する全職員にｅラーニングを実施する。
・全区において、地域活動協議会補助金説明会や各地域活動協議会の会議の場等で、補助金の趣旨について説明する。
・一部の区では、各地域での話し合いを進める中で地域活動協議会メンバーにさらに補助金についての理解促進を図る。
	・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、区長会議安全・環境・防災部会において、適宜各区の取組内容を共有した。
・地域活動協議会補助金に対する理解度を高めるため、市民協働職員研修において説明を行った。（５月）また、30年度のｅラーニングの結果を分析し、学習用資料を作成し、地域を担当する全職員にｅラーニングを実施した。（６～７月）
・地域活動協議会補助金説明会や各地域活動協議会の会議の場等で、補助金の趣旨について説明した。
・一部の区では、地域活動協議会メンバーの理解促進を図る場を確保するため、説明会等の開催に向けて取り組んだ。

	⑦活動の目的の再確認
・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、区長会議安全・環境・防災部会において、各区の取組内容を共有する。
・全区において、地域活動協議会補助金説明会や各地域活動協議会の会議の場等で、活動目的を改めて確認する機会を設ける。
・一部の区では、「地域カルテ」のワークショップを継続的に実施し、活動目的を改めて確認する機会とする。
・一部の区では、取組や課題を把握するため、団体と区長の意見交換会を実施する。
	・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、区長会議安全・環境・防災部会において、適宜各区の取組内容を共有した。
・地域活動協議会補助金説明会や各地域活動協議会の会議の場等で、活動目的を改めて確認する機会を設けた。
・一部の区では、ワークショップを継続的に開催し、活動の目的について理解促進を図った。
・一部の区では、取組や課題を把握するため、団体と区長の意見交換会を実施した。
・一部の区では、取組や課題の把握のため団体と区長との意見交換会を実施予定だったが、一部２年度に延期することとなった。

	⑧市民活動総合ポータルサイトの充実
・区役所相談窓口等行政の窓口において、市民活動総合ポータルサイトの案内を行い、活用を促す。
・全区において、地域活動協議会や各種団体の会議やイベントの場、区役所ホームページや広報紙等を通じて、市民活動総合ポータルサイトの紹介を行うとともに、各団体の登録と積極的な活用を促す。
・まちづくりセンターの活用や意見交換の場などで運用面の負担感が比較的少ない状況を説明し、市民活動総合ポータルサイトを紹介する。
・様々な機会を捉え、市民活動総合ポータルサイトの有益性について説明するとともに、積極的な活用と登録を促す。
・一部の区では、地域のイベント実施の告知及び成果・報告を市民活動総合ポータルサイト等に掲載し、つながりの端緒、機会を広げる。
	・区役所において、リーフレット等の配架による周知を実施した。
・全区において、地域活動協議会や各種団体の会議やイベントの場、区役所ホームページや広報紙等を通じて、市民活動総合ポータルサイトの紹介を行うとともに、各団体の登録と積極的な活用を促した。
・まちづくりセンター等を活用して、市民活動総合ポータルサイトの紹介、活用について説明した。
・様々な機会を捉え、市民活動総合ポータルサイトの有益性について説明するとともに、積極的な活用と登録を促した。
・一部の区では、地域が市民活動総合ポータルサイトに団体登録を行った。
・一部の区では、地域のイベント実施の告知を、市民活動総合ポータルサイトに掲載した。
・一部の区では、地域活動協議会の会議の場で市民活動総合ポータルサイトの説明を行ったが、登録には至らなかった。

	⑨活動への参加促進
・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、区長会議安全・環境・防災部会において、各区の取組内容を共有する。
・誰もが気軽に参加できる活動情報等を、区のホームページ、ＳＮＳ、広報紙等の各種広報媒体を活用して紹介する。
・誰もが気軽に参加（短時間や短期間だけ活動に参加）できるための仕組みや工夫に関する情報を提供するなどの支援を行う。
・一部の区では、好事例を共有し各地域での参考にしてもらうとともに、情報交換を行える場を設定する。
・一部の区では、地域活動協議会会長会、地域活動協議会運営委員会などで、効果的なボランティア募集方法の事例紹介や募集する際の注意点を周知する。
	・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、区長会議安全・環境・防災部会において、適宜各区の取組内容を共有した。30年度末時点の進捗状況を参考に、８区への取材を実施した。
・誰もが気軽に参加できる活動情報等を、区のホームページ、ＳＮＳ、広報紙等の各種広報媒体を活用して紹介した。
・誰もが気軽に参加（短時間や短期間だけ活動に参加）できるための仕組みや工夫に関する情報を提供するなどの支援を行った。
・一部の区では、地域活動研究会を開催し、各地域の担い手の交流を図るとともに、参加対象を限定せず広く参加を募り、地域活動に関心のある住民との交流も図った。
・一部の区では、担い手拡大のためのワーキングを開催した。





取組期間の成果
	・自治会・町内会単位（第一層）の活動への支援については、区長会議安全・環境・防災部会において、各区で取り組んでいる自治会・町内会単位（第一層）に対する支援の取組等を収集し全区で共有することで、各区での支援の取組が促進された。また、自治会・町内会単位（第一層）の活動実態等の調査を行ったうえで、全区で取り組む自治会・町内会単位（第一層）への支援について取りまとめた。
・目標指標①に対する実績値としては、29年度は全区達成、30年度は23区達成、元年度は10区の達成となったものの、取組期間中に実績値が上がった区が22区となっているなど、自治会・町内会単位（第一層）の活動への支援を促進することができた。
・全区において誰もが気軽に参加できる場や活動等のきっかけとなるような情報の収集・発信を行うとともに、ＩＣＴを活用し活動への参加の呼びかけを行うなど、これまで地縁型団体の活動への参加が少ない層への情報発信の取組の充実を図った。また、地域リーダーの活躍促進については、29年度に活動の担い手になることを期待して養成してきた地域リーダーなどの人材を改めて把握し、既存のリーダー養成の仕組みで形骸化しているものの見直しを行った。
・目標指標②に対する実績値としては、29年度は全区達成、30年度は８区達成、元年度は全区未達成となったものの、取組期間中に実績値が上がった区が10区あるなど、各区においてそれぞれの区の特徴に応じた取組を着実に進めており、実績も上げてきている。
・地域特性や課題に応じた活動の促進については、各地域活動協議会の補助金説明会や、活動の趣旨・目的等を説明し再確認する機会を設けたことで、理解の促進や地域課題に応じた活動促進を図った。また、全区において、様々な機会を捉え積極的に市民活動総合ポータルサイトの紹介や団体登録を呼びかけることで、新たな団体登録や積極的な活用を推進することができた。さらに、誰もが気軽に参加できる活動情報等を、各種広報媒体を活用して紹介することで、地域活動への参加を促し、新たな地域の担い手の発掘につなげるとともに、一部の方への負担軽減につなげた。
・目標指標③に対する実績値としては、29年度は21区達成、30年度は14区達成、元年度は６区達成となったものの、取組期間中に実績値が上がった区が20区となっているなど、地域特性や課題に応じた活動を促進することができた。



今後の方向性
	・元年度に取りまとめた自治会・町内会単位（第一層）への支援策に基づき、大規模建築（70戸以上の共同住宅）事業者と地域との橋渡し、転入者に対する不動産事業者と連携した取組、地域ＳＮＳを活用した情報発信について取り組む。
・マンションなどの共同住宅において、地域活動への参加やコミュニティ形成を促進するため、引き続き支援内容を工夫しながら継続的に取り組む。
・地縁型団体の組織基盤の強化に向け、引き続きＩＣＴも活用しながら、地縁団体における担い手不足　の解消や活動の負担感の解消（軽減）、活動の充実につながるよう支援に取り組む。
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元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	各区の市民活動支援情報提供窓口への問合せ件数
29年度
各区における窓口の設置
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元年度


















	24区中17区で目標値以上となった。

上段：目標、下段：実績










	　　　未達成

　未達成：７区
　西区、天王寺区、淀川区、
東淀川区、
東成区、旭区、
鶴見区　



元年度取組の実施状況　　　　　　　　　　　※各区状況については、〔別冊〕をご覧ください。
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①各区におけるテーマ型団体への支援窓口の設置
・各区におけるテーマ型団体への支援窓口の認知度向上のため、ホームページやＳＮＳ、各種イベントの場などを活用し周知を行うとともに、テーマ型団体に対して、市民活動総合ポータルサイトを活用した支援メニューなど情報の提供を行う。
・一部の区では、テーマ型団体とのつながりを作るため、市民活動総合ポータルサイトの活用に取り組む。
	・各区におけるテーマ型団体への支援窓口の認知度向上のため、区ホームページやＳＮＳ、各種イベントの場などを活用し周知を行うとともに、テーマ型団体に対して、市民活動総合ポータルサイトを活用した支援メニューなど情報の提供を行った。
・一部の区では、市民活動総合ポータルサイトの有益性や同ポータルサイトに登録済の地域活動協議会の情報についてTwitterにより情報発信を行った。

	②ＩＣＴ利活用による市民協働のきっかけづくり（Ⅱ-アの取組④の再掲）
・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用して、区主催のイベント等の情報や、地域活動・地域団体等の情報を発信し活動への参加を呼びかける。
・一部の区では、CivicTech活動の情報発信や提供を行う。
・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、各区におけるＩＣＴを活用した地域住民への情報発信や対話を進める取組を把握し、区長会議安全・環境・防災部会において、各区の取組内容を共有する。
	・ＳＮＳなどのＩＣＴを活用して、区主催のイベント等の情報や、地域活動・地域団体等の情報を発信し活動への参加を呼びかけた。
・一部の区では、ホームページやFacebookでCivicTech 活動の情報発信を行った。
・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、各区におけるＩＣＴを活用した地域住民への情報発信や対話を進める取組を把握し、区長会議安全・環境・防災部会において、各区の取組内容を共有した。
・一部の区では、ブログ記事の作成が進まず、情報の発信が行えなかったため、コメントのやり取りによる区民との双方向性の実験に至らなかった。また、地域関係者間での情報交換ツールとしてのグループLINEの活用は、３月に運用要領が完成するにとどまり、地域に周知し運用していくまでには至らなかった。



取組期間の成果
	・全区において、テーマ型団体への支援窓口を設置し、市民活動総合ポータルサイトを活用した支援メニューなど情報の提供を行い、活動の活性化を図ることができた。
・ＩＣＴを活用し、区主催のイベント等の情報や、地域活動・地域団体等の情報を発信することで活動への参加を呼びかけるなど、情報発信の取組の充実を図った。
・一部の区では、まちづくりセンター等の主催の交流の場の活用により、企業等と地域活動協議会の連携が生まれた。
・一部の区では、区ホームページやFacebookでCivicTech活動の情報発信を行った。
・目標指標に対する実績値については、29年度は全区達成、30年度は20区達成、元年度は17区達成となったものの、取組期間中に実績値が上がった区が21区となっているなど、テーマ型団体も対象とした支援情報の提供を着実に進めることができた。



今後の方向性
	・テーマ型団体への支援窓口が全区に設置され、相談件数も増加していることから、引き続き、各区において支援窓口での市民活動に役立つ支援メニューの情報提供を行うなど、支援に取り組む。
・引き続き、各区においてＩＣＴを利活用し市民協働のきっかけづくりを進める。




柱1-Ⅲ-ア　地域活動協議会への支援
1　 [bookmark: _Toc12372683][bookmark: _Toc22312301][bookmark: _Toc527651593][bookmark: _Toc43466704][bookmark: _Toc44684563][bookmark: _Toc45114878]活動の活性化に向けた支援

[image: ]元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	①地域活動協議会の構成団体が、自分の地域に即した支援を受けることができていると感じた割合
29年度　80％
30年度
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元年度


	














	24区中12区で目標値を上回った。

上段：目標、下段：実績

	　　　未達成

　未達成：12区
　北区、福島区、
　中央区、港区、
浪速区、
西淀川区、
淀川区、
東淀川区、
東成区、城東区、
　東住吉区、
西成区
　


	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	②地域活動協議会を知っている区民の割合
29年度　30％
[image: ]30年度　35％
元　年度














	24区中１区で目標値を上回った。

上段：目標、下段：実績

	　　　未達成

　未達成：23区
　北区、都島区、
　福島区、此花区
　中央区、西区、
　港区、大正区、
天王寺区、
浪速区、
西淀川区、
淀川区、東成区、
生野区、旭区、
　城東区、鶴見区、
　阿倍野区、
住之江区、
住吉区、
東住吉区、
平野区、西成区
　




	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	③地域活動協議会の構成団体が、地域活動協議会に求められている準行政的機能を認識している割合
[image: ]29年度　80％
30年度
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元年度

	24区中４区で目標値を上回った。

上段：目標、下段：実績

	　　　未達成

　未達成：20区
　北区、福島区、
　此花区、中央区、
　西区、港区、
大正区、
天王寺区、
　西淀川区、
淀川区、
東淀川区、
　東成区、旭区、
　城東区、鶴見区、
　阿倍野区、
住吉区、
東住吉区、
　平野区、西成区
　





元年度取組の実施状況　　　　　　　　　　　※各区状況については、〔別冊〕をご覧ください。
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①地域実情に応じたきめ細かな支援
・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、区長会議安全・環境・防災部会において、各区の取組内容を共有する。
・各地域における会議等での地域課題や地域ニーズ、解決手法についての話合い等を通じて「地域カルテ」を充実させることで、より地域課題に即した支援を行う。
・地域状況や課題を共有し、地域活動協議会が必要とする支援を行う。
・区を越えた地域活動協議会の事例共有や連携促進のための交流の場について、区長会議のもと実施方法等を検証し、必要に応じて開催する。
・一部の区では、組織横断的な連携が図れるよう、情報共有会議を開催するとともに、その会議録を周知し、職員全体で地域特性に応じた支援に取り組む。
・一部の区では、各地域と地域課題の共有を行い、地域カルテの作成を支援する。
	・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、区長会議安全・環境・防災部会において、適宜各区の取組内容を共有した。
・各地域における「地域カルテ」の活用や充実を支援するため、「地域カルテ」の活用や充実に関する職員研修を実施した。（８月）
・各地域における会議等での地域課題や地域ニーズ、解決手法についての話合い等を通じて「地域カルテ」を充実させることなどにより、地域状況や課題を共有し、より地域課題に即した支援を行った。
・区を越えた地域活動協議会の事例共有や連携促進のための交流の場を開催した。
・一部の区では、区役所内において組織横断的な連携を図り、職員全体で地域特性に応じた支援に取り組んだ。
・一部の区では、地域カルテの作成に向けた支援を行い、各地域と地域課題を共有した。

	②地域活動協議会の認知度向上に向けた支援
・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、区長会議安全・環境・防災部会において、各区の取組内容を共有する。
・区のホームページやＳＮＳをはじめ、広報紙や地域活動協議会紹介リーフレットなど、様々な広報媒体を通じて、地域活動の紹介を行う。
・課題を抽出して「地域カルテ」を更新し、支援していく。
・転入者への転入時の案内などの機会を捉えて、地域活動への参加を呼びかける。
・小学校前の掲示板で地域活動協議会の取組を紹介する。
・一部の区では、マンション住民を対象に、防災講座の開催をはじめ、防災の基本ルールづくり等の支援において、地域活動協議会の取組を紹介し、地域活動の必要性と地域活動等への参加を呼びかける。
・一部の区では、まちづくりセンターと連携し、地域活動協議会紹介リーフレットの活用を支援する。
	・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、区長会議安全・環境・防災部会において、適宜各区の取組内容を共有した。
・区のホームページやＳＮＳをはじめ、広報紙や地域活動協議会紹介リーフレットなど、様々な広報媒体を通じて、地域活動の紹介を行った。
・課題の抽出を行い、「地域カルテ」の更新を支援した。
・転入者への転入時の案内などの機会に、地域活動への参加を呼びかけた。
・小学校前の掲示板で地域活動協議会の取組を紹介した。
・一部の区では、マンション住民を対象にした防災講座や、防災の基本ルールづくりの場で地域活動の魅力を伝え、活動への参加を呼びかけた。
・一部の区では、広報用リーフレットをイベント等での配布や区内転入者へ配付するなどして地域活動協議会の活動内容を周知した。

	③地域活動協議会に期待する準行政的機能の趣旨についての理解度向上
・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、区長会議安全・環境・防災部会において、各区の取組内容を共有する。
・30年度のｅラーニングの結果を分析し、理解度が低かった項目を中心に資料を作成し、理解を深める。
・地域を担当する職員全員が受講するｅラーニングを早期に実施するとともに、理解度が低い項目についてポイントをまとめた資料を作成して職員の理解を深め、区民への理解促進につなげる。
・地域事業や地域活動協議会意見交換会などの機会を活用し、役員をはじめ地域住民の理解が深まるよう、説明を行う。
・構成団体向けの理解促進を図るためのチラシを作成し、周知する。
・ホームページ、ＳＮＳ（Facebook、Twitterなど）や広報紙・掲示板等の多様な媒体を活用して、地域活動協議会の役割について情報発信を行う。
	・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、区長会議安全・環境・防災部会において、適宜各区の取組内容を共有した。
・地域活動協議会補助金に対する理解度を高めるため、市民協働職員研修において説明を行った。また、30年度のｅラーニングの結果を分析し、学習用資料を作成した。
・地域を担当する全職員にｅラーニングを６月～７月にかけて実施した結果、全職員が100点となり、職員の理解徹底が図られた。
・地域事業や地域活動協議会意見交換会などの機会を活用し、役員をはじめ地域住民の理解が深まるよう、説明を行った。
・一部の区では、交流の場において、他区、他地域の事例を参考に、準行政的機能について紹介した。
・一部の区では、構成団体向けの理解促進を図るためのチラシを作成し、会計説明会や運営委員会の場などを活用し、説明を行った。
・ホームページ、ＳＮＳ（Facebook、Twitterなど）や広報紙・掲示板等の多様な媒体を活用して、地域活動協議会の役割について情報発信を行った。



取組期間の成果
	・各地域活動協議会が作成した地域カルテを活用して各地域の課題等を共有し、地域実情に応じたきめ細やかな支援を行うことができた。
・地域活動協議会に対する区民の認知度の低い原因を分析し、課題を地域カルテに記録するとともに、ＳＮＳ等や区広報紙への記事掲載を行い、さらに、地域広報紙の発行により、認知度向上を図ることができた。
・地域を担当する職員全員がｅラーニングを受講し、準行政的機能について理解を深めるとともに、各地域の会議の場などで、チラシやガイドブック等を活用した説明を行い、理解を促進することができた。
・目標指標①に対する実績値については、29年度は16区達成、30年度は12区達成、元年度は12区達成となったものの、取組期間中に実績値が上がった区が17区となった。目標指標②に対する実績値については、29年度は全区未達成、30年度は19区達成、元年度は１区達成となったものの、取組期間中に全ての区において実績値が向上している。目標指標③に対する実績値については、29年度は３区達成、30年度は６区達成、元年度は４区達成となったものの、取組期間中に実績値が上がった区が17区となっている。以上のことから、取組を通じて地域活動協議会の活動の活性化を図ることができた。



今後の方向性
	・地域住民の参加が少ない地域や、地域特性に応じた取組が進んでいない地域があり、より多くの住民参加による自律的な地域運営の実現に向けた支援を行う必要があるため、地域の実情に即したきめ細やかな支援や、地域活動協議会の意義・求められる機能の理解促進に取り組む。
・地域活動協議会の認知度向上については、取組を順調に実施できていることから、今後は、各区において、様々な広報ツールを活用しながら、地域活動協議会の認知度の向上に引き続き取り組んでいく。





柱1-Ⅲ-ア　地域活動協議会への支援
[bookmark: _Toc22312302][bookmark: _Toc527651594][bookmark: _Toc12372684][bookmark: _Toc43466705][bookmark: _Toc44684564][bookmark: _Toc45114879]②　総意形成機能の充実
元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	総意形成機能を認識している地域活動協議会の構成団体の割合
29年度
各地域活動協議会からの推薦を受けた区政会議の委員を選定している区の数 20区（28 年度実績 17区）
[image: ]30年度















[image: ]

元年度

	24区中12区で目標値を上回った。

上段：目標、下段：実績

	　　　未達成

　未達成：12区
　北区、中央区、
　港区、大正区、
西淀川区、
　東淀川区、
東成区、旭区、
鶴見区、住吉区、
東住吉区、
西成区
　



元年度取組の実施状況　　　　　　　　　　　※各区状況については、〔別冊〕をご覧ください。
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①地域活動協議会の認知度向上に向けた支援（Ⅲ-ア-①の取組②の再掲）
・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、区長会議安全・環境・防災部会において、各区の取組内容を共有する。
・区のホームページやＳＮＳをはじめ、広報紙や地域活動協議会紹介リーフレットなど、様々な広報媒体を通じて、地域活動の紹介を行う。
・課題を抽出して「地域カルテ」を更新し、支援していく。
・転入者への転入時の案内などの機会を捉えて、地域活動への参加を呼びかける。
・小学校前の掲示板で地域活動協議会の取組を紹介する。
・一部の区では、マンション住民を対象に、防災講座の開催をはじめ、防災の基本ルールづくり等の支援において、地域活動協議会の取組を紹介し、地域活動の必要性と地域活動等への参加を呼びかける。
・一部の区では、まちづくりセンターと連携し、地域活動協議会紹介リーフレットの活用を支援する。
	・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、区長会議安全・環境・防災部会において、適宜各区の取組内容を共有した。
・区のホームページやＳＮＳをはじめ、広報紙や地域活動協議会紹介リーフレットなど、様々な広報媒体を通じて、地域活動の紹介を行った。
・課題の抽出を行い、「地域カルテ」の更新を支援した。
・転入者への転入時の案内などの機会に、地域活動への参加を呼びかけた。
・小学校前の掲示板で地域活動協議会の取組を紹介した。
・一部の区では、マンション住民を対象にした防災講座や、防災の基本ルールづくりの場で地域活動の魅力を伝え、活動への参加を呼びかけた。
・一部の区では、広報用リーフレットをイベント等や区内転入者へ配布するなどして地域活動協議会の活動内容を周知した。

	②地域活動協議会に期待する総意形成機能の趣旨についての理解度向上
・30年度のｅラーニングの結果を分析し、理解度が低かった項目を中心に資料を作成し、理解を深める。
・地域を担当する職員全員が受講するｅラーニングを早期に実施するとともに、理解度が低い項目についてポイントをまとめた資料を作成して職員の理解を深め、区民への理解促進につなげる。
・地域事業や地域活動協議会意見交換会などの機会を活用し、役員をはじめ地域住民の理解が深まるよう、説明を行う。
・構成団体向けの理解促進を図るためのチラシを作成し、周知する。
・ホームページ、ＳＮＳ（Facebook、Twitterなど）や広報紙・掲示板等の多様な媒体を活用して、地域活動協議会の役割について情報発信を行う。
	・地域活動協議会補助金に対する理解度を高めるため、市民協働職員研修において説明を行った。また、30年度のｅラーニングの結果を分析し、学習用資料を作成した。
・地域を担当する全職員にｅラーニングを６月～７月にかけて実施した結果、全職員が100点となり、職員の理解徹底が図られた。
・地域事業や地域活動協議会意見交換会などの機会を活用し、役員をはじめ地域住民の理解が深まるよう、説明を行った。
・一部の区では、交流の場において、他区、他地域の事例を参考に、総意形成機能について紹介した。
・一部の区では、構成団体向けの理解促進を図るためのチラシを作成し、会計説明会や運営委員会の場などを活用し、説明を行った。
・ホームページ、ＳＮＳ（Facebook、Twitterなど）や広報紙・掲示板等の多様な媒体を活用して、地域活動協議会の役割について情報発信を行った。

	③総意形成機能を発揮するために備えておくべき要件の確認など
・地域活動協議会運営委員会などにおいて、要件を満たしているかの確認を定期的に行うとともに、必要に応じて助言・指導を行う。
・各地域活動協議会役員会や運営委員会、地域活動協議会の会長が集まる会や補助金説明会等の機会を通じて周知徹底を図る。
・地域活動協議会が意思決定した内容・経緯等について、地域活動協議会の広報紙、ホームページ、市民活動総合ポータルサイトなどで公開できるよう、中間支援組織と連携し支援を行う。
	・地域活動協議会運営委員会などにおいて、要件を満たしているかの確認を定期的に行うとともに、必要な助言・指導を行った。
・各地域活動協議会役員会や運営委員会、地域活動協議会の会長が集まる会や補助金説明会等の機会を通じて周知徹底を図った。
・地域活動協議会が意思決定した内容・経緯等について、地域活動協議会の広報紙、ホームページ、市民活動総合ポータルサイトなどで公開できるよう、中間支援組織と連携し支援を行い、一部の区では、予算決算情報については、各地域活動協議会の広報紙に掲載することにより、順次、住民へ周知を実施した。


取組期間の成果
	・地域活動協議会に対する区民の認知度の低い原因を分析し、課題を地域カルテに記録するとともに、ＳＮＳ等や区広報紙への記事掲載を行い、さらに、地域広報紙の発行により、認知度向上を図ることができた。
・地域を担当する職員全員がｅラーニングを受講し、総意形成機能について理解を深めるとともに、各地域の会議の場などで、チラシやガイドブック等を活用した説明を行い、理解を促進することができ、各地域活動協議会に対して要件の確認を行った。
・目標指標に対する実績値については、29年度は全区達成、30年度は11区達成、元年度は12区達成となったものの、取組期間中に実績値が上がった区が20区となっており、地域活動協議会に対する住民の理解を深めることができた。



今後の方向性
	・今後も、地域活動協議会が総意形成機能を期待されていることについて、構成団体はもとより、地域住民の理解が深まるよう、各区において、様々な機会をとらまえ様々な手法で地域住民に対し積極的に発信することや、認定要件の確認を定期的に行い、必要な助言・指導を行っていくことが必要である。そのため、引き続き、区職員の理解を深めるとともに、地域活動協議会が総意形成機能を期待されていることについて、地域住民の理解促進を図る。
・地域活動協議会の認知度向上については、取組を順調に実施できていることから、今後は、各区において、様々な広報ツールを活用しながら、地域活動協議会の認知度の向上に引き続き取り組んでいく。





[bookmark: _Toc12372685][bookmark: _Toc527651595][bookmark: _Toc22312303][bookmark: _Toc43466706][bookmark: _Toc44684565][bookmark: _Toc45114880]柱1-Ⅲ-イ　多様な主体のネットワーク拡充への支援

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	各区において、新たに地域活動協議会とＮＰＯ及び企業等とが連携した取組を行った件数
29年度　各区５件
30年度　各区５件
元　年度　各区５件

















	24区中21区で目標値以上となった。

上段：目標、下段：実績


	　　　未達成

　未達成：３区
　中央区、大正区、　　
　旭区
　



元年度取組の実施状況　　　　　　　　※②を除く各区状況については、〔別冊〕をご覧ください。
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①様々な活動主体の情報収集
・地域活動協議会連絡会議や交流会等で市民活動総合ポータルサイトの掲載状況の提供や活用方法などの周知を行う。
・一部の区では、イベントの実施報告の市民活動総合ポータルサイト掲載や、区事業の同ポータルサイト登録などの情報発信を行う。
	・地域活動協議会連絡会議や交流会等で市民活動総合ポータルサイトの掲載状況の提供や、活用方法などの周知を行った。
・一部の区では、イベントの実施報告やボランティア募集に関連する区事業を市民活動総合ポータルサイトなどにより情報発信を行った。
・一部の区では、異業種交流イベントを開催し、連携協働の動きを促進する予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大による影響で、イベントが中止となり、実施できなかった。

	②企業等とのネットワークの積極的な活用
・包括連携協定締結企業に関する各種情報や、連携事例を更新するとともに、包括連携協定締結企業以外の連携企業等が持つネットワークやリソースなどの強みを分析、整理し、庁内ポータルに掲載する。
	・包括連携協定締結企業が持つネットワーク、リソース等の強みや、実際に企業等との連携によって効果的・効率的に行政課題の解決につながることを分析･整理し、各企業が持つ強みや連携の取組事例を庁内ポータルに掲載、各所属に個別配信した。

	③交流やコーディネートの場づくりなど
・様々な活動主体の活動状況について、最新の情報を収集しながら、地域活動協議会、企業、ＮＰＯを結びつけられるよう、取組事例の紹介を行うとともに、多様な活動主体間の交流の場やコーディネートの場、区で立ち上げたネットワークを活用し、連携を促進する。
・一部の区では、区に設置した市民活動相談窓口を活用し、多様な活動主体間のコーディネートを行う。
	・様々な活動主体の活動状況について、最新の情報を収集しながら、地域活動協議会、企業、ＮＰＯを結びつけられるよう、取組事例の紹介を行うとともに、多様な活動主体間の交流の場やコーディネートの場、区で立ち上げたネットワークを活用し、連携を促進した。
・一部の区では、区に設置した市民活動相談窓口を活用し、多様な活動主体間のコーディネートを行った。
・一部の区では、開催を予定していたイベントなどが、新型コロナウイルス感染防止措置に伴い、開催中止となった。

	④地縁型団体への情報提供など
・地域のニーズや課題に適した活動が行えるよう、市民活動総合ポータルサイトなどで、連携事例や適切な支援メニューの情報提供を行う。
・様々な活動主体の活動状況に関する最新情報を収集及び提供し、より連携協働のメリットが活かせるよう、地域ニーズの把握を行うほか、具体的な取組事例の報告や情報交換の活性化を図る。
	・地域のニーズや課題に適した活動が行えるよう、市民活動総合ポータルサイトなどを活用し、連携事例や適切な支援メニューの情報提供を行った。
・地域活動協議会の会議の場や地域連絡会議などにおいて、他の地域活動協議会での事例や地域活動に役立つ情報の提供を行った。
・様々な活動主体に関する情報を収集し、より連携協働のメリットが活かせるよう、地域ニーズの把握を進めたほか、一部の区では、防災訓練を通じた連携事例の共有を行った。



取組期間の成果
	・市民活動団体や社会貢献に関心のある企業等に関する様々な情報や、連携協働の事例を市民活動総合ポータルサイトに掲載するとともに、市民活動に関する適切な支援メニューの共有などを行った。
・包括連携協定締結企業等が持つ強みや連携取組事例を庁内ポータルで共有することなどにより、職員の企業連携のメリット等の認識を高め、新たな連携につなげることができた。
・目標指標に対する実績値について、29年度は21区達成、30年度は全区達成、元年度は21区達成となったものの、取組期間中に連携取組の累積件数が160件から644件になるなど、多様な活動主体間の連携協働を促進することができた。



今後の方向性
	・各区において、市民活動総合ポータルサイトに蓄積された情報の活用などにより、活動主体間の連携協働の促進ができている。引き続き、各区において同ポータルサイトの掲載情報の活用などにより、連携協働の促進に取り組む。




[bookmark: _Toc22312304][bookmark: _Toc12372686][bookmark: _Toc43466707][bookmark: _Toc44684566][bookmark: _Toc45114881]柱1-Ⅳ-ア　市民活動に役立つ情報の収集・提供

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	①支援メニューを今後の活動に役立て
　られたと感じた利用者の割合
29年度　80％
30年度　92％
元　年度　95％
	96.3％

	　　　達成
　
　

	②市民活動総合ポータルサイトに利用登録する団体が掲載情報を活用した割合
29年度　30％
30年度　45％
元　年度　50％
	40.5％

	　 未達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①市民活動支援メニューの充実
・区役所職員等を対象とした、各種支援メニューの概要や活用のメリット等を説明する機会を設けることで、職員が市民に対して支援メニューをさらにＰＲできるようにする。
・地域での活動と企業・市民活動団体の活動との協働がより生み出されるよう、交流の場の開催場所を市内で分散させて実施する。
	・職員が市民に対して支援メニューをさらにＰＲできるよう、各種支援メニューの概要や活用のメリット等について、市民協働課長会や区役所職員を対象とした研修で説明を行ったほか、チラシの配布など様々な媒体を活用して職員に情報提供した。
・地域での活動と企業・市民活動団体の活動との協働がより生み出されるよう、交流の場を市内５か所に分散させて開催することとし、４か所で開催した。なお、１か所は新型コロナウイルス感染拡大防止措置に伴い、開催を中止した。

	②「市民活動総合ポータルサイト」の活用促進による情報提供の充実2.0冊子に記載の課題「（市民活動に役立つ地域資源情報や支援メニューに関する）
情報の一元化」は進みましたでしょうか。

・市民活動総合ポータルサイト登録者が関心のある分野の新着情報が通知される機能やイベント情報やボランティア募集情報などの情報をカレンダーから絞り込みができる機能を追加する。
・区役所職員等を対象とした市民活動総合ポータルサイトの新機能や活用のメリット等を含めた同ポータルサイトの有用性、登録のメリット等を説明する機会を設けることで、職員が市民に対して同ポータルサイトをＰＲできるようにする。

	・市民活動総合ポータルサイト登録者が希望する分野の新着情報の通知や、イベントやボランティア募集等の情報を、カレンダーから検索できる仕組みを構築した。
・新着情報通知やカレンダー検索機能といった新たに構築した仕組みについて、市民活動総合ポータルサイト使い方マニュアルに追記し、利用登録団体及び個人に対し、メール等で活用を積極的に働きかけた。
・区役所職員が市民に対して市民活動総合ポータルサイトをＰＲできるよう、同ポータルサイトの有用性、登録のメリット等について、分かりやすい資料を作成し、区役所職員を対象とした研修において説明するとともに、庁内ポータルへ掲載した。また、同ポータルサイトの新機能や掲載記事等について、各区市民協働担当課あてに随時情報提供を行った。





取組期間の成果
	・交流の場を市内で分散させて開催することで、新たな連携協働に向けたきっかけづくりとなった。その他、市民活動総合ポータルサイトがより活用されるよう、様々な機能追加を行ったほか、掲載情報を充実させることで、市民活動に役立つ地域資源情報や支援メニューなどの情報の一元化を進めるなど、大阪市が提供している多様な市民活動への支援メニューの充実を図ることができた。
・目標指標①に対する実績値については、29年度から元年度の３年とも達成できた。
・目標指標②に対する実績値については、29年度は達成し、30年度及び元年度は未達成となったものの、職員アンケートにおいて、区役所等職員のうち90％以上の職員が市民活動総合ポータルサイトの有用性や利便性をＰＲできると回答しているなど、同ポータルサイトの活用促進を図ることができた。



今後の方向性
	・各活動主体により活用される必要があることから、引き続き支援メニューの充実や、市民活動総合ポータルサイトの機能等の充実を図るとともに、各所属において支援メニューを活用することで取組を推進する。また、支援メニューがより活用されるよう、引き続き、各種支援メニューの存在及び有用性の認知度向上を図る。


2.0冊子に記載の課題「（市民活動に役立つ地域資源情報や支援メニューに関する）
情報の一元化」は進みましたでしょうか。



[bookmark: _Toc22312305][bookmark: _Toc43466708][bookmark: _Toc44684567][bookmark: _Toc45114882]柱1-Ⅳ-イ　地域の実態に応じたきめ細かな支援

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	①まちづくりセンター等の支援を受けた団体が、支援に満足している割合
29年度　75％
[image: ]30年度
















[image: ]
元年度

	24区中10区で目標値を上回った。

　  上段：目標、下段：実績

	　　　未達成

　未達成：14区
　北区、福島区、
　中央区、港区、
　大正区、浪速区、
　西淀川区、
東淀川区、
東成区、旭区、　
　城東区、
阿倍野区、
住吉区、西成区
　



柱1-Ⅳ-イ　地域の実態に応じたきめ細かな支援

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	②各区において派遣型の地域公共人材が活用された件数
29年度　各区１件
30年度　各区１件
元　年度　各区１件

















	24区中17区で目標値以上となった。

　  上段：目標、下段：実績

【元年度目標・実績】
	　　　未達成

　未達成：７区
　北区、福島区、
此花区、西区、
大正区、東成区、
平野区　



元年度取組の実施状況　　　　　　　　　　　　※各区状況については、〔別冊〕をご覧ください。
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①まちづくりセンター等による支援についての評価基準の設定と支援内容の見直し
・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、区長会議安全・環境・防災部会において、各区の取組内容を共有する。
・各地域活動協議会の自律的な運営をめざし、地域の担い手へのアンケート、「地域カルテ」の活用等により各地域活動協議会の現状や課題を把握したうえで、地域の実情に即した支援を行う。
・区長会議安全・環境・防災部会において、まちづくりセンター等による支援の効果検証と、今後の効果的な支援のあり方について検討する。
	・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、区長会議安全・環境・防災部会のもと、まちづくりセンター等による効果的な支援事例の収集・取りまとめを行い、地域課題や支援ニーズを把握するための地域活動協議会へのアンケートの実施など、参考となる事例を全区で共有した。また、事例共有会において、参考となる取組を共有した。
・各地域活動協議会による自律的な地域運営をめざし、地域の担い手へのアンケート、「地域カルテ」の活用等により各地域活動協議会の現状や課題を把握したうえで、地域の実情に即した支援を行った。
・区長会議安全・環境・防災部会において、まちづくりセンター等による地域活動協議会への支援の効果検証と、今後の支援のあり方について、各区への照会結果を踏まえ検討を行い、報告書を作成した。

	②派遣型地域公共人材の活用方策の明確化、活用促進と活用事例の共有
・派遣型地域公共人材の活用事例を整理し、活用方策とともに分かりやすく情報発信する。
・市民活動団体のニーズを十分に把握したうえで、地域公共人材とのマッチングを行う。
・区役所やまちづくりセンター等のホームページ、ＳＮＳ（Facebook、Twitterなど）などの多様な広報媒体やイベント等でのチラシ配布により、派遣型地域公共人材制度の周知を行う。
・地域活動協議会の会議の場等で派遣型地域公共人材の説明を行い、活用を促す。
	・派遣型地域公共人材の活用事例を整理し、活用方策とともに分かりやすく情報発信した。
・市民活動団体のニーズを十分に把握したうえで、地域公共人材とのマッチングを行い、人材の派遣を実施した。
・区役所やまちづくりセンター等のホームページ、ＳＮＳ（Facebook、Twitterなど）などの多様な広報媒体やイベント等でのチラシ配布により、派遣型地域公共人材制度の周知を行った。
・地域活動協議会の会議の場等で派遣型地域公共人材の説明を行い、地域課題への対応に適した活用事例を紹介するなど、活用を促した。
・一部の区では、各地域の特性や課題、実情を把握しつつ、必要とする支援を見極め、積極的な活用を促した。



取組期間の成果
	・まちづくりセンター等による地域活動協議会への支援については、区長会議安全・環境・防災部会において、支援の効果検証と今後の支援のあり方の報告書を作成し、各区において報告書に基づき、今後の支援手法を決定することができた。
・目標指標①に対する実績値としては、29年度は16区達成、30年度は11区達成、元年度は10区達成となったものの、取組期間中に実績値が上がった区が17区となっているなど、より地域の実情に即した支援を進めることができた。
・地域公共人材の活用促進については、地域公共人材の活用事例の周知を図ることで、広報や防災など様々な課題を持つ団体への派遣につなげることができた。
・目標指標②に対する実績値としては、29年度は15区達成、30年度は23区達成、元年度は17区達成となったものの、取組期間中に地域公共人材の累積の派遣総件数が21件から91件となるなど、各区において課題に対応した活用の促進を図ることができた。



今後の方向性
	・各区において決定したまちづくりセンター等による地域活動協議会への支援内容に基づき、今後は、全地域一律ではなく、地域の実情に即した最適な支援に取り組む。
・地域公共人材については、今後も支援が必要な団体の活用を促進していく必要がある。今後は、各区において、派遣事例の共有等により活用を促進する。




[bookmark: _Toc22312306][bookmark: _Toc12372688][bookmark: _Toc527651598][bookmark: _Toc43466709][bookmark: _Toc44684568][bookmark: _Toc45114883]柱1-Ⅳ-ウ　市民活動の持続的な実施に向けたＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化の支援

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	各区が関与したＣＢ/ＳＢ起業件数及び、社会的ビジネス化事業創出件数
【29年度～元年度の３年間で
　各区６件】

【元年度目標】

























	11区で目標値以上となった。

　　　 上段：目標、下段：実績


































　北区、此花区、天王寺区、
　東成区、生野区、住之江区は、
　30年度までに３年間の
　目標（６件）を達成済。

	未達成

未達成：13区
　都島区、中央区、西区、
港区、大正区、浪速区、
西淀川区、淀川区、
東淀川区、旭区、
城東区、阿倍野区、
西成区



【29年度～元年度の３年
間で各区６件】

達成区：12区
　北区…13件
　福島区…７件
　此花区…６件
　天王寺区…10件
　浪速区…６件
　東成区…16件
　生野区…13件
　鶴見区…６件
　住之江区…８件
　住吉区…７件
　東住吉区…８件
　平野区…７件









元年度取組の実施状況　　　　　　　　　　　　※各区状況については、〔別冊〕をご覧ください。
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化支援チームの結成
・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、区長会議安全・環境・防災部会において、各区の取組内容を共有する。
・ＣＢ等の実施にかかる税の取扱いにかかるＦＡＱについて、随時更新を行う。
・公園での広告枠運用事業について、建設局と連携し、各区に周知を行う。また、コミュニティ回収※1については、引き続き、コミュニティ回収支援チームにより、地域向け説明会を開催する。
・ＣＢ等に関する職員の理解を深めるために、職員を対象とする研修（基礎編、実践編）を実施する。
・地域活動協議会の会議の場等で、ＣＢ等の事例を紹介するとともに、意義や必要性を説明する。
	・各区が取組の進捗状況・目標達成状況に応じて必要な対策を検討する際に活用できるよう、区長会議において、各区の取組実績を共有した。また、事例共有会において、区で作成したコミュニティ回収にかかる地域向け説明資料を活用した事例を共有した。
・各区のＣＢ等の取組状況をホームページで公開した。
・ＣＢ等の実施にかかる税の取扱いにかかるＦＡＱについて、更新を行った。
・公園での広告枠運用事業について、各区からの意見を踏まえた問題点等を整理し、建設局と情報共有を行った。
・コミュニティ回収及び新たなペットボトル回収※2事業について、環境局と連携し、各区へ周知するとともに地域向け説明会を開催した。
・ＣＢ等に関する職員の理解を深めるため、研修基礎編としての資料を作成し、庁内ポータルに掲載するとともに、職員を対象とする研修実践編を実施した。
・地域活動協議会の会議の場等で、ＣＢ等の事例紹介や、意義や必要性の説明を行った。


※１　コミュニティ回収…本市が実施している古紙・衣類分別収集を、地域活動協議会等の地域コミュニティが主体となって行うもの。
※２　新たなペットボトル回収…資源ごみとして収集している家庭から排出されるペットボトルを、地域活動協議会等の地域コミュニティと参画事業者が連携協働して回収するもの。

取組期間の成果
	・職員を対象とする研修を実施し、ＣＢ等に関する職員の理解を深めるとともに、地域向けの説明会等を開催し、各地域におけるＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化の様々な事例を創出することができた。
・目標指標に対する実績値については、３年間で目標の６件を達成した区が12区あり、取組期間中に事業創出累積件数が30件から146件になるなど、各区において地域向けの説明会等を開催すること等によって、ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化の促進を図ることができた。



今後の方向性
	・全区で取り組めそうな事例の整理や共有は一定完了しており、今後、新たな事例なども共有しながら、地域において、ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化を進めていく。
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[bookmark: _Toc43466712][bookmark: _Toc44684571][bookmark: _Toc45114886]柱2-I-ア　区ＣＭ制度の趣旨に即した運用の徹底

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	①-１ 区ＣＭ制度について適切に理解している関係職員の割合
ｅラーニングのテストに全問正解した関係職員の割合
29年度　30％
30年度　30％
元　年度　30％
	30.5％
	達成

	①-２ 区内の基礎自治行政について区ＣＭの意向を反映した事業が実施できていると考える区長（区ＣＭ）の割合
29年度　 85％
30年度　100％
元　年度　100％
	100％
	達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①区ＣＭ制度の趣旨に即した運用の徹底に向けた職員の意識啓発
・元年度のｅラーニング実施前に、29、30年度に誤りの多かった内容等について関係所属に対して制度の再周知を図り、職員の理解促進とともに区ＣＭ制度の趣旨・内容についての徹底を図る。
・元年度のｅラーニングの実施結果を踏まえて、制度の再周知を行い、職員の理解度のさらなる向上や区ＣＭ制度の趣旨・内容のより一層の徹底を図る。
	・区長会議人事・財政部会において、過年度に誤りの多かった内容等について関係所属に制度の再周知を図ったうえで職員に対してｅラーニングを実施し、職員の理解促進を図るとともに、区ＣＭに対してもｅラーニングを実施して改めて制度の理解を確認するなど、区ＣＭ制度の趣旨・内容についての徹底を図った。
・区長会議人事・財政部会において、ｅラーニングの実施結果を分析・検証し、関係所属に対して、その内容をフィードバックするとともに誤りの多かった内容等について制度の再周知を行い、職員の理解度のさらなる向上や区ＣＭ制度の趣旨・内容のより一層の徹底を図った。
・区長会議の各部会において、30年度末に策定した「区ＣＭ事業におけるＰＤＣＡサイクルに関する運用ガイドライン」の実践的な運用として、関係局から事業の成果や自己評価などについて報告を受け、それを踏まえた事業展開の方向性を示していくなど、区ＣＭがＰＤＣＡサイクルに則って事業をマネージする事例を積み上げた。
・区長会議人事・財政部会において、各部会における「区ＣＭ事業におけるＰＤＣＡサイクルに関する運用ガイドライン」の元年度の運用状況の振り返りを行うとともにその結果について各部会や関係局との間で情報共有を行い、区ＣＭによる主体的な事業マネジメントのより一層の促進を図った。






取組期間の成果
	・eラーニングの活用に加えて、「区ＣＭ事業におけるＰＤＣＡサイクルに関する運用ガイドライン」の策定により区ＣＭ事業のマネジメントに関係局による事業報告の仕組みを組み込んだことで、これに携わる職員を中心に区ＣＭ制度にかかる意識啓発が促進され、取組期間の最終年度である元年度に目標①-１・①-２ともに目標を達成し、区ＣＭ制度の趣旨に即した運用の徹底を図ることができた。



今後の方向性
	・区ＣＭ制度の趣旨に即した運用のさらなる徹底に向け、「市政改革プラン3.0」において、区長・区ＣＭによる効率的・効果的なマネジメントの実施の観点から、区長会議として区ＣＭ事業のＰＤＣＡサイクルによる事業監理の強化等に取り組む。





[bookmark: _Toc43466713][bookmark: _Toc44684572][bookmark: _Toc45114887]柱2-Ⅰ-イ　「ニア・イズ・ベター」に基づく分権型教育行政の効果的な推進

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	
①-１ 委員を務める学校において、学校の実情に応じた教育が行われ教育内容がより充実したと感じる小・中学校の学校協議会委員の割合
30年度　30％
元　年度





































①-２　区内において、学校、地域の実情に応じた教育が行われたと感じる「保護者・区民等の参画のための会議」の委員の割合
30年度　30％
元　年度





































	24区中９区で目標値を上回った。

上段：目標、下段：実績







































24区中19区で目標値を上回った。

上段：目標、下段：実績








































	未達成

未達成：15区
北区、都島区、
中央区、西区、
港区、天王寺区、
浪速区、淀川区、
東淀川区、旭区、
鶴見区、住吉区、
東住吉区、平野区、
西成区































未達成

未達成：５区
西区、天王寺区、
淀川区、住之江区、
住吉区





































元年度取組の実施状況　　　　　　　　　　　　※各区状況については、〔別冊〕をご覧ください。
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①分権型教育行政に関わる制度、役割などの明確化・職員、校長への分権型教育行政についての理解促進
・30年度の取組実績に基づき、学校協議会への支援や、区教育行政連絡会、「保護者・区民等の参画のための会議」等の充実にかかる取組などを実施するとともに、保護者・区民等の意見やニーズを反映した校長経営戦略支援予算（区担当教育次長執行枠）などを活用する取組も実施する。
・分権型教育行政の制度、役割などの明確化等について、整理を図り、職員等の理解促進を図る。
	・新型コロナウイルス感染症の影響はあったものの、学校協議会への支援や、区教育行政連絡会、「保護者・区民等の参画のための会議」等の充実にかかる取組や各区のニーズや実情に応じた取組について、計画どおりに実施することができた。
・元年度から区担当教育次長会議を設置するとともに、その設置について全区及び教育委員会事務局内で周知を行うとともに、区担当教育次長の所管に属する施策及び事業に関し各区において共通して取り組む必要がある事項について、調査及び審議を行い、統一した方向性を同会議において決定した。
・分権型教育行政の制度、役割などの明確化の検討を行う場である、区担当教育次長会議の「分権型教育行政検討小委員会（以下「小委員会」という。）」において、２年度からの教育委員会事務局の４ブロック化（以下「４ブロック化」という。）に向けて、ブロック内における区次長の意思決定の仕組みの構築等について議論し、整理を行った。
・４ブロック化の内容について、区担当教育次長会議において説明するとともに、その様子をWeb中継し、情報共有を行うことにより、職員への理解促進を図った。



取組期間の成果
	・学校協議会への支援や、区教育行政連絡会、「保護者・区民等の参画のための会議」等の充実にかかる取組などを実施するとともに、保護者・区民等の意見やニーズを反映した校長経営戦略支援予算（区担当教育次長執行枠）などを活用する取組を実施したことで、「ニア・イズ・ベター」に基づく分権型教育行政を効果的に推進することができた。
・小委員会での議論を経て、区長会議における大枠の方向性の合意形成を図り、31年４月に区担当教育次長会議を設置した。また、２年４月からの４ブロック化に向けて、小委員会で議論を行い、教育ブロック会議設置に向けた整理を行うことができた。



今後の方向性
	・元年度目標はともに未達成となったものの、各区個別の目標の設定値が非常に高かったこと（24区平均　①－１　92.0％、①－２　86.1％）による結果であり、元年度実績としては高水準の結果（24区平均　①－１　89.5％、①－２　91.6％）となっていることから、各区における分権型教育行政を効果的に推進することができている。加えて、分権型教育行政にかかる新たな項目については、区長会議こども・教育部会、区担当教育次長会議実務部会として小委員会を通じ取組を進めていくことから、区長会議や区担当教育次長会議において合意形成を図りつつ、分権型教育行政を今後も効果的に推進していく。





[bookmark: _Toc43466714][bookmark: _Toc44684573][bookmark: _Toc45114888]柱2–Ⅱ-ア　複数区による区ＣＭ事業の実施のためのルール化

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	①29年度　複数区による区ＣＭ事業の実施のためのルール化
複数区による区ＣＭ事業の実施のためのルールが有効に機能していると思う区長（区ＣＭ）の割合
30年度　 80％
元　年度　100％
	100％
	達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①複数区による区ＣＭ事業の実施のためのルール化
・複数区による区ＣＭ事業の実施に向け、ルール（プロセス）を運用する。
	・区長会議人事・財政部会において、複数区による区ＣＭ事業の実施のためのルール（プロセス）を運用した。



取組期間の成果
	・目標①について各年度とも達成しており、複数区による区ＣＭ事業の実施のためのルールが適切に策定され、有効に機能している状態を実現することができた。



今後の方向性
	・複数区による区ＣＭ事業の実施のためのルールについて、今後は区長会議において自律的に運用に取り組む。






[bookmark: _Toc43466715][bookmark: _Toc44684574][bookmark: _Toc45114889]柱2-Ⅱ-イ　共通して取り組むことでより効果の上がる取組の全市展開

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	①29年度　共通して取り組むことでより効果の上がる事業を選定するためのルール化
共通して取り組むことでより効果の上がる事業を選定するルールが有効に機能していると思う区長（区ＣＭ）の割合
30年度 　80％
元　年度　100％
	100％
	達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①事業選定の際のルール化及び各区の検討・実施状況や実施しない理由の見える化
・該当する事業の選定について、ルール（プロセス）を運用する。
・ルール（プロセス）に基づき区長会議が選定した事業を実施しない区について、その理由を公表する。
	・区長会議人事・財政部会において、ルール（プロセス）に基づき、該当する事業を選定し、各区における検討結果等を市ホームページで公表した。



取組期間の成果
	・目標①について各年度とも達成しており、共通して取り組むことでより効果の上がる事業を選定するためのルールが適切に策定され、有効に機能している状態を実現することができた。



今後の方向性
	・共通して取り組むことでより効果の上がる事業を選定するためのルールについて、今後は区長会議において自律的に運用に取り組む。





[bookmark: _Toc43466716][bookmark: _Toc44684575][bookmark: _Toc45114890]柱2–Ⅱ–ウ　区長会議の運営についてのさらなる改善

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	①-１ 区長会議の決定事項が順調に進捗していると感じる区長（区ＣＭ）の割合
29年度　 90％
30年度　100％
元　年度　100％
	95.8％
	未達成

	①-２ 区長会議の議事内容が適切に発信されていると感じる区長（区ＣＭ）の割合
29年度　 90％
30年度　100％
元　年度　100％
	100％
	達成



元年度取組の実施状況
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①区長会議での決定事項の進捗管理や情報発信の強化
・議事概要を作成する際に、案件概要や関連ホームページの明記をすることにより、市民にとって分かりやすい記載とする。
・区長会議議事概要の掲載ページのリンクを各区のホームページ等に掲載するなど、市民に対する区長会議の見える化を促進する。
・各区長にアンケートを実施し、対応状況の評価とともに、さらなる改善要望を募る。
	・議事概要作成の際には、案件概要の記載、関連するホームページアドレスを記載し、より分かりやすくなるようにした。
・区長会議の見える化を促進するため、各区ホームページに区長会議議事概要の掲載ページのリンクを設けた。
・各区長にアンケートを実施し、対応状況の評価を得るとともに、さらなる改善要望についても集約した。



取組期間の成果
	・区長会議等の議事要旨を各区長へ随時共有する等により、区長会議の決定事項は概ね順調に進捗している。
・庁内ポータルプロジェクトグループウェア（現チームサイト）を活用した「区長会議、部会・ＰＴの案件一覧の掲載」及び「部会決議状況一覧の掲載」（29年度以降）や、大阪市ホームページを活用した「案件概要の記載」及び「関連するホームページアドレスを記載」（30年度以降）により、庁内外への情報発信を強化することにより、目標①－２について、全ての年度において目標を達成することができた。



今後の方向性
	・目標①－１については、元年度は達成に至らなかったものの、全体的には３か年の目標を概ね達成していることから、これまでの改革の取組を維持しながら、今後も引き続き区長会議の決定事項が順調に進捗するよう、必要な改善を図っていく。





[bookmark: _Toc43466717][bookmark: _Toc44684576][bookmark: _Toc45114891]柱2-Ⅲ–ア　区における住民主体の自治の実現

	元年度目標の達成状況目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	①-１区政会議において、各委員からの意見や要望、評価について、十分に区役所や委員との間で意見交換が行われていると感じている区政会議の委員の割合
[image: ]29年度　60％
30年度


















[image: ]
元年度















	24区中７区で目標値以上となった。

上段：目標、下段：実績



































	未達成

未達成：17区
都島区、福島区、
此花区、港区、
大正区、浪速区、
西淀川区、
淀川区、
東淀川区、
東成区、生野区、
旭区、鶴見区、
阿倍野区、
住之江区、
平野区、西成区


	①-２区政会議において、各委員からの意見や要望、評価について、適切なフィードバックが行われたと感じる区政会議の委員の割合
29年度　60％
[image: ]30年度


















[image: ]
元年度
	24区中13区で目標値以上となった。

上段：目標、下段：実績
	未達成

未達成：11区
此花区、西区、
港区、浪速区、
淀川区、
東淀川区、
東成区、生野区、
旭区、東住吉区、
平野区





	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	②地域活動協議会からの推薦を受けた区政会議の委員を選定している区の数
29年度　20区
30年度　24区
元　年度　24区
	24区
	達成



元年度取組の実施状況　　　　　　　　　　　　　※各区状況については、〔別冊〕をご覧ください。
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①区政会議の運営についての効果的なＰＤＣＡの実施
・各区において、区政会議委員に対するアンケートにより把握した課題に基づき、区政会議運営の改善に取り組む。
・区政運営に関する区の取組について、委員から４段階で評価を受けて点数化し、各委員の評価を平均して公表する。
・会議の場で、委員からの意見への対応状況について明示し、説明する。
	・各区において、区政会議委員に対し、現状の区政会議運営の課題を明らかにするためのアンケートを実施した。
・各区において、区の取組について区の自己評価に対する意見に加え、委員から直接評価を受け、各委員の評価を平均して公表した。
・各区において、会議の場で、委員からの意見に対するフィードバックを行うなど、区政会議運営の改善に向けた取組を推進した。

	②区政会議と地域活動協議会との連携
・各区において、地域活動協議会からの推薦を受けた委員が選定されている状態を維持する。
	・各区において、地域活動協議会からの推薦を受けた委員が選定されている状態を維持した。



取組期間の成果
	・目標①については取組期間中における全区での達成には至らなかったが、各区において、区政会議運営の改善に取り組むなかで区政会議委員に対して会議運営上の課題に関するアンケート調査を実施し、区ごとに今後取り組むべき課題を明らかにすることができた。
・目標②については各年度ともに全区で達成することができており、各区において、区政会議と地域の総意形成機能を担う地域活動協議会との連携を促進することができた。



今後の方向性
	・区政会議の運営に関し、区ごとに今後取り組むべき課題が明らかとなったことを踏まえ、今後は、各区の区長マネジメントにより、区政会議運営の改善に取り組む。





[bookmark: _Toc43466718][bookmark: _Toc44684577][bookmark: _Toc45114892]柱2-Ⅲ-イ　多様な区民の意見やニーズの的確な把握

元年度目標の達成状況　　　　　　　　　　　　
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	①区役所が、様々な機会を通じて区民の意見やニーズを把握していると感じる区民の割合
29年度　35％
[image: ]30年度

















[image: ]
元年度
	24区中５区で目標値を上回った。

上段：目標、下段：実績



































	未達成

未達成：19区
福島区、此花区、
中央区、港区、
天王寺区、浪速区、
西淀川区、淀川区、
東成区、生野区、
旭区、城東区、
鶴見区、阿倍野区、
住之江区、住吉区、
東住吉区、平野区、
西成区



元年度取組の実施状況　　　　　　　　　　　　　※各区状況については、〔別冊〕をご覧ください。
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①意見やニーズの把握手法の多角化
・各区において、区民アンケートの分析結果や他区の取組等を踏まえながら、区の実情に応じて、多様な区民の意見・ニーズをこれまで以上に的確に把握するためのより効果的な取組を進める。
	・各区において、区長会議人事・財政部会における区民アンケートの分析結果や他区の取組事例の情報共有等を踏まえ、ＳＮＳの活用のほか、区民アンケートや意見箱の設置など、区の実情に応じ、多様な区民の意見・ニーズをこれまで以上に幅広く的確に把握するためのより効果的な取組を実施した。



取組期間の成果
	・目標①について取組期間中における全区での達成には至らなかったが、各区において、区民アンケートの実施、ＳＮＳの活用、ご意見箱の設置、区長と区民との意見交換会の実施等、広く区民総体としての意見・ニーズを的確に把握するための取組の拡充を図ることができた。



今後の方向性
	・今後、個々の施策レベルで対象と想定される区民ごとに意見・ニーズの把握のための最適な手法を探るなど、区民を総体として捉える視点から焦点を移し取組を深めていく段階に進んでいくが、各区・地域の実情・特性に応じ、施策展開のあり方（施策間の優先順位・バランス）は区ごとに異なるため、各区の区長マネジメントにより取り組む。




[bookmark: _Toc43466719][bookmark: _Toc44684578][bookmark: _Toc45114893]柱2-Ⅳ-ア　さらなる区民サービスの向上

元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	1 区役所が、相談や問い合わせ内容について適切に対応したと思う区民の割合
29年度　75％
30年度　

















元年度



















	24区中５区で目標値を上回った。

上段：目標、下段：実績


	未達成

未達成：19区
都島区、福島区、
此花区、港区、
大正区、天王寺区、
西淀川区、淀川区、
東淀川区、東成区、
生野区、旭区、
鶴見区、阿倍野区、
住之江区、住吉区、
東住吉区、平野区、
西成区


	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	②「区役所来庁者等に対するサービスの格付け結果」において、☆☆（民間の窓口サービスの平均的なレベルを上回るレベル）以上を獲得した区役所の数
29年度　14区
30年度　17区
元　年度　20区
(参考：28年度実績  11区)

























	24区中15区で☆☆以上を獲得した。

	北区
	☆☆

	都島区
	☆☆

	福島区
	☆

	此花区
	☆☆

	中央区
	☆

	西区
	☆

	港区
	☆☆

	大正区
	☆☆

	天王寺区
	☆☆

	浪速区
	☆☆

	西淀川区
	☆

	淀川区
	☆

	東淀川区
	☆☆

	東成区
	☆☆

	生野区
	☆☆

	旭区
	☆

	城東区
	☆

	鶴見区
	☆☆

	阿倍野区
	☆☆

	住之江区
	☆☆

	住吉区
	☆☆

	東住吉区
	☆☆

	平野区
	☆

	西成区
	☆

	計
	（☆なし）
	０区

	
	（☆）
	９区

	
	（☆☆）
	15区

	
	（☆☆☆）
	０区



	未達成

　未達成：９区
福島区、中央区、
西区、西淀川区、
淀川区、旭区、
城東区、平野区、
西成区








	


	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	③区の様々な取組（施策・事業・イベントなど）に関する情報が、区役所から届いていると感じる区民の割合

29年度　30％	
30年度　



















元年度



















	24区中１区で目標値を上回った。

上段：目標、下段：実績


	未達成

未達成：23区
北区、都島区、
此花区、中央区、
西区、港区、大正区、
天王寺区、浪速区、
西淀川区、淀川区、
東淀川区、東成区、
生野区、旭区、
城東区、鶴見区、
阿倍野区、
住之江区、住吉区、
東住吉区、平野区、
西成区




元年度取組の実施状況　　　　　　　　　　　※各区状況については、〔別冊〕をご覧ください。
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①区民に身近な総合行政の窓口としての機能の充実
・インターフェイス機能の向上等により区民に身近な総合行政の窓口機能を一層高めるため、取組事例の共有や検証を行い、改善を図る。
・総合行政拠点窓口として、問合せ等を受けた個々の事案に応じ関係部署への連絡や指示を迅速かつ適切に行うとともに、対応状況について依頼者にフィードバックを行う。
・区役所が区民に身近な総合行政拠点として、窓口で区民ニーズに適切に対応するためのマニュアル等の充実に取り組む。
・一部の区では、総合的な市政の内容やその担当等が手軽に検索できるウェブサイト等を駆使し、窓口でタブレット端末を利用し即座に対応する。
	・各区において、総合行政の窓口の取組事例や課題等について、関係部署や区役所の職員間等で情報共有や検証を行い、インターフェイス機能の改善を図った。
・各区において、問合せ等を受けた個々の事案に応じた関係部署等と連携し、迅速かつ適切に対応を行うとともに、対応状況をホームページに掲載するなどしてフィードバックを行った。
・各区において、区民ニーズに適切に対応するためのマニュアル（対応ガイドブックやＦＡＱ等）の内容を更新し充実を図った。
・一部の区では、幅広い問合せ等に即座に対応するため大阪市総合コールセンターのウェブサイトアイコンをホーム画面に表示させたタブレット端末を窓口に設置した。

	②庁舎案内や窓口サービスにおけるサービス向上
・評価の低かった項目について、実効性のある職員研修を実施するとともに接遇チェックシート等を作成し、活用する。
・接遇研修（ユニバーサル研修等）を実施し職員全員のスキルアップを行う。
・さらなる評価アップをめざすため、ソフト面・ハード面の両面において取組の深化を図るとともに、他区で実施している優れた点を学び、相対的に評価の低かった項目のレベルアップに取り組む。
	・各区において、プロジェクトチーム等にて、格付け調査で評価の低かった項目、来庁者アンケートや職員による接遇チェックシートの結果等を踏まえ、改善点や改善策等について意見交換を行うなど、窓口サービスの向上に向けた検討や取組を行った。
・各区において、ソフト面の向上として、ユニバーサルサービスや「やさしいにほんご」などの、各区の課題に応じたテーマを取り入れた接遇研修等を実施した。
・各区において、ハード面の向上として、庁舎内照明のＬＥＤ化や庁内掲示物の再点検、待ち時間対策として窓口の状況をスマートフォンやホームページ上で確認できるサービスの実施や、待ち時間を気持ちよく過ごしてもらうために季節感のある飾りつけを行う工夫など、各区の課題に応じた取組を実施した。

	③区政情報の発信
・紙面構成やデザインなどを工夫し、区政情報を分かりやすく発信していく。
・区民まつり等のイベントやWebツールなどをより活用し、よりタイムリーな周知活動を行う。
・区民ニーズについて、区民アンケート、区行事での参加者アンケートにより把握し、今後の情報発信に生かしていく。
	・各区において、広報紙については、キャッチコピー、写真、イラストを効果的に使用する、見出しを分かりやすくする、同ジャンルの記事をまとめて掲載する等、紙面構成やデザインなどを工夫し、ホームページについては、大切な情報にたどり着きやすくすること等を目的にトップページ等の改修を行うなどして、区政情報を分かりやすく発信した。
・各区において、ホームページやＳＮＳ等のWebツールや、イベントや区民が集まる会合の場などを活用して、タイムリーな区政情報の発信を行った。
・各区において、今後の情報発信の改善に向けて、区民アンケート等により区民ニーズの調査、把握を行った。
・各区において、区内の小中学校の紹介や地域活動の特集、「住みます芸人」と連携した分かりやすい情報発信など、親しみやすく読みたいと感じてもらえるよう、掲載内容ついて工夫を行った。




取組期間の成果　　
	・区民に身近な総合行政の窓口としての機能の充実について、総合行政の窓口の取組事例、課題等を関係部署や区役所の職員間等で情報共有や検証を行い、また、区民ニーズに適切に対応するためのマニュアル（対応ガイドブックやＦＡＱ等）を整理するなど、インターフェイス機能の充実を図ることができた。
・区庁舎案内や窓口サービスにおけるサービス向上について、プロジェクトチーム等により、格付け調査で評価の低かった項目、来庁者アンケートや職員による接遇チェックシートの結果等を踏まえ、改善点や改善策等について意見交換を行うなど、窓口サービスの向上に向けた検討を行い、接遇研修や庁舎の環境整備等、ソフト面・ハード面の両面において、サービスの向上を図ることができた。
・区政情報の発信について、広報紙・ホームページの構成やデザインなどの工夫により、区政情報を分かりやすく発信するとともに、ホームページやＳＮＳ、イベントや区民が集まる会合等の場などを活用してタイムリーに区政情報を発信することができた。



今後の方向性
	・目標①について、取組期間中に全区達成はできなかったが、改革の取組においても、区ごとにインターフェイス機能・総合拠点機能の充実が図られており、今後も各区の区長マネジメントにより、区ごとに両機能の充実を図る。
・目標②について、元年度目標は達成できなかったが、各区においてプロジェクトチームなどの改善を図る仕組みが構築される等、改革の成果が一定得られており、今後も引き続き格付け調査を実施し、各区において調査結果や実情に応じた窓口サービスの改善を図る。
・目標③について、取組期間中に全区達成はできなかったが、様々な広報媒体により、タイムリーな区政情報を発信する等、「区民全体」を対象とした施策について、改革の成果が一定得られている。今後も各区の区長マネジメントにより、区の特性・実情に応じた広報の充実を図る。
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元年度目標の達成状況
	目標
	元年度実績
	元年度目標の評価

	①不適切な事務処理事案の件数（公表ベース）
29年度　218件
30年度　185件
元　年度　173件
	24区全体で目標値を下回った。
194件
（30年度実績から0.5%増）
	未達成

	②日頃からＰＤＣＡサイクルを意識して業務に取り組んでいる職員の割合
29年度　83％
自ら担当する業務について、ＰＤＣＡサイクルを回して５割以上の業務を改善できたと評価している職員の割合
30年度  48.0％
元　年度　60.2％
	24区全体で目標値を下回った。
60.1％
	未達成



元年度取組の実施状況　　　　　　　　　　　　※各区状況については、〔別冊〕をご覧ください。
	元年度の取組内容
	元年度の主な取組実績

	①区役所業務についての標準化・ＢＰＲの計画的推進
・５Ｓ、業務の標準化等を実施する。
・コンプライアンスや個人情報保護にかかる研修等を行う。
・個人情報に関する業務等、標準化されていない業務のマニュアルの作成と既存の業務マニュアルについて随時改善を行っていく。
・区長会議人事・財政部会において、不適切事務処理案件にかかるモニタリングを行っていく。
・区長会議人事・財政部会において各部会においての標準化による効果検証を行い、必要に応じて改善策を講じていく。
・一部の区において、所属内での共有ルールを整備したうえで、各課・担当で課サーバの整理を図る。
	・各区において、５Ｓや標準化を促進する会議等にて、年間の取組やアクションプランの検討等を行い、計画的に取組を実施した。
・各区において、コンプライアンスや個人情報保護にかかる研修等を行うとともに、機会を捉えて不適切事務処理事案を共有し、再発防止に向けた原因分析や改善策の検討を行った。
・各区において、ペーパーレス会議の導入や事務引継書の様式統一等、各区で必要に応じて標準化されていない業務の手順書等を作成するとともに、既存の業務マニュアル等について随時改善を行った。
・区長会議人事・財政部会において、各区が実施する不適切事務処理事案にかかる原因分析や改善策の検討結果等についてモニタリングを行い、24区で共有した。
・区長会議人事・財政部会において、各部会における標準化の取組の進捗把握を行った。
・一部の区において、所属内での課サーバの整理方法に関する共有ルールを整備し、導入可能な課・担当については、整理を完了した。

	②各区による自主的・自律的なＰＤＣＡサイクルの促進
・区長会議や他区において効果的な取組であると判断された内容を検討し、可能なものを実施する。
・職員アンケートや研修等の機会を通じてＰＤＣＡの事例等を紹介し職員全員の意識付けを図る。
	・各区において、区長会議や他区において効果的な取組であると判断された内容を検討し、運営方針へのＳＤＧｓゴールの付記など、可能なものを実施した。
・各区において、職員アンケートや職員研修等の機会を捉えて、ＰＤＣＡサイクルを促進する意識啓発を行った。
・各区において、運営方針の振り返りや策定時、また予算編成の際に、ＰＤＣＡサイクルを徹底するとともに、事業・イベントごとにＰＤＣＡシート等を作成して進捗管理や振り返りを実施するなど、ＰＤＣＡサイクルを意識して業務に取り組んだ。



取組期間の成果
	・区役所業務の標準化・ＢＰＲの計画的推進について、５Ｓや標準化を促進する会議等にて、年間の取組やアクションプラン等を整理するなどして計画的に取組を実施し、不適切事務処理事案の改善策の整理や、業務マニュアル等の作成・改善を図ることができた。
・各区による自主的・自律的なＰＤＣＡサイクル徹底の促進について、職員研修等による意識啓発を図り、運営方針の振り返りや策定時、また予算編成の際に、ＰＤＣＡサイクルを徹底するとともに、事業・イベントごとにＰＤＣＡシート等を作成して進捗管理や振り返りを実施するなど、ＰＤＣＡサイクルを意識して業務に取り組むことができた。



今後の方向性
	・目標①②について達成できておらず、区役所業務についてＰＤＣＡサイクルを徹底しながら、さらなる標準化を図っていく必要がある。そのため、引き続き「市政改革プラン3.0」において、区役所業務の改善に向け、各区のベストプラクティスを取り入れ、さらなる24区の標準化及び継続した改善を行うための新たな仕組みを構築し、不適切な事務処理の減少に向けて取り組む。
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参考１）全項目における目標達成状況
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	大阪市 市政改革室 改革プラン推進担当

〒530-8201
大阪市北区中之島１－３－２０
TEL    06-6208-9885
FAX    06-6205-2660
Eﾒｰﾙ　　ac0015@city.osaka.lg.jp

















【元年度目標・実績】


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.4	0.47	0.51	0.5	0.4	0.41	0.55000000000000004	0.51700000000000002	0.46	0.39	0.55000000000000004	0.48	0.53	0.56599999999999995	0.56000000000000005	0.56000000000000005	0.55000000000000004	0.56999999999999995	0.51800000000000002	0.51	0.55000000000000004	0.54800000000000004	0.502	0.51	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.33200000000000002	0.40500000000000003	0.40899999999999997	0.45200000000000001	0.311	0.36299999999999999	0.48399999999999999	0.50800000000000001	0.42899999999999999	0.29399999999999998	0.49299999999999999	0.44400000000000001	0.47399999999999998	0.48399999999999999	0.48299999999999998	0.48499999999999999	0.46500000000000002	0.48099999999999998	0.45200000000000001	0.41099999999999998	0.47699999999999998	0.51500000000000001	0.44800000000000001	0.41199999999999998	


【元年度目標・実績】


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.72	0.63	0.7	0.69	0.7	0.61399999999999999	0.73	0.78700000000000003	0.63	0.75	0.66	0.68200000000000005	0.68	0.70199999999999996	0.76	0.67	0.72	0.68	0.68	0.68	0.65	0.66	0.64100000000000001	0.73	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.67	0.66100000000000003	0.72499999999999998	0.63900000000000001	0.59499999999999997	0.68	0.69699999999999995	0.65	0.65300000000000002	0.71799999999999997	0.69	0.67700000000000005	0.67300000000000004	0.70899999999999996	0.71199999999999997	0.65800000000000003	0.66500000000000004	0.67	0.66200000000000003	0.71599999999999997	0.65700000000000003	0.69099999999999995	0.73199999999999998	0.67800000000000005	


【元年度目標・実績】


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.23	0.25	0.26	0.25	0.25	0.21	0.3	0.23	0.25	0.2	0.35	0.27	0.34	0.28999999999999998	0.31	0.28000000000000003	0.33	0.35	0.33	0.31	0.3	0.25	0.27	0.2	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.16	0.20899999999999999	0.23799999999999999	0.223	0.15	0.191	0.24	0.215	0.248	0.193	0.26100000000000001	0.21299999999999999	0.26400000000000001	0.26300000000000001	0.253	0.26300000000000001	0.29699999999999999	0.30299999999999999	0.19800000000000001	0.22800000000000001	0.23	0.216	0.224	0.19500000000000001	


【元年度目標・実績】


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.48	0.5	0.48	0.48	0.45	0.432	0.55000000000000004	0.496	0.48	0.41	0.55000000000000004	0.5	0.56999999999999995	0.54700000000000004	0.52	0.53	0.57999999999999996	0.65	0.53	0.56999999999999995	0.5	0.5	0.48399999999999999	0.44	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.42499999999999999	0.50700000000000001	0.45	0.45200000000000001	0.372	0.47099999999999997	0.49399999999999999	0.51500000000000001	0.501	0.32300000000000001	0.56799999999999995	0.48299999999999998	0.51800000000000002	0.54500000000000004	0.496	0.52100000000000002	0.54900000000000004	0.56899999999999995	0.495	0.502	0.48499999999999999	0.53200000000000003	0.41599999999999998	0.375	


【元年度目標・実績】


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	5	7	6	2	4	8	15	6	9	3	6	11	27	52	5	5	9	17	5	4	4	3	3	4	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	5	9	8	4	4	5	15	8	3	3	6	10	13	7	5	2	9	10	5	4	5	5	3	12	


【元年度目標・実績】


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.92	0.85	0.95	0.95	0.95	0.81	0.93	0.84	0.85	0.94	0.81	0.89	0.8	0.86499999999999999	0.83	0.83	0.85	0.88	0.88	0.9	0.85	0.81	0.83	0.91	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.89900000000000002	0.85299999999999998	0.77600000000000002	0.96599999999999997	0.94	0.81499999999999995	0.86899999999999999	0.85799999999999998	0.873	0.82799999999999996	0.68899999999999995	0.86699999999999999	0.54400000000000004	0.72099999999999997	0.84399999999999997	0.85899999999999999	0.78500000000000003	0.92700000000000005	0.88200000000000001	0.90300000000000002	0.85799999999999998	0.79900000000000004	0.85699999999999998	0.84599999999999997	


【元年度目標・実績】

北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.4	0.4	0.4	0.4	0.4	0.4	0.45	0.42699999999999999	0.4	0.4	0.42	0.4	0.4	0.45	0.44	0.44	0.44	0.51	0.4	0.46	0.4	0.41	0.4	0.4	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.29399999999999998	0.35199999999999998	0.36299999999999999	0.377	0.28899999999999998	0.33700000000000002	0.43	0.40200000000000002	0.38800000000000001	0.27700000000000002	0.40899999999999997	0.374	0.41299999999999998	0.44	0.41499999999999998	0.4	0.41599999999999998	0.47899999999999998	0.37	0.41899999999999998	0.378	0.38600000000000001	0.35299999999999998	0.29799999999999999	


【元年度目標・実績】


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.81	0.82	0.81	0.81	0.97	0.81	0.81	0.8	0.81	0.81	0.93	0.81	0.85	0.89	0.85	0.84	0.82	0.8	0.83	0.86	0.85	0.81	0.83	0.8	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.60799999999999998	0.82699999999999996	0.79900000000000004	0.70299999999999996	0.64800000000000002	0.72299999999999998	0.73699999999999999	0.41199999999999998	0.626	0.82799999999999996	0.55900000000000005	0.745	0.82099999999999995	0.48299999999999998	0.87	0.52600000000000002	0.753	0.372	0.69199999999999995	0.86599999999999999	0.66900000000000004	0.72099999999999997	0.755	0.48799999999999999	


【元年度目標・実績】


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.68	0.82	0.49	0.6	0.65	0.81	0.79	0.62	0.6	0.73	0.71	0.68	0.75	0.81	0.69	0.78	0.72	0.62	0.68	0.86	0.85	0.6	0.64	0.61	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.60099999999999998	0.83	0.62	0.73699999999999999	0.64700000000000002	0.82299999999999995	0.71699999999999997	0.46	0.64600000000000002	0.81399999999999995	0.59399999999999997	0.76400000000000001	0.71899999999999997	0.51900000000000002	0.71899999999999997	0.64200000000000002	0.82599999999999996	0.53600000000000003	0.70099999999999996	0.86199999999999999	0.72599999999999998	0.58199999999999996	0.78700000000000003	0.57099999999999995	


【元年度目標・実績】


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	5	5	5	5	5	5	5	5	5	5	5	5	5	5	5	5	5	5	5	5	5	5	5	5	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	6	34	6	11	4	5	8	4	8	11	5	11	7	9	13	4	5	7	5	7	13	5	74	5	


【元年度目標・実績】


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.9	0.89	0.97	0.94	0.9	0.78	0.97	0.82	0.91	0.95	0.76	0.79	0.75	0.86	0.78	0.8	0.87	0.85	0.88	0.9	0.85	0.76	0.83	0.88	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.85799999999999998	0.89200000000000002	0.871	0.98199999999999998	0.89600000000000002	0.80800000000000005	0.90700000000000003	0.70399999999999996	0.94799999999999995	0.78400000000000003	0.73799999999999999	0.82899999999999996	0.47	0.70399999999999996	0.78800000000000003	0.78	0.76400000000000001	0.86599999999999999	0.81599999999999995	0.90200000000000002	0.80700000000000005	0.90600000000000003	0.86699999999999999	0.86099999999999999	


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0	2	0	0	1	0	1	0	2	1	1	6	2	0	1	3	2	1	1	1	1	1	0	2	



北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	2	5	1	0	6	4	3	5	1	3	6	2	4	0	0	2	5	3	4	1	2	4	3	6	


【元年度目標・実績】


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	2	5	1	0	6	4	3	5	1	3	6	2	4	0	0	2	5	3	4	1	2	4	3	6	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	2	2	2	0	4	0	1	4	1	2	1	1	0	0	5	1	2	3	1	2	2	6	3	1	



北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.98199999999999998	0.96	0.87	0.97	1	0.92100000000000004	0.95099999999999996	0.81	0.97599999999999998	0.98	0.95	0.93	0.9	0.96399999999999997	0.83299999999999996	0.82	0.81	1	0.875	0.86	0.9	0.95	0.96599999999999997	0.9	



北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.80100000000000005	0.86	1	0.92	1	0.9	0.78600000000000003	0.4	1	0.75	0.7	1	1	0.85699999999999998	0.4	1	0.43	1	1	0.86	1	1	1	1	


【元年度目標・実績】


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.98199999999999998	0.96	0.87	0.97	1	0.92100000000000004	0.95099999999999996	0.81	0.97599999999999998	0.98	0.95	0.93	0.9	0.96399999999999997	0.83299999999999996	0.82	0.81	1	0.875	0.86	0.9	0.95	0.96599999999999997	0.9	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.92600000000000005	0.94599999999999995	0.93300000000000005	0.97299999999999998	0.92900000000000005	0.89100000000000001	0.875	0.873	0.92700000000000005	0.92900000000000005	0.95699999999999996	0.90600000000000003	0.81799999999999995	0.98299999999999998	0.84199999999999997	0.81799999999999995	0.93799999999999994	0.94099999999999995	0.92500000000000004	0.86799999999999999	0.86599999999999999	0.73699999999999999	0.89	0.82099999999999995	


【元年度目標・実績】


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.80100000000000005	0.86	1	0.92	1	0.9	0.78600000000000003	0.4	1	0.75	0.7	1	1	0.85699999999999998	0.4	1	0.43	1	1	0.86	1	1	1	1	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	1	1	1	0.92300000000000004	1	0.6	1	0.6	0.8	0.84599999999999997	1	0.88900000000000001	1	1	0.8	1	1	1	1	0.83299999999999996	0.83299999999999996	1	1	1	


【元年度目標・実績】


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	1	0.79	0.78	0.87	0.8	0.85699999999999998	0.88200000000000001	0.92900000000000005	0.75	0.89	0.90500000000000003	0.9	1	0.81	0.85	0.75	0.84	1	0.76	1	0.80900000000000005	0.8	0.88500000000000001	0.96299999999999997	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	1	0.75	0.76700000000000002	0.67900000000000005	0.85	0.85699999999999998	0.68200000000000005	0.6	0.75	0.64300000000000002	0.71399999999999997	0.81	0.97199999999999998	0.66700000000000004	0.68799999999999994	0.68200000000000005	0.84599999999999997	0.91300000000000003	0.58799999999999997	0.85	0.95499999999999996	0.88900000000000001	0.65400000000000003	0.92300000000000004	


【元年度目標・実績】


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.81899999999999995	0.77	0.88	0.87	0.85	0.85699999999999998	0.90600000000000003	0.58299999999999996	0.73299999999999998	0.8	0.81	1	0.87	0.79	0.85	0.75	0.74	0.77	0.73	0.95	0.7	0.9	0.76	0.85199999999999998	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.84599999999999997	0.91700000000000004	0.90300000000000002	0.85199999999999998	0.94399999999999995	0.78600000000000003	0.77300000000000002	0.89999999999999991	0.81799999999999995	0.66700000000000004	0.82099999999999995	0.94399999999999995	0.78100000000000003	0.76500000000000001	0.75	0.63600000000000001	0.77800000000000002	0.94099999999999995	0.82399999999999995	0.95	0.81799999999999995	0.83299999999999996	0.625	0.96199999999999997	


【元年度目標・実績】


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.4	0.42	0.48	0.43	0.42	0.42	0.6	0.43	0.48099999999999998	0.41	0.45	0.41899999999999998	0.4	0.47699999999999998	0.45	0.45	0.46	0.47	0.5	0.42	0.5	0.41	0.4	0.42	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.45400000000000001	0.45800000000000002	0.46899999999999997	0.41799999999999998	0.36299999999999999	0.42699999999999999	0.433	0.434	0.46200000000000002	0.38200000000000001	0.443	0.39200000000000002	0.42	0.41699999999999998	0.40200000000000002	0.41499999999999998	0.44700000000000001	0.45300000000000001	0.44400000000000001	0.38800000000000001	0.45700000000000002	0.38600000000000001	0.34899999999999998	0.38	


あ	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.7	0.78	0.75	0.75	0.75	0.83	0.8	0.82	0.81	0.75	0.78	0.8	0.8	0.66	0.85	0.8	0.76	0.8	0.82	0.7	0.75	0.75	0.73	0.72	



北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.7	0.79	0.76	0.78	0.80900000000000005	0.84	0.8	0.83	0.82	0.75	0.81	0.81	0.82	0.78100000000000003	0.88	0.8	0.77	0.82	0.85	0.8	0.8	0.76	0.75	0.76	


【元年度目標・実績】


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.7	0.79	0.76	0.78	0.80900000000000005	0.84	0.8	0.83	0.82	0.75	0.81	0.81	0.82	0.78100000000000003	0.88	0.8	0.77	0.82	0.85	0.8	0.8	0.76	0.75	0.76	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.70699999999999996	0.72399999999999998	0.69	0.753	0.83599999999999997	0.84399999999999997	0.78	0.75700000000000001	0.76300000000000001	0.81100000000000005	0.76700000000000002	0.77300000000000002	0.78	0.71599999999999997	0.73	0.78800000000000003	0.77400000000000002	0.77500000000000002	0.77700000000000002	0.71699999999999997	0.753	0.72380952380952379	0.74299999999999999	0.65600000000000003	
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北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.42	0.43	0.46	0.45	0.45	0.4	0.5	0.51	0.41	0.35	0.48	0.4	0.4	0.45	0.45	0.45	0.4	0.52	0.4	0.45	0.5	0.4	0.4	0.4	



北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.43	0.5	0.47	0.5	0.48	0.43	0.6	0.53	0.5	0.41	0.5	0.43	0.5	0.51300000000000001	0.5	0.5	0.51	0.54	0.5	0.5	0.55000000000000004	0.5	0.42	0.44	


【元年度目標・実績】


北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.43	0.5	0.47	0.5	0.48	0.43	0.6	0.53	0.5	0.41	0.5	0.43	0.5	0.51300000000000001	0.5	0.5	0.51	0.54	0.5	0.5	0.55000000000000004	0.5	0.42	0.44	
北区	都島区	福島区	此花区	中央区	西区	港区	大正区	天王寺区	浪速区	西淀川区	淀川区	東淀川区	東成区	生野区	旭区	城東区	鶴見区	阿倍野区	住之江区	住吉区	東住吉区	平野区	西成区	0.42899999999999999	0.442	0.48099999999999998	0.45800000000000002	0.43099999999999999	0.38200000000000001	0.41799999999999998	0.501	0.40699999999999997	0.34799999999999998	0.47799999999999998	0.40600000000000003	0.38200000000000001	0.47399999999999998	0.42199999999999999	0.48899999999999999	0.47	0.52600000000000002	0.46500000000000002	0.41199999999999998	0.503	0.40500000000000003	0.39100000000000001	0.374	
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image26.emf
Ⅰ地域コミュニ

ティの活性化

身近な地域でのつながりに関して肯定的に感じている区民の割合

①自治会・町内会単位の活動に参加している区民のうち、自治会・町内会単位の活動に対す

る市からの支援が役に立っていると感じている区民の割合

② 地縁型団体が行う活動に参加している区民の割合

③ 各団体により地域の特性や課題に応じた活動が進められていると感じている区民の割合

各区の市民活動支援情報提供窓口への問合せ件数

① 地域活動協議会の構成団体が、自分の地域に即した支援を受けることができていると感じた

割合

② 地域活動協議会を知っている区民の割合

③地域活動協議会の構成団体が、地域活動協議会に求められている準行政的機能を認識し

ている割合

②総意形成機能

の充実

総意形成機能を認識している地域活動協議会の構成団体の割合

各区において、新たに地域活動協議会とＮＰＯ及び企業等とが連携した取組を行った件数

① 支援メニューを今後の活動に役立てられたと感じた利用者の割合

② 市民活動総合ポータルサイトに利用登録する団体が掲載情報を活用した割合

① まちづくりセンター等の支援を受けた団体が、支援に満足している割合

② 各区において派遣型の地域公共人材が活用された件数

各区が関与したＣＢ/ＳＢ起業件数及び、社会的ビジネス化事業創出件数

①-1 区ＣＭ制度について適切に理解している関係職員の割合

①-2区内の基礎自治行政について区ＣＭの意向を反映した事業が実施できていると考える区

長（区ＣＭ）の割合

①-１委員を務める学校において、学校の実情に応じた教育が行われ教育内容がより充実した

と感じる小・中学校の学校協議会委員の割合

①-2区内において、学校、地域の実情に応じた教育が行われたと感じる「保護者・区民等の参

画のための会議」の委員の割合

①複数区による区ＣＭ事業の実施のためのルールが有効に機能していると思う区長（区ＣＭ）

の割合

①共通して取り組むことでより効果の上がる事業を選定するルールが有効に機能していると思

う区長（区ＣＭ）の割合

①-1 区長会議の決定事項が順調に進捗していると感じる区長（区ＣＭ）の割合

①-2 区長会議の議事内容が適切に発信されていると感じる区長（区ＣＭ）の割合

①-1区政会議において、各委員からの意見や要望、評価について、十分に区役所や委員との

間で意見交換が行われていると感じている区政会議の委員の割合

①-2区政会議において、各委員からの意見や要望、評価について、適切なフィードバックが行

われたと感じる区政会議の委員の割合

② 地域活動協議会からの推薦を受けた区政会議の委員を選定している区の数

① 区役所が、様々な機会を通じて区民の意見やニーズを把握していると感じる区民の割合

① 区役所が、相談や問い合わせ内容について適切に対応したと思う区民の割合

②「区役所来庁者等に対するサービスの格付け結果」において、☆☆（民間の窓口サービスの

平均的なレベルを上回るレベル）以上を獲得した区役所の数

③区の様々な取組（施策・事業・イベントなど）に関する情報が、区役所から届いていると感じる

区民の割合

① 不適切な事務処理事案の件数（公表ベース）

②自ら担当する業務について、ＰＤＣＡサイクルを回して５割以上の業務を改善できたと評価し

ている職員の割合



ア　人と人とのつながりづくり

Ⅱ地域課題解

決に向けた活動

の活性化

ア地域に根ざした活動の活性化

（地縁型団体）

イ地域を限定しない活動の活性

化（テーマ型団体）

【改革の柱１】地域社会における住民自治の拡充

Ⅲ多様な協働

（マルチパート

ナーシップ）の

推進

ア地域活動協

議会への支援

①活動の活性化

に向けた支援

イ多様な主体のネットワーク拡充

への支援

Ⅳ多様な市民

活動への支援

メニューの充実

ア市民活動に役立つ情報の収

集・提供

イ地域の実態に応じたきめ細か

な支援

ウ市民活動の持続的な実施に向

けたＣＢ／ＳＢ化、社会的ビジネス

化の支援

Ⅰ区長の権限

の明確化

ア区ＣＭ制度の趣旨に即した運

用の徹底

イ「ニア・イズ・ベター」に基づく分

権型教育行政の効果的な推進

【改革の柱２】区長の権限・責任の拡充と区民参画のさらなる推進

Ⅱ区間連携の

促進

ア複数区による区ＣＭ事業の実

施のためのルール化

イ共通して取り組むことでより効

果の上がる取組の全市展開

ウ区長会議の運営についてのさ

らなる改善

達成率

Ⅲ区民が区政

運営に参加・

参画する仕組み

のさらなる充実

ア区における住民主体の自治の

実現

イ多様な区民の意見やニーズの

的確な把握

Ⅳ区民サービ

スの向上と効率

的な区行政の運

営

ア　さらなる区民サービスの向上

イ　効率的な区行政の運営の推進
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区長会議（部会）が主体でめざす目標

区長会議（部会）主体でめざす目標

市民局主体でめざす目標



区長会議（部会）主体でめざす目標

令和元年度

目標達成状況
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（参考２）平成30年度目標を上回る設定をしている目標における平成30年度・令和元年度の実績比較

１．各区が主体となって取り組む項目
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区

都
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区
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85.889.2

【改革の柱２】区長の権限・責任の拡充と区民参画のさらなる推進
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R元

45.4 45.8
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67.2 65.7
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H30 ☆☆ ☆☆

R元 ☆☆ ☆☆

H30

40.1 46.8

R元

42.9 44.2

13 14

／ ／

19 19

総意形成機能を認識している地域活動協議会の構成団体の割合

元年度の実績が30年度以上の項目数

Ⅳ区民サービスの

向上と効率的な区行

政の運営

③区の様々な取組（施策・事業・イベントなど）に関する情報が、区役所から届いていると

感じる区民の割合

② 地域活動協議会を知っている区民の割合

③地域活動協議会の構成団体が、地域活動協議会に求められている準行政的機能を

認識している割合

Ⅰ区長の権限の明

確化

①－１委員を務める学校において、学校の実情に応じた教育が行われ教育内容がより充

実したと感じる小・中学校の学校協議会委員の割合

①－２区内において、学校、地域の実情に応じた教育が行われたと感じる「保護者・区民

等の参画のための会議」の委員の割合

イ「ニア・イズ・ベター」に基づく分権

型教育行政の効果的な推進

ア区における住民主体の自治の実

現

イ多様な区民の意見やニーズの的

確な把握

ア　さらなる区民サービスの向上

Ⅲ区民が区政運営

に参加・参画する仕

組みのさらなる充実

①-1区政会議において、各委員からの意見や要望、評価について、十分に区役所や委

員との間で意見交換が行われていると感じている区政会議の委員の割合

①区役所が、様々な機会を通じて区民の意見やニーズを把握していると感じる区民の割

合

②「区役所来庁者等に対するサービスの格付け結果」において、☆☆（民間の窓口サー

ビスの平均的なレベルを上回るレベル）以上を獲得した区役所の数

① 区役所が、相談や問い合わせ内容について適切に対応したと思う区民の割合

①-2区政会議において、各委員からの意見や要望、評価について、適切なフィードバッ

クが行われたと感じる区政会議の委員の割合

② 地域活動協議会からの推薦を受けた区政会議の委員を選定している区の数



【改革の柱１】地域社会における住民自治の拡充

Ⅰ地域コミュニティ

の活性化

身近な地域でのつながりに関して肯定的に感じている区民の割合

各区の市民活動支援情報提供窓口への問合せ件数

② 地縁型団体が行う活動に参加している区民の割合

③各団体により地域の特性や課題に応じた活動が進められていると感じている区民の割

合

Ⅳ多様な市民活動

への支援メニューの

充実

ア　人と人とのつながりづくり

ア地域に根ざした活動の活性化

（地縁型団体）

イ地域を限定しない活動の活性化

（テーマ型団体）

ア　地域活

動協議会へ

の支援

イ地域の実態に応じたきめ細かな

支援

Ⅲ　多様な協働（マ

ルチパートナーシッ

プ）の推進

②総意形成機能の充

実

① まちづくりセンター等の支援を受けた団体が、支援に満足している割合



①活動の活性化に向け

た支援

①地域活動協議会の構成団体が、自分の地域に即した支援を受けることができていると

感じた割合

Ⅱ地域課題解決に

向けた活動の活性化

①自治会・町内会単位の活動に参加している区民のうち、自治会・町内会単位の活動に

対する市からの支援が役に立っていると感じている区民の割合
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【改革の柱１】地域社会における住民自治の拡充
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【改革の柱２】区長の権限・責任の拡充と区民参画のさらなる推進

H30

R元

H30

R元

H30

R元

H30

R元

H30

R元

H30

R元

H30

R元

H30

R元

元年度の実績が30年度以上の項目数

96.3

40.3

40.5

①-1 区ＣＭ制度について適切に理解している関係職員の割合

17.3

30.5

100.0

100.0

Ⅰ　区長の権限の明確化

ア　区ＣＭ制度の趣旨に即

した運用の徹底



①-2 区内の基礎自治行政について区ＣＭの意向を反映した事業が実施できていると考える区

長（区ＣＭ）の割合

95.8

100.0

60.2

60.1

Ⅱ　区間連携の促進

ア　複数区による区ＣＭ事

業の実施のためのルール

化

①複数区による区ＣＭ事業の実施のためのルールが有効に機能していると思う区長（区ＣＭ）

の割合

100.0

100.0

イ　共通して取り組むことで

より効果の上がる取組の全

市展開

①共通して取り組むことでより効果の上がる事業を選定するルールが有効に機能していると思う

区長（区ＣＭ）の割合

100.0

100.0

ウ　区長会議の運営につい

てのさらなる改善

①-1 区長会議の決定事項が順調に進捗していると感じる区長（区ＣＭ）の割合

100.0

95.8

①-2 区長会議の議事内容が適切に発信されていると感じる区長（区ＣＭ）の割合

２．市民局又は区長会議（部会）が

　　主体となって取り組む項目

30年度と元年度で比較可能な項目のみを記載。30年度の進捗状況については、

「市政改革プラン2.0」の進捗状況（平成30年度末時点）」をご参照ください。

7

／

10

（

70.0

％）



Ⅳ　多様な市民活動へ

の支援メニューの充実

ア　市民活動に役立つ情

報の収集・提供

① 支援メニューを今後の活動に役立てられたと感じた利用者の割合

② 市民活動総合ポータルサイトに利用登録する団体が掲載情報を活用した割合

94.9

Ⅳ　区民サービスの向上と

効率的な区行政の運営

イ　効率的な区行政の運営

の推進

① 不適切な事務処理事案の件数（公表ベース）

193

194

② 自ら担当する業務について、ＰＤＣＡサイクルを回して５割以上の業務を改善できたと評価し

ている職員の割合

・網掛けされた部分は元年度の実績が

30

年度の実績以上となったもの。

・実績の単位は、柱２

-

Ⅳ

-

イ①以外は「％」。


